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■研究報告 

宮城県川崎町における地域資源循環型コミュニ

ティ形成の実践―都市と農村の連携と⾃然資

源・技術の統合の視点 

 

中安 祐太 

東北⼤学 

学際科学フロンティア研究所 

 

 

1. はじめに 

宮城県川崎町の中⼭間地域に移住した筆者は、

⾥⼭資源を活⽤して地域内でエネルギーや⾷料を

⾃給する暮らしの実践を⽬指し、コミュニティ形

成に取り組んできた。気候変動対策として再⽣可

能エネルギーの普及と森林管理による CO2 吸収源

の拡⼤を同時に実現する⽅策を模索した結果、⽣

態環境に根ざした⽣活実践と⼯学的専⾨知識を融

合させることを決意したのである。本稿では、こ

れまでに別途報告した技術的成果には踏み込みす

ぎず、都市と農村を繋ぐ地域資源循環型コミュニ

ティの創出過程に焦点を当てる。⼈類学的視点か

ら、実践を通じて⽣じた住⺠の価値観・社会的役

割・インフラ観の変容と、筆者⾃⾝の「レジデント

型研究者」としての⽴場について考察する。 

 

2．都市と農村を繋ぐコミュニティ形成 

筆者は 2017 年、志を同じくする仲間と共に川崎

町の前川地区へ移住し、「⾷料・熱エネルギー・⽔

のベーシックインフラを地域内で⾃給する」とい

う⽬標を掲げた。若者 3 名で結成した任意団体「百

（もも）」では、地元 NPO への会員としての参加

を通じて⾥⼭での薪炭林管理や薪づくり技術を⼀

から学び始めた。資⾦も機械もない状態で農林業

に取り組む中、多くの⼈々の助⼒が不可⽋となり、

そのこと⾃体がコミュニティ構築の原動⼒となっ

た。活動初期には東北⼤学の学⽣サークル仲間や

地域住⺠、友⼈たちが次々と農作業や⼭仕事を⼿

伝いに訪れ、⾼齢化した農村に 20〜30代の若者が

汗を流す光景が広がった。また、百の創設メンバ

ー3 名は性格や得意分野が異なり、それぞれ異な

るリーダーシップを発揮したため、「誰か⼀⼈とは

合わなくても他の誰かとは気が合う」形で多様な

⼈々を受け⼊れられたこともコミュニティの輪を

広げる上で奏功した(図 1)。 

こうした活動を続ける中で、「百」の理念に共鳴

した都市部からの若者が次々と川崎町に移住し、

8名ほどの新たな定住者を含む共同体「百の⾥」が

形成された。さらに、地域外在住者でも所定の会

員になれば⾥⼭保全や稲作などに参加できる会員

制度「まきこめいと」を開始し(会員数 38 名 ※ 

2025 年 9⽉、活動⽇は⽉ 2回程度)、都市住⺠や学

⽣が⽉に数回は現地を訪れて労働と交流を⾏って

いる。このゆるやかな会員制度により、地域内外

の⼈々が関わり合う広域的なコミュニティが⽣ま

れ、都市と農村を架橋するネットワークの基盤が

築かれた。 

 

3．⾃然資源と技術の統合による循環型ライフスタ

イル 

百のメンバーは、⾥⼭で得た⾃然資源と現代技

術を組み合わせて循環型の⽣活インフラを構築し

た。その象徴的な成果が、⾃前の⼭林から切り出

 
図 1 百を結成した 3 ⼈のメンバー。薪棚を作り、薪を蓄

えた後に作成。（撮影⽇:2019 年 8 ⽉ 18 ⽇、撮影者: 関係者

提供） 
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した杉材で建設した宿泊施設「Ecommodation 百の

やど」である(図 2)。地元の伝統構法を継承する⼤

⼯と協働し、駆体に釘を使わない⽊組みで平屋建

築を構築する⼀⽅、太陽熱温⽔器と太陽光パネル

を設置し、薪ボイラーや井⼾⽔冷房を組み込むこ

とで、冬季でも薪と太陽熱のみで室温 20℃以上を

維持し(実測値は⽔澤ほか 2024 参照)、夏季は冷涼

な地下⽔で室温を下げる持続可能な居住性を実現

した。まさに「建築の地産地消」を体現する試みで

あり、伝統的な⾥⼭知と⼯学知を融合させること

で現代的な快適さと環境調和を両⽴させている。

宿泊者は薪割りや森林管理、季節の野菜収穫とい

った⾥⼭作業に参加し、⾃ら収穫した野菜や地元

⾷材で調理された料理を味わいながら、地域資源

循環の暮らしを五感で体験できる。こうした場を

通じて、便利さよりも⾃然と共⽣する豊かさに価

値を⾒出す新たなライフスタイルのビジョンが提

⽰されている。 

さらに筆者は、⾥⼭由来の⽊質バイ

オマスを最先端エネルギーデバイス

に活⽤する⼯学研究にも取り組んだ。

例えば、宮城県産広葉樹から焼いた⽩

炭をナトリウムイオン電池の負極材

料や微⽣物燃料電池の電極としての

応⽤可能性を⽰し、地域資源から⾼機

能材料が創出できる可能性を⽰唆し

た。また、未利⽤⽊材から⼈造⿊鉛の物性に迫る

炭素材料を合成する⼿法やもみ殻やパイライトか

ら燃料電池⽤の電極材料も開発されており(図 3)、

再⽣可能エネルギー技術を巡る希少資源への依存

を減らす道を拓いている。⾃然資源と先端技術の

統合によって地域発イノベーションを創出し、資

源循環と技術進歩を両⽴させようとする取り組み

と⾔える。 

 

4．レジデント型研究者としての振り返り 

筆者のように地域に暮らし込みながら研究を⾏

うスタイルは「レジデント型研究者」と呼ばれる。

地域社会に⽣活基盤を置き住⺠の⼀員となって問

題解決型の研究を推進する在野の研究者像であり、

本来は⽣態学や⼈類学の分野で多く⾒られる⼿法

だが、⼯学の研究者がこれを実践することで新た

な学際知の地平が拓かれる可能性も指摘されてい

る。 

現場に深く⾝を置いたことで、以下のような価

値観・社会関係・インフラ論理の変化が浮かび上

がった。 

• 価値観の変容: 便利さや効率のみを追求する

のではなく、不便さを伴っても⾃然や共同体

と直接関わる暮らしに充実感と豊かさがある

という、新たな価値観が醸成された。 

• 社会的関係と役割の変化: 世代や出⾝の異な

る者どうしが協働することで、新しい社会関

係が構築された。地元の⾼齢者は⾥⼭管理の

知恵を伝える⽀援者となり、移住してきた若

 

図 2 Ecommodation 百のやどの外観と太陽光パネルを屋

根にした薪棚（撮影⽇：2022 年 4 ⽉ 30 ⽇、撮影者：関係

者提供） 

 
図 3 もみ殻とパイライト由来の燃料電池⽤電極 
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者は外部との橋渡し役や労働⼒の担い⼿とな

った。また筆者ら⾃⾝も、誰か⼀⼈が全てを担

うのではなく各⾃の得意分野に応じて役割分

担し互いに補完し合う⼩規模共同体の必要性

を実感した。 

• ⽣活インフラ観の転換: エネルギーや⾷料な

ど⽣活インフラに対する考え⽅も⼤きく変わ

った。従来は外部から供給されるのが当たり

前だった⽣活基盤を、⾃ら地域で産み出し管

理することで暮らしの主体になり得ることを

⽰したのである。適正技術によって化⽯燃料

や希少鉱物への依存を地域資源に置き換える

ことと、ローカルな⾃給的ライフスタイルへ

の転換は、持続可能な社会に向けた両輪であ

る。川崎町での実践は、中央集権的なインフラ

依存から地域循環型インフラへのパラダイム

シフトを模索する⼀例となった。 

 

5．おわりに 

最後に強調したいのは、こうした活動を研究者

⾃⾝が「楽しみながら」実践することの意義であ

る。机上の提案に留まらず、⾃ら率先して持続可

能な暮らしを体現し、その延⻑で技術開発にも貢

献する姿勢は、新たな価値観への説得⼒を⾼める

だろう。現代社会において職業を持ちながら農作

業や薪調達まで独⼒で⾏うことは困難だからこそ、

⼩規模なコミュニティを作り役割分担して互いに

⽀え合うことが不可⽋である。レジデント型研究

者として、筆者は今後もフィールドと学術の双⽅

で知⾒を深めつつ、都市と農村、⾃然と技術を結

ぶ媒介者の役割を果たしていきたいと考えている。 

 

 

※ 筆者は任意団体『百』の共同創設メンバーで

あり、Ecommodation 百のやどの運営に関与してい

る。本稿は学術的情報提供を⽬的とし、特定の営

利的勧誘を⽬的としない。掲載写真は被写体の同

意を得ている。 
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■研究報告 

カメルーン・ヤウンデにおける⼥⼦学⽣の⽉経

保健衛⽣を阻む社会⽂化的要因 

 

⻲⾕ 有莉奈 

北海道⼤学⼤学院保健科学院 

 

佐井 旭 

北海道⼤学国際連携研究教育局 GSI 

 

⼭内 太郎 

北海道⼤学⼤学院保健科学研究院 

 

 

1. はじめに 

⽉経保健衛⽣（Menstrual Health and Hygiene: 

MHH）は、健康、教育、ジェンダー平等、そして

⼈権に密接に関係する世界的な課題として国際的

に認識されている（Hennegan et al. 2021; Sommer et 

al. 2021）。⾼所得国でも「⽣理の貧困（Period 

Poverty）」という⾔葉が社会に浸透しつつあり、経

済的な要因が⽉経⽤品の⼊⼿やケアの質を左右す

る点が問題視されている（Jaafar et al. 2023）。しか

し、WASH（Water, Sanitation and Hygiene）設備が

脆弱な地域においては、MHH の問題はより深刻で

複合的であり、⽣理⽤品や設備の不⾜に加え、⽂

化的・制度的障壁も存在する（Okesanya et al. 2024）。 

特に、サハラ以南アフリカを含む低・中所得国

においては、⽉経時に必要な衛⽣⽤品や、清潔か

つプライバシーの確保されたトイレ設備へのアク

セスが限られていることが、⼥⼦学⽣の教育継続

や社会参加に深刻な影響を及ぼしている（Sato et al. 

2023）。加えて、⽉経に対する社会的スティグマや

誤った情報、さらには相談相⼿といったサポート

の⽋如といった課題も、⼥⼦学⽣の MHH の実践

を妨げている（Chinyama et al. 2019）。低・中所得

国であるカメルーンは WASH が不⼗分である

（WHO/UNICEF. 2023）。加えて、カメルーン都市

部では、農村部と⽐較して思春期の少⼥の⽉経に

関する知識が乏しいことが明らかとなっている

（Ajong et al. 2020）。 

そこで本研究では、カメルーンの⾸都ヤウンデ

に暮らす⼥⼦学⽣を対象に、家庭環境、学校環境

における MHH の現状を明らかにし、それに影響

をおよぼす要因を明らかにすることを⽬的とした。 

 

2．対象と⽅法 

本研究は 2024年 8 ⽉から 9 ⽉にかけて、カメル

ーン⾸都ヤウンデにある国⽴⼤学 1 校およびセカ

ンダリースクール（中等学校）2校（公⽴・私⽴各

1校）に在籍する⼥⼦学⽣を対象に実施した。対象

となった⼥⼦学⽣は計 215 名（平均年齢 19.1±4.4

歳）である。 

質問紙調査は、Priority List of Indicators for Girls’ 

Menstrual Health and Hygiene（Hennegan et al. 2023）に

準拠し、以下の 7 カテゴリーに分類された設問を

含んでいる（図 2）。 

1. 月経用品（Menstrual products）：使用する製品

の種類、入手場所、継続的な入手の可否 

2. 水・サニテーション・衛生（Water, Sanitation 

and Hygiene，WASH））：学校および家庭にお

けるトイレ・手洗い場の清潔さ、プライバシ

ーの有無、利用のしやすさ 

3. 知識（Knowledge）：月経に関する情報の入手

元、情報の正確性、初経前の教育の有無 

4. 不快感（Discomfort）：月経に伴う身体的・心

理的影響、それが学業や社会生活に与える影

響 

5. 周囲からの支援（Support from the 

Environment）：母親、友人、教師、医療従事者

などからの支援の有無と質 

6. 健康への影響（Health Impact）：感染症、皮膚

疾患、貧血などの健康問題の有無、医療機関

へのアクセス 

7. 政策・制度（Policies）：学校・地域でのMHH

に関する制度や支援体制の認知と活用 
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3．結果と考察 

⼥⼦学⽣の MHH の状況は、家庭および学校環

境に⼤きく左右されていることが明らかとなった。 

 

3-1．世帯収⼊と⽉経⽤品の⼊⼿性 

⼥⼦学⽣の MHH の実践状況は、世帯の経済状

況に⼤きく左右されていることが明らかになった。

回答者の約 8割は「⽉経⽤品の確保は可能である」

と答えたが、「継続的かつ安定して⼊⼿できる」と

した割合は、世帯収⼊が⾼い学⽣において有意に

⾼かった（p < 0.05）。さらに、⾼所得世帯出⾝の学

⽣ほど、初経前から予め⽉経について知っていた

と回答した学⽣の割合、および⽉経に伴う不快感

や体調不良について医療機関に相談する機会を有

していると回答した学⽣の割合が有意に⾼かった

（p < 0.05）。⽉経保健衛⽣は世帯収⼊に依存する

部分が⼤きく、世帯収⼊の余裕により⼥⼦学⽣の

⽉経保健衛⽣への⼗分な投資が可能になる可能性

が考えられた（Rowssouw et al. 2021; Chinyama et al. 

2019）。 

⽉経⽤品の確保や、⽉経知識の獲得、適切なケ

アへのアクセスの不平等の要因として、世帯収⼊

が挙げられることが明らかとなった。 

 

3-2．⺟親の学歴と知識の伝達 

家庭における⽉経に関する知識の伝達は、⺟親

の教育レベルに⼤きく依存していることが明らか

になった。⾼学歴の⺟親をもつ学⽣は、初経前か

ら科学的根拠に基づく情報を受け取っていた割合 

が有意に⾼く（p < 0.05）、⽉経に対する理解が深

く、⾃⼰管理能⼒も⾼いことが考えられた。⼀⽅

   

図 1 調査対象校（左から国⽴⼤学、公⽴セカンダリースクール、私⽴セカンダリースクール、筆者撮影） 

 

 

図 2  Priority List of Indicators（Hennegan et al. 2023）の表紙 

- 月経用品（Menstrual products） 

- 水・サニテーション・衛生（Water, Sanitation and 

Hygiene，（WASH））） 

- 知識（Knowledge） 

- 不快感（Discomfort） 

- 周囲からの支援（Support from the Environment） 

- 健康への影響（Health Impact） 

- 政策・制度（Policies） 
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で、⺟親の学歴が低い家庭の学⽣は、「⽉経中に授

業への参加が困難である」と感じる割合が有意に

⾼かった（p < 0.05）。この背景には、⺟親の知識の

不⾜により、⼥⼦学⽣が⽉経に対する不安や羞恥

⼼、適切な対処法を知らないことがあると考えら

れた（Bulto 2021）。⺟親の識字能⼒の有無は、情報

の収集・選択・伝達に⼤きく関わっており、また、

教育レベルの⾼さは⺟娘間のコミュニケーション

頻度とも関連していた（Daniel et al. 2023）。 

⼥⼦学⽣の MHH において、家庭内での⽉経知

識の伝達を含めたコミュニケーションが極めて重

要であり、⺟親の教育レベルが低い環境において

⼥⼦学⽣の⽉経知識が乏しく、適切な⽉経衛⽣対

処が困難であることが明らかとなった。 

 

3-3．教育機関の違いによる格差 

教育機関の種類によって、⼥⼦学⽣の MHH 実

施環境に明確な格差が存在することが⽰された。

⼤学に通う⼥⼦学⽣は、セカンダリースクールの

⼥⼦学⽣に⽐べて「清潔でプライバシーが保たれ

たトイレで⽉経⽤品を交換できる」と回答する割

合が⾼かった（p < 0.05）。しかしながら、この回答

を選んだ⼤学⽣も 18.4％にとどまり、⼤学におい

て MHH の実施環境は⼀定程度改善されていると

考えられるものの、依然として不⼗分であること

が⽰された。 

セカンダリースクールでは、不衛⽣なトイレ環

境、相談しにくい雰囲気、設備の不備などが MHH

の適切な実施を妨げていることが予測された。こ

れにより、体調管理が難しくなり、授業への出席

や集中にも悪影響が及ぶ可能性が考えられた

（Tegegne et al. 2014; Shah et al. 2022）。 

教育機関が⾼度化するにつれてトイレ環境は良

好になるものの、未だ衛⽣的で安⼼して使⽤でき

るトイレ環境は限定的であることが明らかとなっ

た。 

 

3-4．研究限界 

本調査では量的データを中⼼に扱ったため、⼥

⼦学⽣⼀⼈ひとりが抱える経験の深層に迫ること

は難しかった。また、本調査は幅広い要因を扱っ

たことで、各項⽬についての掘り下げが⼗分であ

ったとは⾔い難い。特に、⽉経⽤品の具体的な種

類や⼊⼿経路、使⽤感に関する情報は限定的であ

り、より詳細な実態把握が今後の課題である。し

かしながら、MHH の画⼀的な指標により、カメル

ーン都市部の⼥⼦学⽣に関する全体像を捉える⼿

がかりを得ることができた点は評価できる点であ

ると考える。 

 

 

図 3 ⼤学のトイレ環境（左：学⽣寮設置 右：校舎設置） 
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4．おわりに 

本調査により、⼥⼦学⽣の MHH が、家庭環境

（世帯収⼊や⺟親の学歴）および学校環境（衛⽣

設備や⽀援体制）に⼤きく左右されていることが

明らかになった。家庭における経済的・教育的な

基盤が、⽉経⽤品の安定的な⼊⼿や正確な知識の

伝達、医療機関の利⽤といった⾏動に結びついて

いた。また、教育機関のレベルの違いにより、利⽤

可能な設備やサポート体制に格差が⽣じており、

中等教育段階では依然として MHH 実践における

障壁が⼤きいことが⽰された。⼥⼦学⽣の健康と

教育の継続を保障するためには、家庭と学校の双

⽅からの包括的な⽀援体制が不可⽋である。今後

も MHH を取り巻く環境整備と意識改⾰の双⽅が

求められることが⽰唆された。 
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■研究報告 

紙芝居による衛⽣意識の醸成―カメルーンのバ

カ・ピグミーを事例として 

 

林 耕次 

京都⼤学 

アフリカ地域研究資料センター 

 

 

1．研究の背景と⽬的 

カメルーン共和国では、サニテーションと衛⽣

環境の改善を⽬的として、2000 年以降、「コミュニ

ティ主導型総合衛⽣管理（Community-Led Total 

Sanitation, CLTS）」が全国規模で導⼊された。これ

はフランス語圏では「Assainissement Total Piloté par 

la Communauté（ATPC）」としても知られており、

地域住⺠の主体的な参加を促すアプローチである。

2009 年には、UNICEF の⽀援のもと東部州におい

ても政府主導の活動が拡⼤し、2010 年以降は国家

⽬標の⼀環として、CLTS の実施ガイドやマニュア

ルが整備・普及された。これにより、「⽔の処理・

保管・運搬」「⽉経や環境衛⽣」「⼿洗い」「コレラ

の撲滅」「栄養失調への対策」など、複合的な課題

に取り組む衛⽣活動が各地に広がっていった

（Institute of Development Studies 2016）。 

本研究の対象であるバカ（Baka）は、アフリカ

中部の熱帯⾬林地帯に暮らすピグミー系狩猟採集

⺠であり、1950 年代以降、周縁部における定住化

が進められてきた。彼らの定住集落では、特定の

⽔場や排泄場所としてのトイレ設備が⼗分に整備

されておらず、⽇常的な衛⽣環境にも多くの課題

がみられる（林・清⽔ 2022；Hayashi & Shimizu 

2025）。さらに、バカの⼈びとの衛⽣観や衛⽣⾏動

に関する認識については、依然として不明な点が

多く、外部からの⼀⽅的な衛⽣教育が実態に即し

ていない可能性もある。 

こうした状況をふまえ、本研究では、バカの⼦

どもたちを主な観衆と想定し、⽇常⽣活における

⽔や衛⽣に関する課題をわかりやすく伝える⼿段

として「紙芝居」の制作（図 1）と実演を試みた。

紙芝居という視覚・聴覚的表現を⽤いることで、

衛⽣意識の向上だけでなく、観衆の共感⼒やコミ

ュニケーション能⼒の育成といった副次的効果も

期待される（渡邉 2021）。本研究では、紙芝居の制

作過程から実演に⾄る⼀連のプロセスを通じて、

⼦どもたちにとって理解しやすく効果的な表現⽅

法や語りの⼯夫を検討した。さらに、実演時にお

ける演者（話者）の表現や語りの特徴、およびそれ

に対する⼦どもたちや周囲の⼤⼈の反応を観察・

分析することで、バカ社会における衛⽣問題への

理解と対話の可能性について考察した。 

 

 

図１ 飲料⽔・⽣活⽤⽔として湧き⽔を汲むバカの⼦どもたち（モデルとした写真と紙芝居） 
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2．紙芝居の制作過程 

本研究で制作した紙芝居は、バカの⼈びとの⽣

活環境における⽔や衛⽣を主題とし、啓発的な意

図を込めた内容である。制作は 2023 年度から開始

され、まず報告者が⼤まかなストーリーとラフ画

を作成した上で、それをもとに中⼭恵美⽒（当時、

京都⼤学技術補佐員）に作画を依頼した。作画の

雰囲気や細部については報告者が随時調整・要望

を⾏い、最終的に 15枚の紙芝居が完成した。完成

作品はカラーで印刷・ラミネート加⼯され、A4 サ

イズと A3 サイズの 2 種類を⽤意し、現地調査の

際に持参した。 

紙芝居 15枚の画には、それぞれ対応するストー

リーテキストがあり、それを英語およびフランス

語に翻訳した後、カメルーン⼈研究者である Towa 

O. W. Kamgaing⽒（京都⼤学研究員）の協⼒を得

て、カメルーンにおける⽇常的な⾔語感覚に沿っ

た意訳が⾏われた。2024 年 2 ⽉のカメルーン渡航

後は、⾸都ヤウンデにて、紙芝居の内容が現地の

衛⽣事情に即したものであるかを確認するため、

衛⽣関連の啓発活動に詳しい現地 NGO Association 

Tam-Tam Mobile 代表の Simon-Pierre Etoga ⽒に若

⼲の表現修正を加えていただいた。 

その後、調査地である東部州ロミエにおいては、

現地で教育⽀援等の活動を⾏う NGO ASTRADHE

の協⼒を得て、メンバーの⼀⼈であるバカ出⾝の

AR ⽒にフランス語版のテキストからバカ語への

翻訳を依頼した。翻訳後、AR⽒に実際に朗読して

もらい、その様⼦を録画し、ロミエ近郊に暮らす

数名のバカの⼤⼈たちと共に視聴しながら、⽤語

の適切性や内容の伝わり⽅について検討・修正を

繰り返した。 

もともとのストーリーは、⽔と衛⽣に関する情

報を集約しつつ、報告者⾃⾝がこれまでバカ社会

において⾏ってきたフィールドワーク経験を踏ま

えて構想したものである。ただし、たとえば⽇本

語でいう「バイ菌」といった概念が現地の⼦ども

たちや観衆に伝わるかは、実演を⾏うまで不確か

であった。英語やフランス語ではこの語に対応す

る表現として "germs/germes" があるが、Kamgaing

⽒によれば、カメルーンの⼀般的な⾔語使⽤にお

いては "microbes" の⽅がより分かりやすく伝わ

るとの助⾔を受け、そちらを採⽤した。⼀⽅、バカ

語では既存の辞書（Brisson 2010）に該当する語彙

が⾒当たらなかったため、いくつかの候補となる

表現を集め、現地の意⾒も参考にしながら適切と

思われる語を選定した（図２）。 

このようにして制作された紙芝居は、⾔語・視

覚表現の両⾯において調整を重ねながら、バカの

⼈びと、とりわけ⼦どもたちにも伝わりやすく、

また実⽣活に即した内容となるよう⼯夫されたも

のである。 

「どうやら、ドゥメくんの飲んだ⽔は、前⽇にくんだ⽔

の残りで、そのなかにはいろいろなバイ菌がすみついて

いたようです！では、このようなことを防ぐためにはど

うすればよいのでしょうか。」（⽇本語テキスト） 

 ＝ microbes（フランス語；病原菌、細菌） 

 ＝ pa loko（バカ語；「汚れのもと」「汚れの卵」） 

 

3．紙芝居の実演を通じた試⾏錯誤 

紙芝居の実演に際しては、ロミエ周辺において

バカ語を正確に読み上げることのできる⼈が限ら

れていたため、最終的なバカ語版テキストは、AR

⽒による朗読映像を制作し、それを再⽣・復唱す

る形式で実演を⾏った。この⽅法により、男⼥ 2名

 

図 2 紙芝居の画⑥より：「バイ菌」を題材にした画 
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の演者（AM⽒・BO⽒）による複数回の実演が実

現された。 

その後、朗読されたテキストに依拠せず、演者

が紙芝居の画を⼿がかりに、⾃⾝の⾔葉で内容を

伝える形式でも⼦どもたちを対象とした実演を実

施し、その様⼦を撮影・記録した。このようにし

て、視覚的・⾔語的表現が観衆にどのように受容

されるかについて、多⾓的な試⾏を⾏うことがで

きた（図３）。 

「ある⽇のことです。いつものように家でくみ置きし

ていた⽔を飲んでいたら、ドゥメ君のお腹が痛くなっ

てきました。“うぅ〜ん。お腹が痛いよ〜！”」（⽇本

語テキスト） 

“A noo lakpe, Doume e njo-e ngo na loko a nda, pe naa tie 

kope. Mbu-e a tongoa na ke. E saka-e <Aie, ma a je ko a 

bule!>”（バカ語でのテキスト *AR ⽒の記載に基づく） 

「彼はカップの中のバイ菌と⼀緒に⽔を飲み込んで

しまった。汚い⽔を飲んだとき、カップに⼊っていた

バイ菌を飲み込んでしまい、お腹を壊してしまった。」 

（演者独⾃の語りを翻訳/バカ語→⽇本語） 

 

いずれの実演においても、⼦どもたちや周囲の

⼤⼈たちは紙芝居の画に集中し、静かに話を聞い

ていた。複数回にわたる実演の中で、⼦どもたち

の理解が徐々に深まり、また、演者がテキストに

頼らず即興的に語ることで、聴衆に受け⼊れられ

やすくなる場⾯も⾒られた。このことは、語りの

形式や状況の⼯夫によって、視覚資料の伝達⼒が

⾼まる可能性を⽰している。 

 

4．紙芝居の実演における考察 

撮影した映像の分析からは、当初の⽬的であっ

た (1)「話者と観衆（⼦ども・⼤⼈）とのインタラ

クションの様⼦」に加えて、(2)「演者が紙芝居の

物語を独⾃に解釈し語る際の⼯夫と、観衆の反応」

の 2 点に焦点を当てることができた。 

 

図 3 紙芝居の画⑤より：訳や解釈の相違について 

 
 

図 4 AM ⽒（写真左）と BO ⽒（写真右）による紙芝居の実演（2024 年 3 ⽉） 

89



⽣態⼈類学会ニュースレター No.31 

 

テキストに基づく実演では、バカ語の正確な読

み上げが難しかったものの、朗読映像に基づく語

りは、おおむね各場⾯の内容に沿っていた。ただ

し、いくつかの場⾯では視覚的な表現や⾔葉のニ

ュアンスが観衆に伝わりにくい例もあった。 

演者である AM⽒（50 代男性）および BO⽒（30

代⼥性）は、いずれもバカの⺠話（likano）の語り

⼿として経験を有し、表現⼒豊かな話者である。

彼らがテキストに頼らず、独⾃の⾔葉と臨場感を

もって語る実演では、⼦どもたちから明確な反応

が⾒られた。多くの⼦どもたちは紙芝居の画に注

視し、静かに話を聞いていたが、場⾯によっては

感情的な反応も観察された。たとえば、排泄場⾯

や登場⼈物の「セリフ」として強調された語り⼝

に対しては、笑い声が上がるなど、⼦どもたちが

内容を感覚的に受け⽌めていることが確認された

（図４）。 

他⽅で、意図したメッセージが⼗分に伝わって

いない可能性も明らかになった。たとえば、図 5 で

は部屋の清潔さを星印で表現し、図 5 と 6 では清

潔／不潔あるいは状態の可否を「◯」や「×」で

⽰しているが、こうした記号的表現が⼦どもたち

には理解されていないと思われる場⾯が⾒受けら

れた。 

さらに、図 6 に描かれた野外排泄の場⾯では、

⼤便に群がるハエを通じて感染症リスクを表現・

説明したが、バカの定住集落や学校においてはト

イレ設備の未整備や管理不⼗分という現実がある

ため、「では、野外排泄を避けるにはどうすべきか」

という問いに対して現実的な代替案を提⽰できな

いというジレンマも浮かび上がった。この点から

も、衛⽣改善のための教育的介⼊には、現実の⽣

活環境と照らし合わせた実⾏可能な提⾔が求めら

れる。 

 

5．まとめと展望 

カメルーン国内では、コロナ禍を経て衛⽣環境

の整備がさらに求められるようになっているが、

農村部、特にバカの居住地域では衛⽣意識の定着

が⼗分とはいえない。そうした状況において、本

研究で試みた紙芝居の制作と実演は、⾔葉や視覚

表現を通じて衛⽣に関する意識づけを促す有効な

⼿段となりうることが⽰唆された。 

実演の過程では、⼦どもたちや周囲の⼤⼈が紙

芝居に強い関⼼を⽰したこと、また、紙芝居とい

う視覚的・物語的なメディアが新鮮な体験として

受け⽌められたことが確認された。衛⽣教育を⼀

⽅向的な情報伝達にとどめるのではなく、共感や

対話を⽣み出す⼿段とすることの意義が明らかと

なった。 

今後は、紙芝居を視聴した⼦どもたちとの直接

的なディスカッションや感想の収集を通じて、彼

らの理解度や関⼼のあり⽅をさらに把握していく

ことが求められる。また、衛⽣環境と⽣活実態の

 

図５ 紙芝居の画⑪：部屋の美化について 

 

 

図６ 紙芝居の画⑫：野外排泄のリスクについて 
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ギャップを埋めるような提案を含め、紙芝居の内

容や⼿法を継続的に改善・再構成することで、よ

り実効性のある教育ツールとして活⽤していくこ

とが期待される。 
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■研究報告 

狩猟採集⺠バカの⾷物のシェアリング 

 

関野 ⽂⼦ 

⽴命館⼤学 

⾐笠総合研究機構 

 

 

1. はじめに 

狩猟採集⺠の⾷物分配はしばしば「シェアリン

グ」と呼ばれ多くの研究者が注⽬してきた。狩猟

採集社会は、ヒエラルキーを持たない平等的な社

会であり、⾷物をはじめとする資源の分かち合い

は、社会の基盤の１つであるとされてきた（市川

1991; Woodburn 1982) 。これまでの研究では、⼈は

なぜ分配するのかという関⼼のもと、⾷物分配の

機能についてさまざまな議論がされてきた。これ

らの研究では、⼈々はなぜ⾷物を分配するのかと

いう問いにたいして、⾷物分配の⽣態学的機能、

進化的意義、あるいは社会的意義などの観点から

答えようとしてきた。岸上(Kishigami 2021)は、⾷

料分配に関する研究を、⽣態⼈類学的研究、進化

⽣態学的研究、社会・⽂化⼈類学的研究に整理し

ているが、それらは上記のそれぞれの観点から、

分配の機能を明らかにしようとしている。⽣態⼈

類学的研究では、⾷物を分配することが環境への

適応につながっていることを検証する(Wiessner 

1982; Winterhalder 1986)。進化⽣態学的研究では、

⾷物分配を利他⾏動とみなし、そのような⾏動が

進化的に有利になる条件（究極要因）を明らかに

しようとする。例えば、⾎縁淘汰理論では、⾎縁個

体に優先的に⾷物を分配することで、より多くの

遺伝⼦を残すことができ、エゴの包括適応度

(Hamilton 1964)を⾼めると予測した (Kaplan and 

Hill 1985)。 

 社会・⽂化⼈類学的研究では、⾷物分配が社会

的な絆を強め、平等な社会関係を構築する基盤と

なっていることが論じられてきた。ウッドバーン

(Woodburn 1998)は狩猟採集社会を、即時リターン

システムの社会と遅延リターンシステムの社会と

いう２つのタイプに分類した。即時リターンシス

テムをもつ熱帯の狩猟採集社会では、⾷物分配を

基盤として特定の⼈に富が集中することがなく、

政治的リーダーやヒエラルキーも存在しないため、

経済的な平等と社会的な平等が両⽴していると指

摘した。このような研究では、⾷物分配が平等な

社会において社会関係を強化する基本的な原則に

なっていると考える(Kent 1993)。 

以上のように、⾷物分配の機能といっても、⾷

物分配を⽣物学的な適応戦略として位置づける研

究から、社会の構造の核となる要素として位置づ

ける研究まで、さまざまな観点からの研究がある。

⾷物分配の実践のバリエーションは社会によって

多様であるため、その実践を位置づける研究上の

⽂脈も多様になりうる(Kent 1993)。しかしながら、

ケリー(Kelly 2007)が指摘しているように、それぞ

れの社会における⾷物分配の実践を、いずれか⼀

つの機能に還元することには無理がある。 

 そこで、本報告の⽬的は、野⽣⾷物を中⼼とす

る森のキャンプでの⾷物分配について記述し、⾷

物の⽣態学的な特徴が⾷物分配に影響を与えるか

どうかを検証する。また、定住集落における⾷物

分配との⽐較から、分配頻度やパターンの違いを

明らかにすることである。 

 

2．調査対象 

調査は、カメルーン東部州、ブンバ・ンゴコ県の

ズーラボット村のバカたちとともにおこなったモ

ロンゴと呼ばれる森のキャンプにて実施した。モ

ロンゴとは、2 ヶ⽉以上に及ぶ狩猟採集⽣活を指

す。男⼥や⼦どもが参加し、時には 100 ⼈規模に

までなることもある。モロンゴは、移動⽣活をし

ながら、村から離れた⽬的地である⻑期滞在キャ

ンプを⽬指す移動（遊動期）と、⻑期滞在期間（逗

留期）にわけることができる（安岡 2011）。私が参

加したモロンゴ・キャンプは、2020年 2⽉から 3
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⽉にかけておこなわれた。  

キャンプは、道路沿いの集落から 35km ほど離

れており、⾷物はすべて野⽣動植物を狩猟採集す

ることによって⼊⼿した。⾷物分配の調査時にキ

ャンプに滞在していたのは、バカ 101 名、および

⽇本⼈研究者・学⽣ 5名、カメルーン⼈学⽣ 1名

であった。 

 

3．調査⽅法 

 ⾷物分配の調査は、森のキャンプに滞在してい

た 26世帯の全成⼈⼥性を対象とし 3⽉ 16⽇〜23

⽇の 8 ⽇間実施した。世帯の単位は、モングルと

呼ばれるバカの伝統的⼩屋とした。基本的に調理

はモングルごとでされる。⼥性たちは⽇中、採集

などで不在のため、⼣⽅に世帯をまわり⼣⾷の作

りと分配を直接観察、聞き取り、他の世帯に属す

る⼈に分配された料理の種類と相⼿を記録した。

男性 6、7 ⼈が集まって⾷事をする場所が⼀箇所あ

ったため、これも⼀つの受け⼿世帯としてカウン

トした。 

 ⾷物分配を記録する際には、⾷材ごとの分配の

頻度を⽐較するために、(Kitanishi 1998)を参照して、

それぞれの⾷材を含む品数を数えた。⼀種類の主

⾷ないし副⾷の料理が分配されたとき、それぞれ

を分配数 1 とカウントした。⼀⽫の料理に複数の

⾷材が⼊っている場合もそれぞれの⾷材について

分配数 1 と数えた。たとえば、ある⼥性からヤマ

ノイモの⽫と⾁の⽫がそれぞれ 2 ⼈に分配された

場合、分配数は合計４になる。 

森のキャンプでの収穫物のデータは、モロンゴ

に参加していた京都⼤学アジア・アフリカ地域研

究研究科准教授の安岡宏和⽒から提供していただ

いた。 

 

4．結果 

4-1．森のキャンプで分配された⾷物 

 表 1 は、2020 年 3 ⽉ 16 ⽇から 23 ⽇までの 

8 ⽇間の 26 名の⼥性たちの⾷物分配の概要を⽰

している。調査期間中、178 件の分配事例が観察さ

れた。分配された世帯数はのべ 638 世帯で、分配

1 件あたりの受け⼿世帯数の平均は 3.58 世帯、中

央値は 3世帯、範囲は 1〜10世帯であった。⾷材

ごとにカウントした分配数の合計は 922 で、主⾷

（ヤマノイモ）がその 73％がヤマノイモ、⾁が

24％、⿂が 2％、キノコが 1％であった（図 1）。動

物の⾁を調理した場合、ほとんどのケースで他の

表 1 森のキャンプでの調理機会数と各世帯への分配数 

 

カテゴリー
品目

（バカ語）
分配数
（A）

調理回数
（B）

調理回数の
うち分配をし

た回数

（C）

調理一回あたり
の分配数

（A/B）

調理したとき
分配をした割合

（C/B）

ヤマノイモ sapa 419 104 98 4.0 94% 
esuma 227 60 57 3.8 95% 

ba 30 8 7 3.8 88% 

獣肉 gendi 98 25 23 3.9 92% 
dengbe 32 6 6 5.3 100% 

pame 25 7 6 3.6 86% 
bemba 15 6 6 2.5 100% 

monjombe 13 2 2 6.5 100% 

tamba 11 3 3 3.7 100% 

mbom 9 2 2 4.5 100% 
mongala 9 2 2 4.5 100% 

akolo 4 2 2 2.0 100% 

ganda 4 1 1 4.0 100% 

kokolo 4 1 1 4.0 100% 
魚 si 18 3 3 6.0 100% 

キノコ tulu 4 1 1 4.0 100% 

合計 922 233 220
平均 3.96 94% 
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世帯に分配された。ピーターズダイカー（gendi）

は、25 回の調理機会のうち 2 回だけ分配されず、

カワイノシシも 7 回の調理機会のうち１回分配さ

れなかったが、それ以外の動物は 100%分配された。

1 回の調理で最も多く分配された⾁の種類はスグ

ロダイカー（6.5⽫）であった。このように森のキ

ャンプでは⾼い頻度で分配がされていた。 

 

4-2．森のキャンプの分配ネットワーク 

 図 2 は、森のキャンプにおける 26世帯の分配ネ

ットワークである。料理をして分配する⼥性たち

の名前で各世帯を代表している。その他、⼥性た

ちの分配に影響を与えていた、私と安岡⽒もネッ

トワークに含めた。その他の調査者 4 ⼈も総計 11

回分配されていたが、回数が少なく、安岡⽒のテ

ントで⾷事をすることが多かったため、この分析

から除いた。男性たちが集まる場所への分配も⼀

つの世帯とみなして分析した。 

 ネットワークにおける世帯（ノード）どうしの

位置関係は、⾷物分配における関係の親疎を反映

しており、近いほど密なやりとりがされている。

⾎縁距離による親族関係の分類と図で⽰す⽮印の

⾊分けは、⾚は近親世帯への分配、緑は中間近親

世帯への分配、灰⾊はそれより遠い世帯への分配、

男性たちへの分配は紫、⻩⾊の⽮印は調査者への

分配を⽰す。また、クラスターごとでノードの⾊

を変えている。 

 

図 1 森のキャンプで分配された⾷材の 

カテゴリー別の割合 

ヤマノイモ

73%

獣肉

24%

魚
2% キノコ

1%

 

図 2 森のキャンプの分配ネットワーク 
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 分配ネットワークは、4 つのクラスターに分か

れていた。上から、ンジェノを中⼼とするクラス

ター1、左にンボレやリボネを中⼼とするクラスタ

ー2、下⽅中央のエエやアティを中⼼とするクラス

ター3、下部のアニュコ、ネオッポを中⼼とするク

ラスター4 である。4 つのクラスターの中でも、下

の⼆つのクラスターの距離が近く、クラスター間

でも頻繁に分配されていたことが⽰されている。

クラスター同⼠の距離が近いため、クラスター間

でも頻繁に分配されていた。また、森のキャンプ

では、⻩⾊の⽮印で⽰されているように、遠縁・⾮

⾎縁世帯への分配も多く、ネットワークの形成に

貢献していることがわかる。 

 

4-3．収穫物と分配量の関係 

図 3, 4 は、代表的なバカの⼥性 2 ⼈のヤマノイ

モの収穫量、他世帯へのヤマノイモの分配数、他

世帯からのヤマノイモの分配数⽇ごとに表したも

のである。傾向として、ヤマノイモの収穫量は 10kg

以上の⽇もあれば、ほとんど収穫がない⽇もあり、

⽇ごとの変動が⼤きい。たくさん採集した⽇の翌

⽇はキャンプやその周辺でのんびり過ごしている

ことが多い。また、⾬天の⽇は採集や狩猟に出か

けないため、全体的に収穫量が少なくなる。⼀⽅、

分配数をみると、分配したもの分配されたものと

もに多少の変動はあるものの、収穫量と⽐べて変

動が⼩さかった。そして、収穫の全くなかった⽇

も分配はおこなわれている。また、分配した数と

分配された数を⽐べると、分配された数の⽅の変

動係数が⼩さくなっていた(表 2,3)。この結果を踏

まえると、分配する数は当⼈の⼿元の料理の量に

よって直接的に制約されるが、分配される数はキ

ャンプ全体の料理量によって制約されると考えら

れ、それゆえ特定の個⼈をみると、分配される数

は分配する数より安定しているのだと考えられる。 

30代のアニュコは、15kg 以上の収穫が 3⽇ 

あった⼀⽅で、全く収穫がないか数キロ程度の収

穫をあわせて 5⽇あった（図 3）。15kg を超える収

穫のあった 3⽉ 16⽇と 3⽉ 18⽇の翌⽇は採集に

出かけなかったが、他世帯にヤマノイモを分配し

ていた。したがって、15kg の収穫があれば、⼆⽇

間は世帯内消費分と世帯外に分配する分を賄えた

 

図 3 アニュコの主⾷の収穫量と分配数 
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図 4 エサカの主⾷の収穫量と分配数 
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表 2 アニュコの主⾷の収穫量と分配数の変動係数 

 

ヤム採取量（Kg）
あげたヤム（皿

数）

もらったヤム

（皿数）

平均 7.21 4.50 3.63

標本標準偏差 7.70 2.14 1.30

変動係数 1.07 0.48 0.36

表 3 エサカの主⾷の収穫量と分配数の変動係数 

 

ヤム採取量（Kg） あげたヤム（皿数）
もらったヤム

（皿数）

平均 6.77 4.75 4.50

標本標準偏差 6.06 3.01 1.31

変動係数 0.89 0.63 0.29
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ことになる。21⽇に分配をしなかったのは、この

⽇は採集に出かけてキャンプに帰ってくるのが遅

くなったため、料理をしなかったからである。概

してアニュコの分配した数は分配された数より多

かった。全く料理をしなかった 21⽇は 2 ⼈から分

配を受けていた。 

 30代のエサカは 3⽇、13kg のヤマノイモを収穫

した（図 4）。19、20、21⽇の 3⽇間は収穫が少な

かった。19、20⽇は料理をして他世帯に分配した

が、21⽇は⼿持ちのヤマノイモが尽きて、料理を

しなかった。⼀⽅で、分配された数は安定してお

り、⼀⽫も分配されなかった⽇はなかった。エサ

カもアニュコと同様にもらったヤマノイモの量の

変動の⽅が、あげた量の変動に⽐べ⼩さかった（表

3）。 

収穫量と分配量の関係には個⼈差があるが、収

穫量の変動が⼤きい⼀⽅、収穫があってもなくて

も⾷料があれば分配することや、もらう数の変動

は少ないということは、今回事例として挙げた⼆

⼈の⼥性以外にも共通することであった。 

 

4．おわりに 

森のキャンプでは総分配数の 73%が野⽣ヤマノ

イモを占めており、また⾁の割合も 24%と⾼い割

合であった。 

定住集落で分配された⾷物の構成（Sekino et al. 

2023）と⽐較すると、定住集落では総分配数の 74%

が農作物（主にキャッサバとプランテン）で、⾁の

分配は総分配数 9％と少ないことから、両者で⾷

物の構成が異なる。当然ながら、これらの相違点

は環境の違いによるものである。 

⼀⽅、このような違いがあるにもかかわらず、

これら⼆つの集団はかなり類似した⾷物分配をし

ていたといえる。まず、どちらの場合も炭⽔化物

の供給源となる植物性⾷物が総分配数の 4 分の 3

程度を占めていた。またヤマノイモの収穫量と分

配量の分析では、⼥性たちは収穫が多くても少な

くても分配し、また分配されていた。 

以上の結果から、バカの実践する頻繁な分配が

⾷物⼊⼿の不確実性の解消を主⽬的としていると

は考えにくい。 

また、調理機会ごとの他世帯への分配数も定住

集落と同程度である。定住集落では 231 回の調理

機会があり、分配数は 792、調理⼀回あたりの分配

数は 2.9 であったのにたいし(Sekino et al. 2023)、森

のキャンプでは、233回の調理機会で分配数は 922、

調理⼀回あたりの分配数は 3.96 であった(表 1)。

森のキャンプの分配数が少し多いのは⾁を⼊⼿す

る機会が多かったためであるが、それ以外の⾷材

については、おおむね同じような分配がなされて

いたといえる。つまり、森と定住集落という環境

の違いにくわえて集団の違いがあるにもかかわら

ず、これら⼆つの事例においてかなり類似した⾷

物分配の傾向が観察されたといえる。したがって、

例え集団が異なっていても、バカという⺠族に広

く共通する⾷物分配の特徴をこれらの事例は含ん

でいることが⽰唆される。 

以上のように、バカの⼈々は森と定住集落のよ

うに異なる環境においても同じような分配をして

いることがわかった。しかし、このような傾向は、

定住集落での現⾦経済の浸透や積極的な農業活動

によって変化することは⼗分に考えられる。した

がって、同じ定住集落でも地域差があるため、別

の定住集落と森のキャンプの⾷物分配を⽐較した

場合には分配数が減少するといった違いがあるこ

とも予想される。どのような環境、⽣活条件にお

いて、⾷物分配のあり⽅が規定されるか今後注視

していきたい。 
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■研究報告 

地⽅都市における⼩商売の役割とその展開 

―⻘森市古川地区の朝市を事例に 

 

渡會 紬 

⼋⼾市博物館 

 

 

1. はじめに 

本稿は、「常設的」な路上販売を続ける⻘森県⻘

森市古川地区の朝市を事例として、現代に朝市が

継続する要因を、朝市に関わる⼈々のコミュニケ

ーションに注⽬して検討する。 

⻘森市は 2007 年に国の「中⼼街地域活性化基本

計画」に認定され、コンパクトシティのモデル都

市となった。⼀⽅で、⻘森市には戦後に⽴った闇

市の流れを汲む空間が残る。朝市の出店者は⻘森

市が定める規則を遵守することで、現在までほぼ

毎⽇、同じ場所で「常設的」な路上販売を合法的に

続けている。 

本稿では、古川地区の朝市を「朝市」と呼び、古

川地区の朝市以外の市を「市場」と呼ぶ。また朝市

に登場する⼈物を、⼀般客、朝市の「出店者」、朝

市に仕⼊れをしに来る⼩売店や飲⾷店の「バイヤ

ー」、朝市近隣で営業している近隣店舗の「商店主」、

朝市に商品を卸す「業者」とする。これらの⼈々が

関わる「常設的」な路上販売の朝市はどのように

維持されているのだろうか。本稿では、とくに朝

市の出店者である A ⽒のコミュニケーションに注

⽬して検討する。 

 

2．⼀般客を対象とする従来の朝市研究と本稿が扱

う朝市の特徴 

朝市を扱った研究には①賑わいの場に着⽬した

「伝統や信仰対象としての朝市」(⽔⾕ 2023, ⼭本 

2014)、②農家が余剰⽣産物を売る「持ち寄り型の

朝市」(岡村 1992, ⻄⾕ 2006)、③観光地として⾏

政が整備した「町おこし・観光コンテンツとして

の朝市」(⾼橋 2013)などを対象としたものがある。

これらの研究は、商品を供給する出店者と消費者

との交渉、売買の場に焦点を当てる。しかし、本校

が扱う古川地区の朝市はとくに中間卸としての性

格が強く、地元で⼩売店や飲⾷店を営むバイヤー

を主な対象とし、⼀般の消費者に対する関わり⽅

とは異なる関わりが⽣じている。本稿では、この

出店者とバイヤーのやり取りを扱う。 

 
図 1 ⻘森駅前地図 

 

図 2 朝市出店者の位置関係 
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3．裏通りのアーケードで開かれてきた朝市 

⻘森県⻘森市古川地区のニコニコ通りは、JR ⻘

森駅東⼝の表通りであり飲⾷店や宿泊施設が並ぶ

新町通りから⼀本⼊った通りである (図 1)。ニコ ニ

コ通りには⽣鮮⾷品を扱う⼩売店や喫茶店などが

軒を連ねる。朝市はニコニコ通りと中央古川通り

の交差点付近のアーケードに出店する(図 2)。 

古川地区の朝市は戦後に⽣まれたが、闇市とし

て排除の対象になった。また、⻘森市はコンパク

トシティ政策を進め、露店の廃⽌や店舗営業を奨

励してきた(図 3)。古川地区の朝市は⾏政にとって

⻑らく排除されるべき⾮合法の存在であった。『新

⻘森市史』の記述（34-43、159-160、443-445、640-

642）や朝市の出店者の話によると、アーケードが

できる前のニコニコ通りでは、出店者が道路の両

端を埋め尽くしていたという。しかし、駅前のリ

ンゴ市場の衰退や駅前の再開発、出店者の⾼齢化

により規模が⼩さくなり、現在の形になった。 

この朝市の出店者は、ほとんどが「ニコニコ会」

という組合に所属する。ニコニコ会は出店者が⾏

政に朝市の営業許可をもらうために結成した組織

である。調査では 6 名の会員が出店していたが、

現在は来ていない会員もいる。組合費は年間で

10,000 円であり、路上販売許可証やアーケードの

使⽤許可を得るために使う。 

表１はニコニコ会に所属する出店者の⼀週間の

出店状況である。古川地区の朝市では、開店時間

や就業時間は出店者によって異なる。半数は午前

4 時に開店し、そのほかも遅くとも 5 時半には開

店する。閉店も出店者の判断によるが、商品を売

り切らない場合でも、⼩さい店は 6 時半頃、⼤き

い店でも 7 時半前に⽚付け始め、8 時前にはニコ

ニコ通りから離れる。出店者の多くが、問屋が休

む⽔曜⽇と⽇曜⽇を休業⽇にする。⽔曜⽇はニコ

 

図 3 古川地区の朝市の歴史（『新⻘森市史』［2014］による） 

1945年 空襲、駅周辺に闇市が⽴つ

→⻘森露店商組合が結成(12⽉)→合法的に露店を開くため

1946年 合法化した駅前の露店市場の名称が「新興街」に変更

闇市を対象に露店屋台営業取締規則が発令

1951年 県当局が闇市の商⼈に対して⽴ち退き命令を出す

1957年 新興街の路上を占拠する闇市商⼈の実態調査 (道路交通法違反)

1958年 道路交通法取締法の適応により、闇市の露店撤去問題終結

1968年 新都市計画法

1977年 ⻘森都市計画復興⼟地計画整理事業竣⼯式 (戦災復興完了)

⻘森地域商業近代化実施計画 (コンパクトシティ政策開始)

→⻘森駅前地区再開発事業

2007年 中⼼街地域活性化基本計画の認定第⼀都市に認定

→富⼭市とともにコンパクトシティのモデル都市に

戦後復興

⻘森駅前

再開発

闇市

合法的な

露店都市計画

表 1 ニコニコ会に所属する出店者の⼀週間の営業スケジュール 

 

営業時間(およそ) ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ その他休業⽇

A 4:00~7:40 〇 〇 × 〇 〇 〇 × 祝⽇、年末年始、盆は休業

B 4:00~8:00 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 祝⽇休業

C 4:00~8:00 〇 〇 △(注⽂があれば) 〇 〇 〇 × なし

D 5:00~7:00 〇 〇 × 〇 〇 〇 × 不明

E 5:00~7:00 〇 〇 × 〇 〇 〇 × 悪天候時、冬季休業

F (5:00)5:30~7:00 〇 〇 × 〇 〇 〇 × 冬季は配達のみ
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ニコ通りに⾯する商業施設や観光客向け市場の休

業⽇と重なることが多く、客⾜が⾒込めない。ま

た、⽇曜⽇は朝市全体が休む。 

ニコニコ会に所属する出店者のほとんどが⾮農

家である(表２)。⼀部の出店者は、家庭菜園で育て

た作物を売る。また、3名の出店者は⻘森市中央卸

売市場などの⼤型市場や卸売業者から商品を買い、

箱ごと売ったり、⼩分けにして売ったりする。こ

のような中間卸的な販売⽅法はおもに常連のバイ

ヤーを意識している。 

 

4． 朝市を構成する⼈々 

朝市に関わる⼈々には、出店者のほかに①バイ

ヤー、②商店主、③業者、④⼀般客がいる。 

①バイヤーは⼩売店や飲⾷店を経営し、朝市で

商品を買い付ける。A ⽒の店に来るバイヤーたち

は、それぞれ決まった曜⽇の決まった時間帯に A

⽒の店で商品を買う(表 3)。買い物の仕⽅はバイヤ

ーごとに異なる。欲しい商品を伝え A ⽒に選んで

もらう⼈や、⾃分の⽬で商品を選ぶ⼈がいる。A ⽒

にバラ売りの商品のパッキングを頼む⼈もいる。

バイヤーは商品を選び終えると会計の前にほかの

出店者や近隣店舗を回って⽤事を済ませてから会

計に戻る。その間、A ⽒夫妻は各バイヤーが購⼊

した商品を空き箱に詰め、荷⾞でバイヤーの⾞に

商品を積みに⾏く。 

②商店主はニコニコ通りに店舗を構え、朝市と

同時刻から開店準備を始める。商店主は午前 4 時

頃に店のシャッターを開け、商品の搬⼊し、朝市

で商品を買い付ける。バイヤーのなかには、朝市

の出店者と商店主の店舗で買い付けをする⼈もお

り、出店者と同様に、商店主が荷⾞でバイヤーの

⾞に商品を届けることもある。また、商店主と A

⽒は協⼒関係を築いており、互いに在庫が不⾜し

たときに商品を売買したり、釣り銭の両替を頼ん

だりする。 

③業者は朝市の出店者に商品を卸しに来る。業

者たちは午前 6 時頃から朝市に現れ、出店者が注

⽂した商品を届ける。A ⽒は 3 ⼈の業者と取引を

し、各業者から事前注⽂した商品を受け取る。業

表 2 ニコニコ会に所属する出店者の属性、店員数、性別、年齢、現住所 

 

属性 ⼈数(関係性) 性別 年齢 現住所

A ⾮農家(朝市専業) 2⼈(夫婦) 男、⼥ 66歳(S.33)、66歳(S.33) ⻘森県南部町

B ⾮農家(朝市専業) 1⼈ ⼥ 78歳(S.21) ⻘森県⻘森市油川

C ⾮農家(朝市兼業) 2⼈(夫婦) 男、⼥ 不明(60代後半程度) ⻘森県⻘森市油川

D ⾮農家(不明) 1⼈ ⼥ 不明(70代前後) 不明

E ⾮農家(不明) 1⼈ ⼥ 90歳(S.9) 不明(JR⻘森駅⻄⼝⽅⾯に居住)

F 農家(不明) 1⼈→2⼈(親⼦) ⼥、⼥ 不明(80代前後、50代前後) ⻘森県⻘森市新城

表 3  A ⽒の店に訪れるバイヤーの来店⽇とおよその来店時間 

 

店の場所 およその来店時間 ⽉ ⽕ ⽔ ⽊ ⾦ ⼟ ⽇ 備考

H ⻘森市新町 4:00 〇 〇 〇 〇 〇

I 外ヶ浜町 4:10 〇 〇 〇 〇 〇 事前注⽂と当⽇購⼊を両⽅する

(J) ⻘森市古川 4:20に配達 〇 〇 〇 〇 〇 事前注⽂をもとに荷⾞で配達

K 平内町 4:30 〇 〇

L 鰺ヶ沢町 4:50 〇

M ⻘森市浅⾍ 4:55 〇 〇 〇 〇 〇

N ⻘森市新町 5:00 〇 〇 〇 〇 〇

O ⻘森市油川 5:10 〇 〇

P* 不明 5:50 〇 〇 〇

Q* 不明 6:30 〇 〇 〇 開店⽇に来るがいつも⽴ち寄るわけではない

R* 不明 6:30 〇 〇 〇 開店⽇にいつも来るわけではない

S* ⻘森市安⽅ 6:50 〇 〇 〇 開店⽇にいつも来るわけではない

(T) ⻘森市港町 6:30頃に電話 〇 〇 〇 〇 〇 当⽇注⽂をもとに閉店後配達

店休⽇ 店休⽇
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者たちは各店舗に品物を配達し、後で請求に来る。

そのときに業者と出店者は野菜や果物のシーズン

を確認し、前年や前⽇と値段を⽐べるなど、情報

を交換する。 

④⼀般客として朝市に訪れる⼈の多くは近隣住

⺠である。朝市や近隣店舗での買い物を⽬的とす

る⼈と運動や通勤などの途中に⽴ち寄る⼈がいる。

朝市に来る⼀般客は 30 代〜80 代まで年齢層が広

く、単独で訪れることが多い。朝市の店舗により

客の年齢に差あるが、出店者と同世代の⼈が多い。

A ⽒の店に訪れる⼀般客は、普段はわずかに⼥性

が多い。 

 

5．露店前で繰り広げられるコミュニケーション 

前節で確認した朝市を構成する⼈々はどのよう

にコミュニケーションを図っているのだろうか。

以下では A ⽒の店でみられた①出店者と他出店者、

②出店者とバイヤーのコミュニケーションを検討

しよう(図４）。 

 

① 出店者と他出店者 

A ⽒の店は取引をする⼩売店の正⾯にあり、か

つ冷蔵庫のある倉庫への通り道にある。出店者や

近隣商業施設で働く商店主たちは荷⾞を引いて⾏

き交い、A ⽒に簡単な挨拶をする。A ⽒も箱詰め

した商品をバイヤーに届けるときや倉庫に向かう

ときは、ほかの出店者や商店主たちに挨拶する。

また、A ⽒の出店する場所の前には交差点があり、

信号待ちの間に出店者や商店主と A ⽒が会話をす

る。会話の内容は商品の話や会費の話、ジョーク

などである。 

調査時、A ⽒の店に並ぶ果物を⾒て C ⽒が「初

物？」と反応した。C ⽒は会話をして、信号が変わ

ると同時に⾃分の店に戻った。出店者同⼠の会話

は短く、⼀回あたりの情報量は少ない。A ⽒の妻

は店から動かず、ほかの店に並ぶ商品が分からな

いと語っており、配達で動かないと交流が減る。 

出店者と他出店者は短い会話のなかで、ほかの

出店者の店や近隣店舗から⾃分の店に⾜りない商

品を買うことがある。ある⽇、C ⽒が荷⾞を引き

ながら「A さん、バナナ 5 つ」と⾔い、⾜を⽌め

ずに配達に⾏った。A ⽒は店頭からバナナを 5 つ

袋に⼊れ、配達帰りの C ⽒に⼿渡した。C ⽒は店

じまいの頃に代⾦を⽀払った。ほかにも、B ⽒が

C ⽒から果物を卸すこともあった。 

出店者同⼠が商品を買い合う⾏為は、朝市の出

 

図４ 朝市の露店前で繰り広げられるコミュニケーション 

出店者

⼀般客

商店主

業者

他出店者

バイヤー

本稿で取り上げる
主要な関係

主要な関係
その他の関係
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店者同⼠が互いの店を把握するとともに頼りやす

い環境をつくっている。配達で店の前を通ること

で、出店者は他の店で同じものを売っていること

を知る。そこで、⾃分の店で商品の在庫が⾜りな

くなると、業者から商品が届くまでのつなぎに、

ほかの出店者から商品を仕⼊れる。この⾏為はこ

の店ならば在庫があると信頼することで成⽴する。 

 

②  出店者とバイヤー 

A ⽒とバイヤーのやり取りで特定の商品を買わ

れたくないときに商品を隠す。A ⽒は隠した商品

を別のバイヤーに売る。⼀般客には商品を隠さな

い。たとえば、A ⽒が「ナガイモの在庫が 5 本に

なった。このナガイモは P さんが買うだろうから、

箱の中に隠しておけ」と⾔うと、A ⽒の妻が近く

の空き箱にナガイモを隠す。隠した後は客に在庫

を聞かれても「ない」と答え、P ⽒がナガイモに⾔

及すると「あります」と答えた。A ⽒はバラ売り

するよりもまとめ買いしてもらった⽅が、仕⼊れ

が楽になるという。また、A ⽒は次の⽇以降の納

品⽤に商品を残すときも、隠すという表現する。 

A ⽒はバイヤーの需要を積極的に汲み取る。パ

ッキングから配達までのサービスを無償で提供し

たり、特定のバイヤーのために商品を隠したりし

て、特定のバイヤーに使いやすい店づくりをする。

A ⽒夫妻にとって商品を⼤量に購⼊するバイヤー

は、売り上げの⼤部分を占める収⼊源であり、⾃

分たちの⽣活維持に⽋かせない存在である。 

⼀⽅で、A ⽒は商品を⼤量に購⼊するバイヤー

をすべて歓迎するわけではない。A ⽒は誰が何箱

の果物を買うかを想定して仕⼊れるなど、相⼿を

選んで商品を購⼊・販売している。調査では A ⽒

が⼤量購⼊に難⾊を⽰した事例が 2つあった。 

1 つはあるバイヤーが A ⽒の想像以上に商品を

買った例である。朝市の近所で店を営むバイヤー

が A ⽒の店を訪れ、事前に注⽂したサクランボと

野菜を購⼊した。そのあとそのバイヤーが店頭に

並んでいる別のサクランボを発⾒し、注⽂分に加

えて追加購⼊した。A ⽒はその場は愛想よく対応

したが、バイヤーが店を去ると苦い表情を浮かべ

「L さんや O さんに買ってほしかったなぁ」と語

った。 

もう 1 つは⾮常連のバイヤーが⼤量に購⼊した

例である。⾮常連のバイヤーは A ⽒の店でリンゴ

とカキを購⼊した。そのバイヤーは商品を買うと

き、A ⽒に箱の果物の個数や単価を聞いた。A ⽒

は電卓で計算しながら応答し、バイヤーによる試

⾷の依頼にも同意した。商品を吟味したバイヤー

は最終的にリンゴ 2種類を 1箱ずつとカキ 1箱を

買った。 

会計のとき、バイヤーは A ⽒におまけを求めた。

A ⽒は「いいですけど、家で⾷べる分くらいです

よ？」と返し、バイヤーが「それでもいい」と⾔う

と、A ⽒は店頭にあった洋ナシをいくつか袋に詰

めてバイヤーに渡した。 

バイヤーが去ると A ⽒は「あれはレストランと

か、飲⾷の⼈だな」と⾔った。筆者が理由を尋ねる

と A ⽒は「単価聞いたり、おまけを要求したりす

るのはレストランの⼈だよ。単価で料理の値段と

か変わるし。あとは値引きとか、おまけとか、そう

いうサービスを受けることに慣れている」と、疲

れた表情で語った。 

A ⽒は⼤量購⼊する全てのバイヤーに商品を売

りたいわけではなく、安定して購⼊してくれる相

⼿を意識する。A ⽒は仕⼊れの段階でその商品を

どのバイヤーにどれくらい売りたいかを想定して

いる。ほかのバイヤーが A ⽒の想定以上に商品を

買うと、A ⽒が想定するバイヤーに商品売れなく

なると考えている。バイヤーが⼤量購⼊すると A

⽒は⾦銭的な利益を得られるが、A ⽒は相⼿を選

んで商売をし、刹那的な利益よりもバイヤーとの

⻑期の関係を重視する。 

 

6．考察̶地域の流通の調整弁としての朝市 

本稿では古川地区の朝市が継続する要因を朝市

に関わる⼈々のコミュニケーションに注⽬して検
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討した。結論として、古川地区の朝市の出店者た

ちは、不特定多数の客を待つのではなく、特定の

顧客との関係性を築くことで継続的な商売をして

いた。 

戦災からの復興のなかで⽣まれた古川地区の朝

市は、度々、⾏政から路上販売の中⽌を求められ

てきた。しかし、出店者たちは「ニコニコ会」とい

う組合を作り、都市が課す制約を柔軟に受け⼊れ

て、商売を続けてきた。出店者たちは⼩売店や飲

⾷店などの取引先を開拓し、近隣住⺠への⼩売よ

りも⻘森駅周辺の商店や⾷堂などを顧客とする中

間卸としての役割を築いてきた。その役割を果す

上で最適と判断したのが路上販売であった。 

A ⽒は朝市でバイヤーとの関係性を重視する。

A ⽒にとってバイヤーは商品をまとめ買いする⼤

⼝の顧客である。そこで A ⽒は、パッキングや配

達をしたり、特定のバイヤーに買ってもらうため

に商品を取り置いたりして、バイヤーに便宜を図

る。しかし、⼤量購⼊してくれるバイヤーならば

誰でも良いわけではなかった。5 の②に⽰したよ

うに、A ⽒は安定して商品を購⼊するバイヤーと

の継続的な関係性を重視する。その結果、安定し

た路上販売を継続している。 

⼀⽅、バイヤーにとって古川地区の朝市の出店

者たちは、⼤型市場との調節弁の役割を果たす。

出店者が提供するパッキングサービスは、商品の

梱包という機能だけでなく、内容量の調節にも役

⽴つ。⼤型市場から直接商品を購⼊すると、⼀度

に買わなければならない量が多すぎて客に提供す

る前に商品が痛むことも多い。しかし、朝市の出

店者が売る量を調整することにより、バイヤーは

⾃分の店にとって程よい量の商品を確保できる。 

古川地区の朝市は、出店者が商品の流通量を商売

の対象に合わせて調節することを通じて、安定し

て継続的に購⼊してくれる顧客を⽣み出すことに

よって継続してきたのである。 
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■研究報告 

イモとマメ―ルワンダ南⻄部における⾷事調査

から 

近藤 有希子 

愛媛大学 

法文学部 

 

 

1. はじめに 

ルワンダ共和国は四国の 1.4 倍ほどの⼩さな国

で、アフリカ⼤陸で随⼀の⼈⼝密度を誇る。そし

て現在も⼈⼝の 8 割以上が農業に従事しているル

ワンダにおいて、農家は多くの制約に直⾯してい

る。⼈⼝増加に伴う農地の細分化によって、⼟地

保有⾯積は縮⼩の⼀途をたどり、農業世帯の 8 割

の保有地⾯積は 1ha 未満とされる［Nilsson 2018］。

加えて、その多くが浸⾷の影響を受けやすい丘陵

地に位置しており、農作物の⽣産は不規則な降⾬

と⼟壌の劣化によって妨げられている。本稿では、

このような困難な状況下にあるルワンダ農村部に

暮らす⼈びとが、⽇々どのような⾷事をしており、

いかにそれらの⾷材を⼊⼿しているのかを明らか

にする。 

ところでルワンダは⼀⼈あたりのマメ消費量が

164g ／ ⽇ で 、 世 界 で も っ と も 多 い と さ れ る

［Mulambu et al. 2017］。Verwimp［2002: 14］によ

ると、1990 年時点のルワンダの⾷⽣活において、

最重要の作物はマメ類、バナナ、サツマイモであ

り、これらが 1990 年の⼀か⽉あたりの平均農作物

消費量の 67％を占めていた。⾁類の消費は⾮常に

少なく、消費しない世帯がルワンダ全体で 48.7％、

筆者の調査地を含む南⻄部のギコンゴロ州（当時）

で 67.7％になる。ルワンダ全体ではバナナがもっ

とも主要な作物のひとつであるが、ギコンゴロ州

で は サ ツ マ イ モ が 重 要 な ⾷ 糧 と な っ て い る

［Verwimp 2002: 11］。 

 

2. 調査地概要と調査⽅法 

 はじめに、調査地の概要と調査⽅法について以

下に記す。 

 

2-1．調査地概要 

調査地は、ルワンダ南部州ニャマガベ県内の K

村、標⾼ 1,900ｍ前後、平均気温は約 19℃、年降⽔

量は 1,400〜1,600 ㎜の、冷涼多⾬で不⽑な地域で

ある。K 村は、⼈⼝規模約 630 ⼈の村であり、ル

ワンダ王国の旧王都からほど近く、⼈⼝密度が⾮

常に⾼い地域である。ルワンダ政府は、経営地⾯

積が 0.5ha 未満を⾃給が不可能な世帯と位置づけ

ているが、K 村を含む地域は 2001 年時点で 77.18％

表 1 調査世帯の内訳 

 

（出所 筆者作成） 

世帯

番号
家族形態

世帯人数

（人）
土地の規模

保有地面積

（ha）

経営地面積

（ha）

1 核家族 7

大規模土地保有世帯

1.46 1.67

2 核家族 6 1.41 1.03

3 核家族 7

中規模土地保有世帯

0.43 ≧0.42

4 女性世帯 5 0.28 ≧0.31

5 核家族 4

小規模土地保有世帯

0.044 0.32

6 女性世帯 2 0 ≧0.16
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にのぼる［Republic Rwandaise 2002: 33］。 

筆者が保有地のすべてを把握できた 25 世帯

（256 筆以上）について、25 世帯中 21 世帯（84％）

が 1ha 未満の⼟地しかもたない［近藤 2023］。そ

のうち、⾃給ができない基準とされる 0.5ha 未満

の世帯は、13 世帯（52％）存在する。さらに、0.2ha

未満の世帯も 9 世帯（36％）存在する。こうした

保有地をもたない世帯は、⼀定の⾦額を対価とし

て、⼀定期間⼟地を借りて耕作する定額借地を通

して、⼟地へのアクセスを得て経営地を獲得する

傾向がある。 

 

2-2．農事歴 

K 村周辺では、⼀年に 2 度ずつある⾬季と乾季

にあわせて、農作業がおこなわれる。村の主要な

農作物であるインゲンマメ（ibishyimbo）は、9 ⽉

の播種後、⼤体 4 か⽉を経た 12 ⽉半ばから収穫が

おこなわれる。その後、⼈⼒での耕起がおこなわ

れ、モロコシ（amasaka）の播種を開始し、6 ⽉半

ばに収穫する。モロコシを栽培する時期に、イン

ゲンマメをもう⼀度栽培する世帯も多数ある。 

サツマイモやキャッサバは年中収穫可能であり、

サツマイモは約 5 か⽉で収穫できる。キャッサバ

は植えつけ後、⼀年半前後で収穫が開始されて、3

年間ほど収穫可能である。 

 

2-3．調査⽅法 

本稿に関わる⾷事調査は、2017 年 4 ⽉ 21 ⽇〜7

⽉ 9 ⽇の 80 ⽇間における、K 村内の 6 世帯による

合計⾷事回数 972 回分の⾷事⽇記から得られた資

料を⽤いる。⾷事⽇記は、各世帯で筆記の可能な

者にノートを託して、毎⾷の⾷事内容、各⾷材の

調達⽅法、購⼊先や価格等の記録を依頼した。 

調査世帯の内訳は、⼀組の夫婦とその⼦どもで

構成された核家族の世帯が 4 世帯、⼥性が世帯主

である世帯が 2 世帯で、世帯の平均⼈数は 5.2 ⼈

（最⼤ 7 ⼈、最⼩ 2 ⼈）であった（表 1）。便宜上、

可耕地の保有⾯積が 1ha 以上の世帯を「⼤規模⼟

地保有世帯」、1ha 未満 0.2ha 以上の世帯を「中規

模⼟地保有世帯」、また 0.2ha 未満の世帯を「⼩規

模⼟地保有世帯」として、各 2 世帯がそれにあた

る。 

 

3. ⾷材の種類と⼊⼿⽅法 

以下では、K 村における⼈びとの⾷材の出現回

数と⼊⼿⽅法についてみていく。 

 

3-1．主⾷ 

はじめに、主⾷について全調査世帯における各

⾷材の合計出現回数をみていく（図 1）。インゲン

マメとサツマイモの出現回数が圧倒的に多く、全

1,375回中、519回（37.7％）と 304回（22.1％）で

あった。以下、タロイモ 128回（9.3％）、練り粥類

102回（7.4％）、キャッサバ 79回（5.7％）、プラン

テン 70回（5.1％）と続く。 

インゲンマメ、サツマイモ、タロイモ、キャッサ

バが、それぞれ 77.3％、80.3％、82.0％、73.4％の

割合で⾃給されているように、主⾷の多くは⾃給

でまかなわれている。ただし、練粥類に関しては、

その材料となる粉がほぼすべて購⼊によって⼊⼿

されていた。また、主⾷⾷材の⼊⼿にあたって、贈

 

図 1 各⾷材（主⾷）の出現頻度と⼊⼿⽅法 

＊ 2017 年 4 ⽉ 21 ⽇〜7 ⽉ 9 ⽇の 80 ⽇間における 6 世帯の合計⾷

事回数 972 回のなかの出現回数。 

（出所 筆者作成） 
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与はほとんどおこなわれておらず、インゲンマメ

とカボチャで各 1 回のみみられた。したがって、

主⾷全体としては、970 回（70.5％）が⾃給、403

回（29.3％）が購⼊によって⼊⼿されていた。 

主⾷の購⼊先の内訳としては、全 403 回中 382

回（94.8％）が、週に⼀度開かれる町の市場や、村

内や隣村の⼩商店などで購⼊されていた。その他、

19回（4.7％）が村内外の知⼈、2回（0.5％）が村

内の親族からの購⼊である。ここからは、基本的

には町や商店での購⼊が選好されていることがう

かがえる。 

 

3-2. 副⾷・調味料 

つぎに、副⾷と調味料等の出現回数をみていく

（図 2）。副⾷では、ドド（dodo）の出現頻度が最

多であり、副⾷の全 438回中 92回（21.0％）であ

った。ドドとはヒユ科のアマランサスで、多くの

世帯の屋敷畑で半栽培されていることから、

45.7％の割合で⾃給されている。そのほかに、タマ

ネギが 78回（17.8％）、ニガナス（intoryi）が 75回

（17.1％）と続く。ドドをはじめとする葉物の多数

が⾃給によってまかなわれているのに対して、ニ

ガナス以外の野菜類は購⼊によって得られており、

タマネギは 93.6％が購⼊されている。キノコ類は、

⾬が降った翌⽇などに畑や丘陵で採集される。⼩

⿂等の動物性タンパク質、および調味料の⼤部分

も購⼊によって得られている。 

副⾷で贈与がなされているものには、ドドとタ

マネギのほかにインゲンマメの葉（umushogoro）が

あるが、これは⼈びとから「ほかに⾷べるものが

ないときに⾷されるもの」と⾔及されるものであ

る。インゲンマメの葉は、⾃給以外には、保有地を

有さない⼈が村内の知⼈の畑で摘み取らせてもら

うことで⼊⼿していた。 

調味料の塩（513回, 99.4％）と油（227回, 100％）

は、ほぼ購⼊されていた。他⽅、トウガラシでは顕

著に贈与がみられたが（58 回, 58.6％）、これはト

ウガラシが栽培世帯だけでは使い切れない量を得

られるために可能になっていると考えられる。 

なお、副⾷と調味料の購⼊先の内訳としては、

それぞれ 99.4％が町の市場や村の商店で購⼊され

ていた。 

 

4. ⼟地保有⾯積別の⾷材の⼊⼿⽅法 

最後に、各世帯における⾷材確保の仕⽅の詳細

をみていく。ここで、⾷事調査の開始時期である 4

⽉から 5 ⽉にかけては端境期にあたるため、6 世

帯中 5 世帯はその時期に主要な⾷材であるインゲ

ンマメを購⼊している。 

 

4-1．中規模⼟地保有世帯の⾷材の確保 

端境期でもインゲンマメを購⼊することなく、

5 ⽉以降の収穫期を迎えた唯⼀の世帯は、⼤規模

⼟地保有世帯であるエステル（1960 年⽣・フトゥ）

の世帯（世帯番号 2）であった。エステルは、1994

年の虐殺でトゥチの夫を亡くしているが、亡夫の

⼟地に加えて、彼⼥⾃⾝の実家の⼟地の⼀部を相

続したために、K 村内でも広⼤な⼟地を有する世

帯である。保有地および経営地ともに 1ha を超え

ており、虐殺後に再婚した夫も、購⼊した⼟地を

有している。⽇雇いの農業労働者を雇うこともな

 

図 2 各⾷材（副⾷）の出現回数と⼊⼿⽅法 

＊ 2017 年 4 ⽉ 21 ⽇〜7 ⽉ 9 ⽇の 80 ⽇間における 6 世帯の合計

⾷事回数 972 回のなかの出現回数。 

（出所 筆者作成） 
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く、前夫とのあいだに⽣まれた娘、および再婚し

た夫とのあいだに⽣まれた⼦の 3 ⼈が同居してい

るため、世帯内で相応の労働⼒を有している。し

たがって、エステルの世帯は⼀年を通してほとん

どの主⾷作物を⾃給することができていた（図 3）。 

 

4-2．中規模⼟地保有世帯の⾷材の確保 

中規模⼟地保有世帯のミュリエル（1976 年⽣・

トゥチ）の世帯は⼥性世帯（世帯番号 4）であり、

保有地が 0.28ha、経営地が 0.31ha である。彼⼥は

1994 年の虐殺後に村内のフトゥの男性とのあいだ

に⼦を産むも、離別した。虐殺⽣存者であるミュ

リエルの実⺟が、トゥチの亡夫（ミュリエルの実

⽗）から相続した⼟地を⼀部相続して、耕作して

いる。ミュリエルの世帯は、端境期にはインゲン

マメを購⼊している。加えて、世帯⼈数は 5 ⼈い

るものの、⼦がまだ幼く労働⼒が少ないことから、

イモ類を購⼊する場合もあった（図 4）。 

 

4-3．⼩規模⼟地保有世帯の⾷材の確保 

⼀年を通してほぼ⾃給できていない世帯も存在

する。オレリア（1970 年⽣・フトゥ）は、2015 年

に K 村内に移住してきた⼥性世帯（世帯番号 6）

である。1 ⼈⽬の夫とは死別し、再婚した 2 ⼈⽬の

夫もすぐに亡くなってしまったという。2 ⼈⽬の

夫とは正式な婚姻の⼿続きを経ておらず、現在彼

⼥は保有地を⼀切有していない。2 ⼈⽬の夫との

死別後に K 村内の空き家で暮らし始めた。K 村内

外で定額借地をしているものの、確認できている

もので 0.15ha 程度しかない。また、幼い息⼦と 2

⼈で暮らしており、世帯内に⼗分な労働⼒を有さ

ないために、⼤半の⾷材を購⼊によって調達して

いる。とくに、他世帯がその⼤部分を⾃給でまか

なうサツマイモやタロイモ、加えて、収穫が始ま

った直後の時期でもインゲンマメを購⼊している

ことが特徴的である（図 5）。 

⼀⽅、ドニ（1981 年⽣・フトゥ）の世帯（世帯

番号 5）は、保有地は家の周囲の 0.024ha のみであ

 

図 3 エステルの世帯における主⾷の⼊⼿⽅法 

＊ 2017 年 4 ⽉ 21 ⽇〜7 ⽉ 7 ⽇の 78 ⽇間における合計⾷事回数

141 回のなかの出現回数。 

（出所 筆者作成） 

 

図 4 ミュリエルの世帯における主⾷の⼊⼿⽅法 

＊ 2017 年 4 ⽉ 23 ⽇〜7 ⽉ 9 ⽇の 78 ⽇間における合計⾷事回

数 156 回のなかの出現回数。 

（出所 筆者作成） 

 

図 5 オレリアの世帯における主⾷の⼊⼿⽅法 

＊ 2017 年 4 ⽉ 23 ⽇〜7 ⽉ 9 ⽇の 78 ⽇間における合計⾷事回

数 170 回のなかの出現回数。 

（出所 筆者作成） 
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るが、定額借地を通して 0.32ha程度の⼟地を経営

している。ドニは幼いときに、実⺟の病気で⺟⽅

の親戚（実⺟の⽗の妹）にひきとられて育った。K

村内で妻をもち、⼦が⽣まれてからは、⼟地を購

⼊して 2010 年に家を建てている。基本的には⽇々、

妻とともに畑仕事に従事しているが、その⼟地は

定額借地によって確保した⼟地である。端境期で

ある 5 ⽉半ばにかけてインゲンマメを購⼊するも

のの、イモ類を中⼼に、主⾷に関してはある程度

⾃給することが可能となっていた（図 6）。 

 

5. おわりに 

ルワンダ南⻄部の農村社会では、⽇々イモとマ

メを中⼼とした⾷事がおこなわれている。現在の

ルワンダ農村部を取り巻く困難な環境下において、

⼈びとの⾷事⽇記からは、経営地が 1ha を超え、

世帯内の労働⼒も⼗分にあれば、⼀年を通して主

⾷の⾃給が可能であることがわかる。また⼟地を

ほとんど保有しない世帯でも、現在はまだ、定額

借地を積極的におこなうことで、端境期を除けば

どうにか⾃給が可能となっていることがうかがえ

た。 

毎⽇の⾷材の確保は、⾃給か購⼊を基本として、

贈与はほぼなされない傾向にあった。このことは、

植⺠地期にルワンダ東部で調査をした⼈類学者が

「キョウダイ（abavandimwe）間では、相⼿の必要

に応じて⽣産物の贈与がなされる」［Gravel 1968: 

141］と記録した描写とは異なっている。ルワンダ

では植⺠地期には親族集団の紐帯が緩み、核家族

が⾏政機構の⻑に依存するという個別化した社会

になったことが指摘されているが［cf. 武内 2009］、

繰り返される紛争を経て、その傾向はより顕著に

なっていることが考えられる。 

現在、ルワンダ政府主導で全国的におこなわれ

ている農業の商業化は［cf. Nsabimana et al. 2021］、

農⺠の⽣活を⼀層不安定にする恐れがある。そも

そも、これまでにも天候不順による飢饉はたびた

び⽣じていた。平時でもかろうじて⽣活をつない

でいる状況にある⼈びとが、危機への対処をいか

におこなっているのか、引き続き丁寧に追ってい

きたい。 
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■研究報告 

断⽚化する⾷⽂化プールをつなぐ：津軽地域に

おける「伝承料理」という企てをめぐって 

 

杉⼭ 祐⼦・近藤 史 

弘前⼤学 

⼈⽂社会科学部 

 

 

1. はじめに 

報告者は⽇本各地で「伝統⾷」を復活させる動

きが顕在化していることに注⽬し、活動の舞台で

ある定期市や農産物直売所、またそれらの活動に

従事する諸グループの調査を続けてきた。⼀⾒、

⾷の観光資源化とも思える活動だが、担い⼿の実

践や活動の展開過程をていねいにみると、そのは

じまりは 1990 年代初頭にさかのぼり［注 1］、観光

のための⾷の商品化や物流の⾯だけの地産地消と

は⼤きく⼀線を画していることがわかる。 

戦後⽇本における農業政策の変化と農業の市場

経済化を背景に、地⽅農村の⽣活は⼤きく変化し

た。現在では地域の⾷が世代やジェンダーによっ

て分断され、⾷に関わる在来知も断⽚化してみえ

なくなっている。そんな中で、上記の諸活動にお

ける実践が、新しい社会関係の再編と⾷をめぐる

在来の知識や技術をつなぐ働きをしている事例も

明らかになってきた。こうした知識や技術は、⼈

びとの活動から切り離された取り扱い説明書とし

てそのすべてを取り出せるわけではなく、⾷の実

践のなかに動的な姿をあらわすものだ。 

本報告ではそうした活動を続ける諸グループの

中でも、年間の⽣活リズムに埋め込まれた⾷⽣活

全体を視野に、顕著な活動をすすめる「津軽あか

つきの会」を対象とする。そして報告者が「⾷⽂化

プール」［注 2］と名づけた概念を⽤いながら、同会

の 25 年以上にわたる「津軽伝承料理」の展開を検

討する。この作業をとおして、地域の⼈びとによ

る⾷の実践とそのなかにあらわれる知識や技術を

とらえる試みの⼊り⼝とし、環境利⽤を含む⾷の

在来知の現代的なありかたを考える材料としたい。 

本報告の中⼼となる資料は、同会での参与観察

を中⼼として 2023 年から継続している現地調査

によって得た。 

 

2．年⻑世代への聞き取り調査にはじまる「伝統⾷」

の復活 

津軽あかつきの会（以下「あかつきの会」）にか

ぎらず、調査対象とした諸グループの担い⼿の多

くは、現在 80 代前半〜70 歳前後を中⼼とする⼥

性たちであり、1950 年代以降の急速な近代化、⻄

洋化とともに育ち⾷⽣活の⼤転換を経験した、い

わばモダンガールである。彼⼥たちはその親世代

が⽇常に作っていた⾷事を味わった経験はあるも

のの、その作り⽅を学ぶ機会をほとんどもたなか

った。かつての⽇常⾷の作り⽅を習得した世代は、

現在の 80 代後半を最後にとだえているという。 

⼀度とだえた⾷をつなぐ動きは、あかつきの会

の場合、創設世代の⼥性たちが 50歳近くなり、育

児や仕事がある程度落ち着いた時期にあらわれる。

それは地⽅農村の⼈⼝減少や⾼齢化が顕著になり、

農業の後継者問題がさらに深刻化した時期にも重

なる。⾃分が⼦どものころ⾷べていた味を思い出

し、また味わってみたいと思っても作り⽅がわか

らない。それを教えてくれるはずの親たちはすで

に年⽼いている…いまそれを受け継がなければ、

その作り⽅は永久にわからなくなってしまうとい

う危機感がつのり、⾃分たちより年上で作り⽅を

知る⼥性たちを個別に探して聞き取り調査を重ね

る地道な活動がはじまった。それが 1990 年代のこ

とである。 

 

3．⾜場となる農産物直売所の活動とその後の展開 

あかつきの会の活動の⾜場になったのは、1995

年にできた農産物直売所、「道の駅ひろさき サン

フェスタいしかわ」の友の会である。JA 津軽⽯川

（当時）の準組合員であった農家⼥性からなる「サ
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ンフェスタ友の会」は、異なる集落に住み、顔⾒知

りでもなかった⼥性たちが知りあい、加⼯品開発

を協同する過程で相互の信頼や親しい社会関係を

結ぶ契機となった。直売所に多種類の野菜を出す

ため新しい品種を積極的に試し、少量多品⽬⽣産

をおこなうなど、作付け傾向も変化させた。 

意気投合した数名の⼥性は直売所の仕事のかた

わら、⾼齢の⼥性への聞き取り調査を組織的に進

め、聞き取りをもとに作った料理を味⾒をしても

らいながらなつかしい味の再現を試みた。これが

現在のあかつきの会の活動の原型となる。 

ほかにも加⼯品開発の過程で商品の味を安定さ

せるために進めたレシピ化は、会員間で加⼯品づ

くりの知識と技術を共有する効果を発揮したし、

これらの活動をとおして関わった他の団体や⾃治

体関係者とのつながりなど、サンフェスタいしか

わでの活動はその後のあかつきの会の活動を進め

るうえで重要な蓄積となった。 

当初、同会の活動は農閑期である冬場に限られ

ていた。しかし同会の創設者らが直売所の役職を

退いた 2003 年頃から、通年で⾮営利の⾷事会を開

催するようになる。2006 年には 120 ものレシピを

載せたレシピ集を出版、あわせて⽂化センターで

地域の⼈びとにむけた料理教室を開くなど、かつ

て⾷べられていた地域の料理を知ってもらうため

に幅広い活動をはじめる。 

2010 年代以降、会⻑宅を改装して予約制の⾷事

会を開催したり、⻘森県中南地域県⺠局（現在「地

域連携事務所」）などの主催するイベントに協⼒し

たりすることによってさらに知名度が⾼まり、⼊

会希望者が増える。希望者がすぐ会員になれるわ

けではないが、⾮農家でも⽯川地区在住でなくて

も会員になれるよう⾨⼾を開いたため、創設当初

は⽯川地区の農家⼥性ばかりで構成されていたあ

かつきの会も、現在では居住地も年齢層も社会的

背景も異なる⼥性が加わり⾮農家の会員が多くを

占めるようになっている。また現在、中⼼となっ

て活動する会員の多くは⾞で⽚道 30 分ていどの

他地区在住者である。 

 

4．あかつきの会による継承と⾰新 

4-1．年間の⽣活リズムに埋め込まれた料理を共同

調理の実践でつなぐ 

「料理を後世に伝える唯⼀の⽅法は、つくって、

⾷べること（『津軽伝承料理』:8）」というあかつき

の会の特徴は、なつかしい料理の調理法を復活さ

せるだけでなく、⾷材の季節性やかつておこなわ

れていた年中⾏事暦を組み込んだ⾷⽣活全体を視

野に活動を進めていること、それらを使った⾷事

セットを御膳として提供することによって、⽣活

リズムに埋め込まれた⾷を継承していることにあ

る。 

年間の作業暦は、冬期間の⾷べ物の確保を主眼

にした保存⾷作りや厳冬期の調味料作りに重点が

おかれる。保存⾷作りに必要な蔵や漬物⼩屋など

は、会の設備や会員の⾃宅の設備を共同で使う。

これをもとに、早春から初夏にかけて出回る⼭菜、

盛夏の作物、秋のきのこや果物など、旬の⾷材を

使うさまざまな料理を、保存⾷材を使った料理と

組み合わせた御膳が作られる。 

それらの調理法は、会員が共同で調理すること

によって伝えられる。季節ごとに異なる御膳のセ

ットを作ることによって、会員は、年間で変化す

る⾷材に応じた献⽴や調理法を学ぶことができる。

そこではまず調理に参加し、⾒よう⾒まねで⾷材

の調達、下ごしらえや調理、あとかたづけの⼿順

を知り、経験豊富な会員が調理した料理の味⾒を

しながら味を覚える「実践共同体（レイヴ・ウェン

ガー1993）」による学びが中⼼であるが、調味料の

割合や⼤まかな⼿順がレシピ化され、⾷にまつわ

る「技術」の核を可視化することによっても、知識

の共有をはかる⼯夫がされている。 

 

4-2．農村の変化に同期した継承 

 現在のあかつきの会の活動が、近隣農村部の就

業形態や家族形態の変化、世代交代に同期して展
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開してきたことにも触れておこう。 

 

(1) ヒトヨセ（⼈寄せ）の衰退と什器の寄贈 

複数の料理を御膳で客に提供する⽅法は、かつ

て集落の⼈びとが集うヒトヨセ（⼈寄せ）とよば

れる機会に集落の⼥性たちが共同で調理し、御膳

を供した慣⾏を模している。集落のおもだった

家々は、ヒトヨセのために何⼗⼈分もの什器を揃

えていた。しかし⾼度経済成⻑期以降、⾃宅での

ヒトヨセが衰退したうえ、1990 年代以降は農家の

世代交代や家の建て替えが重なり、これらの什器

類は⾏き場を失った。それをあかつきの会で役⽴

ててもらないかと数多くの什器類が寄贈された。

現在のあかつきの会の御膳にはこうして寄贈され

た什器が使われているが、それらは御膳で供され

る料理のしつらえに昭和の⾵情をかもしだす効果

を⽣んでいる。 

 

(2) 家族構成の変化による⼭菜採集の衰退と共同

作業による継承 

兼業農家の増加や若い世代の地域外移動、家族

構成の変化は、⾃家⽤畑作物の収穫や⼭菜採集の

働き⼿不⾜に直結する。⾃家⽤畑作物すべてを収

穫する労働⼒はないし、収穫しても下処理ができ

ない、⼭菜を保存しても⾷べる⼈がいないなどで、

⾃家消費⽤にこれらの⾷材を収穫したり保存した

りする活動は衰退している。 

あかつきの会では、こうした世帯の畑や⼭で、

作物の収穫や⼭菜の採集をさせてもらい、会で使

う⾷材を⼊⼿することもある。収穫した作物や⼭

菜の下処理や保存を会員が共同でおこなうが、そ

の過程は、農村部との関係をもたず、このような

作業に触れる機会がなかった都市部育ちの会員が、

収穫から下処理保存を経て調理にいたるまでの⾷

材の扱いとそれに関わる知識・技術を⾝につける

契機にもつながっている。 

 

 

(3) 地域外の⼈びとへの⾷事提供とローカルな⾷

材流通 

働き⼿不⾜の世帯からの依頼を受けて作物や⼭

菜を収穫するのは、あかつきの会の知名度が⾼ま

るとともに地域外からの⾷事客が増え、近隣の⼈

びと相⼿の⾷事提供よりも多くの⾷材を使うよう

になったこととも関連する。⾮農家会員が増えた

現在、料理に使う⾷材は、会員やその親族・知⼈か

ら得るだけでなく、季節性の⾼い⾷材を限られた

時期だけ販売するローカルな直売所、地元の⾷品

市場や⻘果市場など複数の⼿段を組み合わせて確

保する。 

ここで詳細を⽰す余裕はないが、2024 年の夏か

ら秋にかけてあかつきの会で使⽤した⾷材数のう

ち、その３割強を会員およびその親族や知⼈から、

２割強をローカルな直売所から⼊⼿しており、ロ

ーカルな直売所が重要な役割をもつことがわかる。 

これらの直売所にならぶのは⾃家⽤畑で栽培さ

れた露地ものの野菜であるが、出荷者も同じ時期

に同じ⾷材を利⽤しているからこそ、あかつきの

会で必要とする⾷材を必要なタイミングで⽣産す

る結果になっているといえる。ローカルな直売所

が⽣みだす、ごく狭い範囲の地域内流通が、あか

つきの会の活動とそれに関わる⼩さな⾷⽂化プー

ルを⽀えていることが興味深い。 

 

5．おわりに：津軽伝承料理という企て 

かつての⾷⽂化プールは、季節に応じた⽣産·⼊

⼿、保存、加⼯調理という⾷にまつわる⼀連のシ

ークエンスがイエや集落などを⺟体として育まれ、

複数の⾷⽂化プールが頻繁な相互交流を繰り返す

ことによって、複数集落を包含するより⼤きな地

域の⾷⽂化プールを形成した。しかし現代では、

⾷にまつわる⼀連のシークエンスをひとつの世帯

や集落で完結するのは不可能に近く、そのための

知識や技術を集落に住む⼈びとだけで継承するこ

ともむずかしい。 

あかつきの会が伝承料理の活動を通じて実践す
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る企ては、かつての姿を復活させるようでありな

がら、⾞での移動を常とするさらに広い範囲の現

代的「地縁」をゆるやかに結んで、ローカルな⾷の

知識と技術を継承する試みとみなすこともできる。 

さらに興味深いのは、「昔から地域で⾷べられて

いたもの」の材料の⼊⼿から保存、調理までを実

践的に継承することによって、単に⾷物を調理す

るだけでなく、地域の環境と深くかかわる年間の

⽣活リズムを含みこみ、安定的に⾷を確保すると

いう⾏為にまつわる⼀連の⽂化⽣態学的蓄積を利

⽤していることだ。 

あかつきの会が掲げる「津軽伝承料理」は、料理

を作って⾷べる／他者に提供することを通して、

伝承に関わろうとする⼈びとに広く⾨⼾をひらく。

料理のレシピ化によって⾷にまつわる技術の「核」

を可視化しつつ、共同調理の実践を通じて、それ

を⽇常の⾷という⽂脈に統合する。⾷材の⼊⼿や

加⼯を共同することによって、その機会をもたな

かった⼈びとに地域の環境を利⽤するための知識

や技術に近づく契機を提供する。そうした実践は、

会員それぞれがもつ知識や技能、資源、社会的ネ

ットワークを重ねあわせることによって共同で利

⽤し、会の活動全体としての地域の⾷にまつわる

「伝承」に向かおうとしているようにみえる。 

同会の活動は、地域固有の⾷への全国的な関⼼

の⾼まりを背景に知名度を⾼めて地域外からの⾷

事客を受け⼊れ、依頼に応じて⾃治体のイベント

に参加するなど、活動の幅を広げる。いっぽう、季

節に応じた地元の⾷材を昔からの⽅法で保存し調

理するという原則においた⾜場は変えないという

点で、ポピュラリティーとローカリティーとの微

妙なバランスをとりながら展開してきたといえる。 

ただ今後についてみると、会員の年齢構成や農

村部のさらなる変化など、対応すべき課題は、ほ

かの地域のこうしたグループと共通している。そ

れは、同会の活動を特徴づける⾃律的な⾮営利活

動が今後どのように展開していくかという課題と

も関わり、他のグループとの⽐較も必要になって

くるが、それについては稿をあらためて論じたい。 

 

 

注記 

［注 1］いくつかのグループの源はさらに古く、戦後

農村の⽣活改善運動に源をもつものもある。 

［注 2］ここでいう「⾷⽂化プール」とは⾷の在来知

が⽣み出してきた当該地域の⾷⽂化に関する知識

や技術の蓄積および⾷材そのもの、またそれらが

蓄えられる場をさす。ローカルなフードシステム

(Food System)の⼀要素と⾒えるかもしれないが、

ここでは「要素」とよびうるほど明確な形をもたず、

流動的で個別の実践を通してのみ可視化され、伝

達される知識や技術の総体をくみあげる必要性を

重視して概念設定した。 

［注 3］本研究は JSPS 科研費 JP23K25431 の助成を

受けたものである。記して謝意を表する。 
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■研究報告 

ウガンダ都市部におけるインフォーマル輸送の

競争回避に関する研究：ボダ・ボダの客待ち場

所に着⽬して 

 

⼤⾕ 琢磨 

⽇本学術振興会／⽴命館⼤学 

 

 

1. はじめに 

サブサハラ・アフリカで操業する乗り合いバス

やバイクタクシーは、交通法規の枠外にあると⾒

なされてきたことから、インフォーマル輸送と総

称されている(Cervero2000: 3)。サブサハラ・アフリ

カにおいて、インフォーマル輸送は公共輸送の代

替として機能している。その⼀⽅で、インフォー

マル輸送には運転⼿の参⼊が容易なため、運転⼿

の供給が過剰となり、乗客をめぐる競争は激化し

ていると指摘されている（Woolf and Joubert 2013; 

Cervero 2000: 4）。 

バイクタクシー業界でも、⼤量の運転⼿が参⼊

したことによって、運転⼿間の乗客をめぐる争い

は激しくなっている。他⽅で、バイクタクシー運

転⼿たちは地域ごとに形成した業界団体や、客待

ち場所に設⽴した組織を通して新規参⼊の抑制を

図っている。バイクタクシー運転⼿は路上の⼀区

画にバイクを停⾞させて客待ちをすることが⼀般

的であり、それぞれの客待ち場所は運転⼿によっ

て組織化されている。Heinrichs et al.（2017）によ

ると、運転⼿たちは客待ち場所をなわばりとする

ことで過当競争を避けているという。しかし、先

⾏研究は客待ち場所の内部における制度⾯に偏り

がちであった。そこで本稿では、客待ち場所にお

ける乗客をめぐる競争を回避するための運転⼿に

よる実践を明らかにしたい。 

 

2．調査対象と調査⽅法 

本稿で対象とするバイクタクシーとは、⾃動⼆

輪⾞を利⽤した輸送機関である。運転⼿はバイク

後部に乗客を乗せて運搬し、搬送料⾦を受け取る

（図 1）。バイクタクシーはサブサハラ・アフリカ

やアジア、南⽶などというグローバル・サウス各

地で操業している。ウガンダではボダ・ボダ（boda 

boda）と呼ばれ、全国各地で操業している。本稿で

は、ウガンダで操業するバイクタクシーを指す⾔

葉として、ボダ・ボダを使⽤する。ウガンダ全体で

の数は不明だが、⾸都カンパラ（⼈⼝約 150 万）

には 14 万⼈以上の運転⼿が操業していると推計

されている（Evans et al. 2018: 675）。ボダ・ボダ業

界への参⼊と操業のためのコストは低く、⾼度な

技術や資格を必要としないため、仕事のない多く

の若者が参⼊して過当競争が問題化していると報

 

図 1 ⾸都カンパラで操業するバイクタクシー 

 

図 2 ウガンダの地図（Google map より筆者作成） 
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道されている（Sunday Monitor 2013）。 

調査はウガンダ共和国マサカ県マサカ市カトゥ

エブテゴ地区で実施した（図 2）。マサカ市は⼈⼝

294,166 を有する（UBOS 2024）。マサカ市におい

て⼈々はガンダ語を話している。カトゥエブテゴ

地区には、市役所や県庁、県内最⼤の商店街が位

置している（図 3）。マサカ市はウガンダ南部の中

⼼都市として栄えてきた。 

調査期間は 2015年から 2020年までの計 5 回、

合計 1年 9 か⽉であった。使⽤⾔語はガンダ語と

英語である。調査では、カトゥエブテゴ地区の客

待ち場所で客待ちをしている運転⼿に対し、会話

ベースの聞き取りと半構造化インタビューを実施

した。 

 

3．ステージにおける競争を避ける実践 

3-1．カトゥエブテゴ地区のステージと委員会 

ウガンダにおいて、ボダ・ボダの客待ち場所は

ステージ（siteji）と呼ばれている。ステージには、

数⼈〜20 ⼈程度が停⾞している。カトゥエブテゴ

地区には 26 か所のステージがあった（図 4）。ステ

ージは役所や⼤通りの交差点、病院、銀⾏、酒場、

中央市場、タクシーターミナル、商店街の道端な

どに位置していた。カトゥエブテゴ地区にあるすべ

てのステージに登録する運転⼿の数を合計すると

約 800 ⼈であった。カトゥエブテゴ地区の繁華街に

は 18 か所のステージがあり、その間隔は 10〜100m

であった。繁華街ではステージが過密しているよ

うに⾒えたが、顧客をめぐって激しく争っている

ようには⾒えなかった。 

運転⼿たちはステージごとに組織化し、メンバ

ーシップを有していた。その組織では、委員会を

設置して規則を策定していた。委員は無給で、運

 

図 3 カトゥエブテゴ地区の遠景 

 
図 4 マサカ市に位置するステージ 

（地図は Google mapより筆者作成） 

 

図 5 X ステージと Y ステージの位置 

（地図は Google mapより筆者作成。ステージの範囲は両ステ

ージの運転⼿からのインタビュー結果から筆者作成） 
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転⼿から選定されていた。マサカ市内で操業する

には、運転⼿はステージに所属しなければならず、

そのためには委員⻑の許可と登録料の⽀払いが必

要であった。仮にステージに所属していない運転

⼿が特定のステージで客待ちをしていた場合、そ

のステージのメンバーや委員が所属外の運転⼿を

ステージから排除していた。 

 

3-2．ステージ間に設けられた緩衝地帯 

ステージが密集している状況において、乗客を

めぐる競争がどのように回避されているのか、X

ステージの事例をもとに検討する。X ステージは

図 4 の⽩丸で⽰した位置にあった。X ステージは

市街地の中でも交通量と⼈通りの多い⽬抜き通り

の丁字路に位置していた（図 5）。X ステージの⻄

側後⽅には建設途中のショッピングモールがあり、

東側では市役所と商業ビルと隣接していた。X ス

テージの北側には、Y ステージという別のステー

ジが位置していた（図 6）。 

X ステージの運転⼿ C⽒に X ステージの領域を

尋ねたところ、丁字路の突き当たりと丁字路の南

側⾓が X ステージであるという（図 5）。Ｘステー

ジが位置する丁字路の北側にある⾓は、買い物客

がボダ・ボダから乗降するための公共スペースで

あるとの回答があった（2020 年 2 ⽉ 10 ⽇ C ⽒

へのインタビューより）。 

運転⼿がバイクを停⾞させて客待ちしている場

所を観察したところ、X ステージと Y ステージの

運転⼿がステージの境界線ギリギリで客待ちする

ことはなかった。両ステージの運転⼿が客待ちを

していた位置は境界線からそれぞれ 5m ていど離

れていた。 

X ステージと Y ステージの運転⼿は乗客をめぐ

って対⽴することなく、良好な関係であった。そ

れぞれのステージを利⽤している運転⼿の出⾝地

を調べた。X ステージの運転⼿のほとんどは A村

の出⾝で、Y ステージでは B村の出⾝者であった。

A村と B村はそれぞれ街から 5㎞ほど離れ、2つ

の村の距離は 3.6 ㎞であった（図 7）。X ステージ

の OB である D⽒によると、A村と B村は近隣の

村であるため、両ステージの運転⼿は互いのこと

をよく知っていると語った。また D ⽒によると、

X ステージの運転⼿はステージの⽬の前にある市

役所の職員や商店主からの街中を輸送する依頼を

良く受けるという。その⼀⽅で、Y ステージの運

転⼿は周辺の農村からの買い物客を村まで輸送す

る移動を多く受けているという（2025年 3⽉ 22 ⽇ 

D⽒へのインタビューより）。⽇曜⽇には、X ステ

ージと Y ステージの運転⼿が⼀緒に路上でトラン

プ遊びに興じていることもあった。 

 

 

図 6  X ステージと Y ステージの写真 

（写真上中央の⻩⾊の壁の前に X ステージ、 

写真上右側ピンク⾊の壁の右側に Y ステージ） 

 
図 7 X ステージと Y ステージのそれぞれの 

運転⼿の出⾝村 

（地図は Google map より筆者作成） 
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3-3．ステージの新設 

2020 年時点では、カトゥエブテゴ地区内にはス

テージが隙間なく設置されていた。以下では、ス

テージを新設しようと試みたステージの事例から、

ステージがどのように守られているのかを検討す

る。 

 

【事例】ステージ新設の阻⽌ 

2017 年 12 ⽉ 12⽇、マーケットの南側にあるラ

ジオ局の前を客待ち場所として利⽤していた運転

⼿たちがステージの新設を試みた。ラジオ局前の

s客待ち場所から約 90m 北側には中央市場前の T

ステージがあり、約 60m⻄側には中学校前の Sス

テージという異なる 2 つのステージが存在した。

s 客待ち場所では、もともと S ステージの運転⼿

がサテライトとして客待ちや休憩をしていた。ス

テージの新設を⽬指したのは、S ステージに加⼊

していた運転⼿ 3 ⼈で、s 客待ち場所を拠点とし

ていた。s 客待ち場所の E ⽒は「中央市場が移転

するので独⽴したい」、「S ステージの登録料は毎

年のように値上がりしている」と語った。2017 年、

中央市場を整備してコンクリート造りの市場を新

設することが決まり、建設期間中、元の場所から

南に 100m 離れた広場に仮設の市場が設営される

ことが決まっていた。仮設市場は s 客待ち場所の

⽬の前にあった。S ステージと T ステージから 23

⼈が集まり、3 ⼈を囲んで⼝頭で抗議したり、3 ⼈

のバイクをチェーンで固定して働けなくしたりし

ていた。S ステージの委員である F⽒は、「s 客待

ち場所は S ステージの領域だ」、「同じ道路上には

すでに 2 つのステージがあってボダ・ボダ運転⼿

は飽和状態だ。これ以上の競争は避けたい」など

と⾔い、E⽒たちに抗議した。結果、3 ⼈によるス

テージの独⽴は断念された。 

 

この事例からは、各ステージには運転⼿が主に

客待ちをする場所とは別に、排他的な領域がある

ことが読み取れる。なわばりとしてのステージは

施設の前や交差点の⼀画という特定の場所ではな

く、乗客を独占的に得られる空間として確⽴され

ていた。 

 

4．まとめ 

都市部では、多くの乗客を⾒込めるために、多

くのボダ・ボダ運転⼿が営業を希望している。そ

れに対して、既存の運転⼿たちは客待ち場所ごと

に組織化し、その客待ち場所をステージとするこ

とで、ステージの部外者による利⽤を排除してい

た。路上は公共空間である⼀⽅で、乗客を獲得で

きる場所は限られている。運転⼿たちはステージ

において、周辺部を含む領域をなわばり化してい

る。運転⼿たちはステージの設⽴と周辺領域のな

わばり化を通して、新規参⼊を抑制して乗客をめ

ぐる競争を緩和し、⼗分な数の乗客を確保しよう

と試みていた。 

既存のステージにおいては、地縁関係や都市部

での交流を通して、隣接するステージで操業する

運転⼿の間の友好関係が図られていた。また、ス

テージの領域を明確に線引きするのではなく、緩

衝地帯が設けられていた。これらを通して、隣接

するステージにおける乗客をめぐる競争や争いが

抑制されていた。 

ボダ・ボダ運転⼿たちが特定の空間をなわばり

化する実践によって、新規参⼊が抑制され、また

隣接するステージとの競合が避けられており、そ

のことを通して、ボダ・ボダ運転⼿同志の乗客を

めぐる過当競争が回避されていた。 
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■研究報告 

タンザニア南⻄部における住⺠による主体的植

林の成⽴：2 つの農村を⽐較して 

 

⽣駒 さや 

京都⼤学 

アジア・アフリカ地域研究研究科 

 

 

1. 背景 

1-1. タンザニアの林・⽊材事情 

 経済成⻑、都市化、⼈⼝増加が顕著なタンザニ

アでは、⾷料需要の増⼤[Doggart et al. 2020]に加え

て、薪炭材・建材・家具材などの林産物の需要が急

速に⾼まっている[Mwampamba 2007; Christian et al. 

2017]。これを受け、市場経済との結びつきを強め

る農村地域では、現⾦収⼊を得るために樹⽊伐採

や耕作地の拡⼤が進み、林の荒廃が深刻化してい

った[Kideghesho 2015]。独⽴以前からタンザニアで

は各地の⾃然林に保護区が設置され、住⺠の経済

活動が禁⽌されてきた。しかし、1999 年の村⼟地

法の制定により林の利⽤権がコミュニティに戻さ

れ、村落政府によって管理されるようになった。

これを契機に参加型森林管理（PFM）なども施⾏

されてきたが、成功事例は限られている。また、荒

廃した林の修復を⽬的として数多くの植林プロジ

ェクトが実施されてきたものの、植林地での住⺠

利⽤が制限されていたため住⺠の主体的な植林に

はつながらず[Blomley and Idd 2009; Sungusia et al. 

2020]、森林⾯積の拡⼤には⾄っていない[FAO 

2020]。 

2000 年代初頭にタンザニア政府は⾃然林の伐採

を禁じて植林を推進し、⾼原地帯では冷涼で湿潤

な気候を利⽤して針葉樹の植林が広まった。これ

により針葉樹材の供給は安定したが、家具などに

使う広葉樹材は依然として⾃然林への依存が続い

ている。ところが近年、各地の農村で広葉樹の⼩

規模な植林を⽬にするようになった。地域によっ

て樹種は異なるが、その多くは古い時代に政府や

企業あるいは教会によって導⼊され、ひっそりと

地域に根を下ろしていた外来樹であった。⼩規模

とはいえ、住⺠が主体的に植林する動きはこれま

であまり報告がない。農⺠が植林を始めた意図を

明らかにすることは、今後のタンザニア農村にお

ける⽣態環境を展望するうえで重要な視座を与え

てくれると考えた。 

 

1-2. タンザニアに導⼊されたセンダン科の樹⽊ 

 タンザニア各地の農村で⼩規模に植えられてい

る外来樹の 1 つにセンダン科の Toona ciliata（以

下、トーナ）がある。原産地は東南アジアから南ア

ジアであり、標⾼ 0〜1,500m、年間降⽔量 750〜

4,000mm の幅広い範囲に⾃⽣している[Orwa et al. 

2009]。⽣⻑が早く、⾬季と乾季が明瞭なタンザニ

アの半乾燥地域でもよく育ち、10〜15 年ほどで伐

採することができる。⽣育に適した湿潤で⽔はけ

のよい⼟壌では、胸⾼直径が 2m を超える⼤⽊を

確認している。材は⾚褐⾊を呈し、軽軟で加⼯し

やすく、耐久性にも優れ、⼀定の強度を備えてい

ることから家具に適している。同じセンダン科の

アフリカンマホガニー（Khaya anthotheca）は⾼級

材として知られているが、その代替材としても注

⽬されつつある[FORVAC 2022]。 

トーナがタンザニアに導⼊された時期を正確に

⽰す資料はまだ⾒つかっていないが、その由来を

⽰すいつかの⼿がかりが存在する。タンザニアに

おけるトーナの最も古い植物標本は、1950 年に北

東部のタンガ（Tanga）州アマニ（Amani）県の河

川沿いで採取されている。この地には、20世紀初

頭にドイツ植⺠地政府が設⽴したアマニ⽣物・農

業研究所があり、附属の樹⽊園では 900 種を超え

る外来植物が試験栽培されていた。その⼀部は現

在も残されており、トーナの古⽊も現存している。 

 地⽅でトーナは「ムサンデレレ」と呼ばれてい

るが、外⾒が酷似している同じセンダン科の外来

樹 Cedrela odorata（以下、セドロ）も同じ名前で呼
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ばれている。セドロはドイツ植⺠地期に導⼊され

た記録がある [Schabel 1990] 。当初、トーナは

Cedrela属に分類されていたため、両者はともに属

名に由来する「ムサンデレレ」と呼ばれるように

なったと考えられる。その後、トーナは 1960 年に

Toona属に再編された[Smith 1960]ことで、属の異

なる 2 種が同じ⽅名で呼ばれるようになった。  

1950 年代に採取されたトーナの植物標本の多く

は教会の敷地内で採集されており、早い時期に教

会関係者によって国内各地に持ち出された可能性

が⾼い。伊⾕[2023]は、トーナもセドロと同じよう

にドイツ植⺠地期にタンザニアに導⼊され、地⽅

に分散する過程でセドロと混同されたと推察して

いる。現在の国内分布をみると、セドロはより湿

潤な地域に、トーナはより乾いた地域に広がって

いる。 

 

2. 研究の⽬的 

トーナはタンザニアに導⼊されてから少なくと

も 80 年は経過しているが、⾃然状態で世代交代し

ている様⼦はこれまで確認されておらず、⼈の⼿

によって育てられ更新されてきたと考えられる。

その植栽は⼩規模かつ⾃給的であったが、⼀部の

地域ではこの⼗年ほどのあいだに市場への道が開

かれ、育成林業という新たな⽣業として農村社会

に根をおろしはじめている。林の形成は⽊材⽣産

だけでなく、本来林が担っていた多彩な機能の再

⽣にもつながる。本研究では、タンザニアの農村

において住⺠が⽊を植えるという⾏為が引き起こ

すさまざまな効果に注⽬し、市場経済と⾃然環境

との関係の変化について考察する。 

 

3. 調査地域と調査⽅法 

調査地域はトーナが分布するタンザニア南⻄部

ソングウェ（Songwe）州の 4 つの農村とムベヤ

（Mbeya）州キエラ（Kyela）県の農村である。⽊

材市場との接続がなく、トーナ材を主に⾃家消費

しているモンバ（Momba）県Mf 村、トーナ材を町

の市場へ出荷しているイレジェ（Ileje）県 Is 村、

⽊材は出荷していないが薪の販売を⽬的としてト

ーナを植林しているボジ（Mbozi）県 Ig 村、同じ

 

図 1 調査地域の地図 
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くボジ県でコーヒーのための⽔源涵養林としてト

ーナを植林している Lw 村、カカオの被陰樹とし

てトーナを育てているキエラ県の Ip 村である。こ

れら 5 つの農村で、トーナの利⽤実態を明らかに

するために、参与観察と聞き取り調査をおこなっ

た。キエラ県の標⾼は約 550ｍ、その他の村の標⾼

はいずれも 1,400〜1,600m で、年間降⽔量はモン

バ県が約 800mm［Unpublished data from TMA］、イ

レジェ県が約 1,000mm [Ileje District 2017]、ボジ県

が約 1,400mm［Mbozi District 2017］、キエラ県が約

2,000mm［Kyela District 2019］である。各地域とも

11 ⽉〜3 ⽉が⾬季、4 ⽉〜10 ⽉が乾季となってい

る。植⽣はマメ科ジャケツイバラ亜科のブラキス

テギア（Brachystegia）属、ジュルベルナルディア

（Julbernardia）属、イソベルリニア（Isoberlinia）

属の 樹 種 を 主 要 な構成 種 と す る ミオンボ林

（Miombo woodland）である。 

⽊材の市場調査では、ザンビアとの国境の町ト

ゥンドゥマ（Tunduma）において、材⽊商や家具職

⼈を対象に⽊材需要や流通に関する情報を収集し

た。 

 調査は、2022 年 8 ⽉から 2025 年 3 ⽉までのあ

いだに合計で 1 年 1 か⽉間実施した。  

 

4. 結果 

4-1. モンバ県Mf 村の⾃給的植林 

 モンバ県 Mf 村はトゥンドゥマから北⻄に舗装

道路を約 80km、そこから悪路を 8km ほど⼊った

ところにある寒村である。⽊材市場との繋がりは

なく、住⺠たちは⾃家⽤の建材を得るためにトー

ナを⼩規模に育ててきた。村におけるトーナの歴

史は古く、1950 年頃にある村⼈が隣村のキリスト

教会の神⽗からトーナの種⼦をもらい、村に植え

たのが始まりである。村⼈たちはトーナを在来樹

より⽣⻑が早く、耐久性に優れていると評価し、

家や畑の周りで育てている。しかしながら、⾃⽣

したトーナの実⽣は家畜の⾷害を受けやすく、1株

ずつ厳重に柵で囲って保護しなければならない。 

 樹齢 10〜15 年で胸⾼直径が 40cmほどに育った

成⽊も、村⼈はわずか 10分ほどで斧を使って切り

倒してしまう。⽣の丸太は重くて遠くへ運べない

ため、伐採した場所に塹壕を掘るか櫓を組み、⼤

鋸で⽊挽き製材する（写真 1）。⽊挽きには男性 2

⼈がかりで数⽇を要する。製材された材は、屋根

の梁や窓枠などの材として村内で利⽤されている。 

 

4-2. イレジェ県 Is 村の育成林業 

イレジェ県 Is 村はトゥンドゥマから南⻄に

80kmほど離れた⼭間の村で、独⽴前からキリスト

教系の病院があった。古⽼によると、この病院の

敷地内には古くからトーナが植林されていて、い

つからか住⺠たちも薪や⾃家⽤の板材を得るため

に⾃宅の敷地に植えるようになったという。町に

続く⾞道は幾本も川を渡るため、かつての村は⾬

が降るとは陸の孤島と化していた。しかし、近年

の道路整備によって交通が確保され、トラックや

バスが村とトゥンドゥマを毎⽇往復するようにな

ると、この公共交通機関を利⽤して町へ農産物や

⽊材を出荷できるようになり、マツやトーナの植

林が活発化した。 

 村⼈たちは⼭の稜線でマツを植え、家屋の周囲

や川沿いにトーナやココヤシなどを育ててている。

村には専⾨の伐採業者がいて、直径 40cm ほどの
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トーナであればチェーンソーを使って 2〜3 時間

で伐採・製材してしまう。板材を道路沿いに積み

上げておくと、連絡を受けた運搬業者がトラック

に積み込んでトゥンドゥマの材⽊市場へ運んでく

れる。 

 この村には⽊材流通の⻑い歴史はないが、トー

ナの⽣育に適した湿潤な環境と、⽣産から出荷ま

でのサプライチェーンが整っており、育成林業が

しっかりと地域経済に組み込まれていた。 

 

4-3.  林業形成を後押しした町トゥンドゥマ 

 上述した Is 村でわずか 10 年ほどのあいだに育

成林業の体制が整ったのは、そこに⼤きな病院を

中⼼に⼈と物の流れがあったことと、そして何よ

りも近くに国境の町トゥンドゥマが存在していた

ためである。タンザニア国内における家具材の慢

性的な不⾜を背景に、トゥンドゥマにはザンビア

やコンゴ⺠主共和国産の天然材が集積していった

[Lukumbuzya and Sianga 2017]。この⽊材を⽬当て

にトゥンドゥマには材⽊商や家具職⼈だけでなく、

チェーンソーを販売する商⼈も集まり、国内有数

の⽊材流通拠点となっている。 

⽊材はこの町で品質に応じて選別された後、良

質な材はダルエスサラームへ運ばれ、低質な材は

トゥンドゥマで⼩売りされる。低質であっても天

然材の価格は⾼く、トゥンドゥマにおける 2023 年

の⼩売価格は植林⽊の材（ユーカリやパツラマツ

など）が 333〜403 TZS/㎥（0.13〜0.16 USD/㎥）で

あ る の に対し 、 ザ ンビア 産 の天然 材 （ Afzelia 

quanzensis）は 1,388 TZS/㎥（0.54 USD/㎥）と 3〜

4倍の値段であった。⼀⽅、物理的な性質や⾊調が

天然材と似ているトーナ材も植林⽊であるため

577 TZS/㎥（0.22 USD/㎥）と⽐較的安価で売られ

ていた。 

 2000 年以降、タンザニアでは地⽅分権化が進み、

地⽅都市の⼈⼝は急速に増加している。トゥンド

ゥマもその例外ではなく、2002 年に 25,000 ⼈だっ

た⼈⼝は、2022 年には 220,000 ⼈にまで増加した

[Tanzania 2022]。町に居を構えた移住者は、ベッド

やテーブルなどの家具を必要としたが、天然材は

⾼価であったため、安価なトーナ材を求めるよう

になった。こうした安価な広葉樹材需要の⾼まり

も、育成林業の成⽴を後押ししたと考えられる。 

 

4-4. 多様な⽤途に利⽤されるトーナ 

 肥沃な⼟壌や降⾬に恵まれているボジ県やキエ

ラ県では、コーヒーやカカオ⽣産が安定的な収⼊

源となっている。こうした地域では、基幹産業を

⽀えるための⽔源涵養林や被陰樹として、また地

域の⽣活を⽀える⽊質燃料としてトーナが植栽さ

れていた。 

 ボジ県は国内有数のコーヒー⽣産地である。コ

ーヒーは乾季の 9 ⽉に開花のために⼀時的な降⾬

を必要とするため、ボジ県 Lw 村のコーヒー農家

H ⽒はその時期に⼗分な降⾬がない場合、畑近く

の湧⽔池から⽔を汲んでコーヒー畑に灌漑してい

た。ただ最近は乾季の池の⽔位が著しく低下する

ようになり、灌漑⽔を得られなくなっていた。そ

こで H⽒は池の周囲にトーナを植えて⽔源涵養林

をつくって湧⽔池を復活させ、コーヒー⽣産を安

定させた。 

 コーヒー産地は⼈⼝密度が⾼く薪⽤の林地を維

持できないため、燃料は慢性的に不⾜している。

ボジ県 Ig 村の B⽒は、コーヒー産地に住みながら

あえてコーヒーを栽培せず、畑の端でトーナを列
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状に育てていた。樹⾼約 3m で摘⼼し、そこから萌

芽した枝を薪として販売している。トーナの旺盛

な萌芽⼒と⽣育の早さを利⽤した巧みな⽣業で、

B ⽒は薪からコーヒーをしのぐ⾼収⼊を得ていた。 

 ⽣⻑の早いトーナはカカオの被陰樹としても活

⽤されている。カカオの栽培が盛んなマラウィ湖

畔のキエラ県では、カカオ畑の林間に樹⾼ 30m を

超えるようなトーナの⼤⽊があちらこちらに⽣え

ている。いつどこから持ち込まれたのかは不明で

あるが、Ip 村ではこうした⼤⽊から散布された種

⼦がカカオ園の林床で芽⽣え、⼀部は間引かれず

にカカオの被陰樹として利⽤される。⼗分に⽣⻑

したトーナはときどき伐採され、板材として利⽤・

販売されていた。 

 

5. まとめと考察 

イレジェ県 Is 村でトーナの⼩規模な林業が始ま

った背景には、⽣⻑の早い外来樹の存在、地⽅都

市トゥンドゥマの拡⼤、家具材需要の⾼まり、道

路の整備、輸送⼿段の確⽴、チェーンソーの供給

といった諸条件が揃い、⽊材サプライチェーンが

整ったことがあった。Mf 村はかつての Is 村のよ

うに⾃家消費⽤にトーナを数株ずつ植えているが、

流通の条件が整えば商業林がつくられていくのか

もしれない。トーナは⽊材⽣産に限らず、薪⽣産

や⽔源涵養林、カカオの被陰樹としても植林され

ていた。こうした事例は、他の⽣業と強く結びつ

きながらも、林が本来持つ機能が⼈⼯林によって

復元されたと評価できるだろう。 

以上の事例は、従来は環境劣化の要因とされて

きた市場経済の広がりが、現在では農村の⾃然環

境を修復する原動⼒となっていることを⽰してい

る。トーナのような⽣⻑の早い外来樹をうまく活

⽤することは、これまで⾃然林に依存していた薪

や建材などの負荷を⼈⼯林に分散させることにつ

ながり、⾃然林に再⽣の暇を与えることが期待さ

れるだろう。 
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■研究報告 

フィジー共和国バトゥレレ島における樹⽪布

「タパ」とその製作を介した交換⾏為 

 

緒⽅ 良⼦ 

北九州市⽴⼤学 

⼤学院社会システム研究科 

 

 

1. はじめに 

本研究は、フィジー共和国（以下、フィジー）の

バトゥレレ島において実践されている、タパと呼

ばれる樹⽪布製作を起点とした交換システムの構

造と特性を明らかにすることを⽬的とする。あわ

せて、この交換システムが、伝統的な贈与交換の

慣習に現代の経済的要素を巧みに取り⼊れたもの

であることを、具体的な事例をもとに考察する。 

 

2．タパとは何か 

タパとは、植物の靭⽪部を叩き伸ばすことで作

られる布である。南太平洋におけるタパの主な原

料植物はカジノキ（Broussonetia papyrifera）である

が、地域によってはパンノキ（Artocarpus altilis）

やバイヤンボタイジュ（Ficus benghalensis）なども

使われている。 

オセアニアでは⼀般的にタパと呼ばれ、その語

源はタヒチ語に由来する。地域によって呼称は異

なり、調査地であるフィジーではマシと呼ばれ、

結婚式や葬式といった冠婚葬祭において、⽋かす

ことのできない重要な贈り物として⽤意される。 

フィジーにおけるタパ利⽤の特徴は、限定的な地

域にとどまらず、国内全域で贈与財としての使⽤

が広く根付いている点である。 

 

3．調査地概要  

本研究の調査地であるバトゥレレ島は、⾸都ス

バを含む本島から南東32キロメートルに位置し、

⾯積は 32 平⽅キロメートルの⽯灰岩の⼩島であ

る。また、バトゥレレ島は4 つの村で構成され、村

は北側から南側にかけての東側海岸沿いの約7 キ

ロメートルの間に点在している。1988 年にシドニ

ー⼤学がバトゥレレ島での⽔資源調査をおこなっ

た際の報告書によると、現地看護師が報告した

1986年の総⼈⼝は841⼈、世帯数は160 世帯であっ

た。村ごとの⼈⼝は、タウノボ村279 ⼈、エクンボ

村334 ⼈、ロマニカヤ村87⼈、ボワンガ村141⼈と

報告されている［McInnese 1988］。2022年の調査時

に筆者が村⼈に尋ねたところ、島の総⼈⼝は約

1,000⼈という回答だった。 

バトゥレレ島と⾸都を含む本島は、⼩型のエン

ジンボートがつなぐ。船は週に2、３回出ており、

バトゥレレ島に住む村⼈が船の持ち主であった。

⾼校⽣以上の成⼈は船⻑に⽚道約2,400円を⽀払

う。⼦どもたちは年齢によって運賃が異なってい

た。 

バトゥレレ島の4 つの村において、現⾦収⼊や

⽣活に必要なものを得る主な⽅法はタパを作るこ

とであり、タパ作りは⼥性の仕事とされている。

多くの男性は、タパの材料となる⽊や農作物の収

穫などの畑仕事に従事している。天気が良い⽇に

は、早朝や夜中に漁に出て⿂を獲ることもある。

筆者が滞在中に、夫が妻の作業を⼿伝う様⼦が何

度もみられたことから、タパ作りにおいて男性の

参加は必ずしもタブー視されてはいない。 

 

4. 「贈与的交換」と「経済的交換」 

 本研究では、彩⽂されたタパや無地のタパ、各

段階の作業そのものを介した交換が⽇々おこなわ

れていたことに着⽬する。それらの交換がどのよ

うな性格をもつものであったのかを分析する軸と

して、「贈与的交換」と「経済的交換」の２つの
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交換の傾向について整理したい。 

 贈与とは他者に何かを贈る⾏為であるが、それ

は必ずしも対価が必要とはされない。しかし、贈

与⾏為を受けた⼈は、お返しをしなければいけな

いという社会的義務や負債をおい、贈与をおこな

った⼈はなにかしらの形で贈与は返済されると期

待する。これらをモースは、贈る義務、受け取る

義務、返礼する義務という３つの義務として説明

している［モース 1962,1976］。 

モースの論考を踏まえて、伊藤は好意や信頼に

根ざした当事者間における⼈格的⾏為にもとづい

た相互作⽤をもつものを贈与交換とした。その対

照的なものとして、売るや買う、⽀払うなどの⾮

⼈格的な⾏為にもとづいた相互作⽤をもつものを

経済的交換と分類した［伊藤 1995］。このよう

な交換における⼈格性また⾮⼈格性は交換を分析

するうえで着⽬すべき特徴である。 

加えて、⼩⽥は返済の速度や負い⽬の感情など

の⾏為に付随するものに価値や意味があると捉え

る［⼩⽥ 1994］。負い⽬の感情を持つ期間の⻑

さは、関係を創造することにつながり、逆にすぐ

に返すと関係性は清算されることになる。返済の

速度や負い⽬の有無もまた交換事例の特徴を捉え

る際に指標の1つとなる。 

以上の論考を参考に、本論では経済的交換から

贈与的交換という⼤きく２つの傾向にわけ、「経済

的交換」の特徴として以下の5つを指標とする。 

 

1. 互酬性は厳しく意識される 

2. 即時的に返済される 

3. 負い⽬は⽣じにくく交換関係の持続性は低い 

4. 近代貨幣を介する 

5. 知り合いではない⼈同⼠のやりとり 

「経済的交換」と「贈与的交換」の特性は対に

なる関係であり、経済的交換の傾向が弱いものは

贈与的交換の傾向が強くなるような⽐例関係にあ

る。また⼀般に、互酬性は社会関係などが作られ

る⼈格的⾏為にもとづく交換の場合に注⽬され

る。しかし、中川が⾒知らぬ⼈との交換や売買な

どにおいては代価をすぐに返す必要があり、互酬

性が厳しく意識されると述べていることから、経

済的交換でも指標のひとつとして設定したい［中

川 1992］。 

この 2 つの交換の傾向は、両者は 1 つのベクト

ル上の両極であり、その間にはグラデーションが

ある。 

 

5．製作⼯程と交換事例 

5-1．バトゥレレ島における製作⼯程 

バトゥレレ島の製作⼯程は、⼤きく６つに分け

ることができる。⼯程１では材料となる⽊の収穫

をおこない、⼯程２では⽊から靭⽪（樹⽪）を取

り出す剥⽪をおこなう。⼯程３は、タパ作りの主

な作業である叩き伸ばす段階であり、⼯程４では

⼯程３で叩き伸ばしたタパを乾燥させる。⼯程５

は乾燥を終えた無地のタパを必要なサイズに切り

貼りする成形である。最後の⼯程 6 は、無地のタ

パに彩⽂をおこなう段階である。 

特徴的なのは、叩延の段階はさらに３つに分け

られることである。バトゥレレ島では英語話者が

多いためか、それぞれを「ステップ１

（Step1）」、「ステップ２（Step2）」、「ステップ３

（Step3）」と話す場合が多かった。ステップ 1 で

は、強く叩き繊維をほぐすことを主な⽬的とす

る。ステップ２では、ステップ 1 で叩き延ばし

た靭⽪を、横幅 20 センチメートル程度に、1 ロ
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ール分の靭⽪の横幅の⻑さを揃えていく。ステッ

プ３では、ステップ 2 で叩いた靭⽪７〜８枚（１

ロール分）をすべて合わせて 1枚の⼤きなタパに

するために、叩きながら貼り合わせていく。 

以上がバトゥレレ島で観察されたタパの製作⼯

程であり、６つの⼯程の中で交換がおこなわれて

いたのは、収穫、叩延、成形、彩⽂の段階の４つ

の段階である。では、それぞれの段階での交換に

ついて詳細に述べていく。 

 

5-2.［⼯程１］収穫における交換事例 

この段階では、主に 50 本〜60 本の収穫したタ

パの⽊が叩きの作業や彩⽂の作業と交換されてい

た。実際に観察された事例では、50 本〜60 本の

タパの⽊が、５ロール分の靭⽪をステップ１から

ステップ２までの叩きの作業と交換されていた。

彩⽂の作業との交換の場合は、縦 6 フィート、

横 4 フィートのタパを３枚分彩⽂する作業と交

換されていた。 

 

5-3.［⼯程３］叩延における交換事例 

この段階での交換が、⽇々活発的におこなわれ

ていた。村には１ロールをステップ２まで叩く作

業に対し 5 ドルを⽀払うという交換が根付いて

いた。ここでの１ロールとは、７、８枚程度の靭

⽪をロール状にまとめたものを指し、材料となる

靭⽪は叩くことを依頼する側によって準備され

る。この交換は、「トゥトゥ 5 ドル」という名称

をもち、村のシステムとして根付いていた。ま

た、現⾦との交換だけではなく、叩く作業と様々

な⾷品との交換もみられた。例えば、２ロール分

の靭⽪をステップ１からステップ２までの叩く作

業と 7 つのツナ⽸や、インスタントヌードル 5 パ

ックとトマト⽸１つなどと交換がおこなわれてい

た。 

トゥトゥ 5 ドルの場合には明確なレートがある

が、モノとの交換の場合は、相互に交渉がおこな

われ、明確なレートをもたない場合が多い。 

 

5-4.［⼯程 5］成形における交換事例 

村の⼈々は「成形を終えた無地のタパは、島の

なかでなんでも交換できる」と語り、実際にサイ

ズごとに、様々な⾷品やタパ作りの材料などと交

換されていた。本節では、実際におこなわれた交

換事例を１つ取り上げ、その仕組みについて詳細

に述べていく。 

筆者のカウンターパートである 40 代の U は、

縦 6 フィート、横 2 フィートのタパを、従姉妹で

ある同じく 40 代の⼥性と、5 パック⼊りのイン

スタントヌードル、トマト⽸ 1 つ、卵 30個⼊り

のパック 1 つ、ツナ⽸ 4 つと交換した。 

縦６フィート、横２フィートのサイズの無地の

タパは、村では約 2,300円の価値であり、本島で

は約 3,600円の価値がある。また、交換された多

様な⾷品類の価値は、村では約 3,350円、本島で

は約 1,980 円になる。 

この４つの数字をもとに、モノや現⾦ではな

く、なぜ無地のタパとモノを交換するのかについ

て考えたい[A]。タパを渡す側に着⽬すると、

2,300円分のタパで 3,350円分のモノを得てお

り、1,050円分の利益が⽣まれている。 

次に、モノを渡す側の損益を計算したい。モノ

の仕⼊れは、10 ⼈ほどとの交換を⾒込んでいた

ため、10 ⼈と交換した場合として試算する。モ

ノを渡す側は約 1,980円分のモノでタパ約 2,300

円をもらう。その差額により、3,200円の利益と
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なる。さらに、交換で得た無地のタパを本島で売

るため、36,000円分の利益となる。 

仕⼊れから本島での販売までの⼀連の流れを⼀

⼈では難しいので⼆⼈でおこなったと仮定し、モ

ノの仕⼊れとタパを売りに⾏くための本島への交

通費２往復分を差し引くと、合計 11,560円の利

益となる。 

ここで、なぜ現⾦やモノではなく無地のタパを

⽤いるのかを考えるために、想定事例として 2 つ

の場合の利益を⽐較して考えたい。 

まず、モノを本島のマーケットから仕⼊れて、

それらを村⼈に売り現⾦を得る場合である[B]。

この場合は、本島で仕⼊れたモノと村での販売価

格との差額で、約 1,570円の利益となる。こちら

も 10 ⼈と交換した場合は、約 15,700円となり、

⼆⼈分の１往復分の交通費を差し引くと、約

1,880円の利益となる。 

次に、無地のタパを村⼈から仕⼊れし、本島で

販売する場合ではどうだろうか[C]。これは、村

の中でのタパを現⾦で買取り、本島のマーケット

で卸し売りする場合を指す。この場合は、村⼈か

ら約 2,300円のタパを同額の約 2,300円で仕⼊

れ、本島での卸値との差額から、約 1,300円の利

益が⽣まれる。こちらの場合も 10枚仕⼊れたと

仮定すると、約 13,000円の利益になる。⼆⼈分

の往復交通費を差し引くと、合計 880円の損失と

なる。そのため、⼀⼈で⾏った場合を考えると、

合計約 6,090円の利益となる。 

実際にバトゥレレ島でおこなわれていた無地の

タパとモノの交換と⽐較するために B と C の２

つの場合の利益を試算した。それぞれの利益に着

⽬すると、A のモノを仕⼊れて無地のタパと交換

した場合の利益が最も⾼く、その理由として、村

と本島で⼆重の利益を得ることができていたから

である。また、既に記述したように、A の場合の

みタパを渡す側の村⼈たちも、安くモノを得るこ

とができている。このことから、タパを使うこと

によって、両者が現⾦を使うよりも得をしている

ことから、現⾦ではなくタパを貨幣とした交換が

おこなわれていたことが理解できる。 

 

5-5．［⼯程 6］彩⽂における交換事例 

彩⽂されたタパは村の中では、モノやお⾦との

交換には⽤いられず、冠婚葬祭の場での贈与財と

して使⽤される。筆者が滞在中にバトゥレレ島で

乳児が亡くなった際に、合計３枚のタパが亡くな

った乳児の⺟の親族である⼥性たちから贈られる

ことがあった。その他にも、結婚式の際に、妻⽅

親族から夫⽅親族にたいしてタパが贈られる場⾯

も観察された。 

このような冠婚葬祭の場だけでなく、彩⽂され

たタパは本島のマーケットでの顧客らとの売買に

も⽤いられていた。 

 

6．どのような交換が実践されていたのか 

 段階ごとにみられる交換事例を、最初に⽰した

「経済的交換」の 5 つの指標に照らし合わせると

⼤きく６つに分類される。 

1 つ⽬が、「タパが近代貨幣と交換される事

例」であり、本島での売買が主な事例である。こ

こでは、タパはモノとして扱われる。2 つ⽬は、

「タパ作りの労働が近代貨幣と交換される事例」

でトゥトゥ 5 ドルが中⼼となる。3 つ⽬が、「タ

パが近代貨幣のように使⽤される事例」であり、

無地のタパと多様なモノが交換され、可変的であ

る近代貨幣のように使⽤されていた。次に「タパ
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作りの労働がモノと交換される事例」であり、叩

く作業とモノが交換されていた。5 つ⽬は、「労

働と労働が交換される事例」であり、絵付けの作

業と叩く作業などが交換される。6 つ⽬は、「タ

パが贈与財として使⽤される事例」であり、結婚

や葬式の際に彩⽂されたタパが贈られ、タパが特

定⽬的貨幣として扱われていた。 

それぞれの交換において、交換者の関係性や交

換動機は異なっていた。作業をすすめたいという

場合もあれば、お⾦やモノを必要とする⼈にたい

して、トゥトゥ 5 ドルなどを介し贈ることも多く

みられた。 

バトゥレレ島で観察された多様なやりとりを総

じて交換と記述したが、実際には、1 つ⽬は売買

であり経済的交換の傾向が⾮常に強い。⼀⽅、６

つ⽬はタパが贈与財として贈られており贈与的交

換だといえる。１から 6 につれて贈与的交換の傾

向が強くなっているが、どの交換においても島内

島外と接続しながら、経済的交換から贈与的交換

までグラデーションをもった交換が実践されてい

た。 

 

7．伝統と現代経済の融合した交換⾏為 

バトゥレレ島の村⼈たちは、タパ作りの技法と

それを⽤いた多様な交換活動を通じて、複合的な

社会経済ネットワークを形成していた。このネッ

トワークは、フィジーに根付く伝統的な贈与交換

の慣習に、タパへの国外からの需要や貨幣経済と

いった現代的な経済要素を巧みに取り⼊れたもの

と捉えることができる。 

バトゥレレ島で実践されていた⼀連の交換⾏為

は、⼀⾒すると資本主義的な分業のようにもみえ

るが、実際には「暮らしやすさ」を重視した、柔

軟で多層的な社会経済ネットワークであると筆者

は考える。 

さらに、この交換システムは、タパ製作におけ

る修得度合いに応じており、個々の能⼒にあわせ

た多様な関わり⽅が可能であった。そのため、さ

まざまな社会的背景を持つ⼥性たちのタパ作りへ

の参⼊を促し、バトゥレレでの⽣活を営みやすく

する仕組みとして機能していた。こうした仕組み

が、バトゥレレ島の⼈びとの⽣涯に今後どのよう

な影響を与え続けるのか、引き続き注⽬していき

たい。 
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■研究報告 

ザンビアの都市部における有機ごみの集中と農

村部での肥料不⾜ 
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有機物循環プロジェクト 

 

 

1. はじめに 

世界では⼟壌侵⾷により、年間推定 750 億トン

の⼟壌が失われているという（Eswaran et al. 2001）。

サブサハラアフリカでは 1950 年から農地の 65%

が荒廃を続け 2050 年までに 90%までに拡⼤が危

惧されている（FAO & ITPS 2015）。⼈為的劣化は

世界の農地の 34%（16 億 6000 万 ha）に影響を及

ぼしているとの推定もある（FAO 2022）。 

⼟壌の養分は農作物、畜産物、林産物、薪など

の形をとって⽣産地である農村から消費地である

都市部へと移動する。養分の流出は経済活動と密

接に関係して⼀⽅通⾏に加速を続けてきた。⼤⼭

（2015）は農村−都市間の養分収⽀の不均衡が、

⼟地の荒廃の要因であると指摘する。 

都市で消費された⾷物などの養分は、ごみや下

⽔汚泥として蓄積し衛⽣や処理の問題を引き起こ

している（有機物循環プロジェクト 2024）。⼀⽅で、

農村では不⾜する⼟壌養分を化学肥料で補ってい

るのが現状である。とくに単⼀作物の栽培（モノ

カルチャー）は、⼤量の化学肥料や農薬、エネルギ

ーを⽤いる⾃然環境への負荷が⼤きい農業の形態

である。 

ザンビアの乾燥疎開林地帯では焼畑耕作がお

こなわれてきたが、1980 年代の農地改⾰とともに

トウモロコシのファーム耕作に移⾏した（⼤⼭

2008）。シコクビエ、キャッサバやラッカセイ、マ

メ類などの混作に代わって F1 トウモロコシの単

⼀栽培が普及した（同書）。トウモロコシ栽培は、

農業投⼊財補助プログラム（FISP）の政府補助⾦に

よって供給される化学肥料の使⽤で成り⽴つが、

補助は政治状況に左右され不安定である（Hara 

2017）。 

ザンビアの耕作地 1ha あたりの化学肥料の使⽤

量はサブサハラアフリカ平均の 3 倍以上にあたる

（World Bank 2025）。⼩規模農家は、種⼦や肥料な

どの必須資材の⼊⼿にあたってコスト上昇、資⾦

不⾜、気候変動による資材の適時投⼊の妨げなど、

多くの困難に直⾯している（Malesu et al. 2014）。 

本稿の⽬的は、化学肥料に頼らない場合、作物

に不可⽋な養分となる有機ごみが、ザンビアの都

市部と農村部でどの程度利⽤されているかを明ら

かにすることである。 

 

2．調査地概要 

調査地のザンビア共和国南部州は平均年間降⾬

量が 800 mm 程度の温帯夏⾬気候に位置する。11

⽉〜4⽉は⾬季、5⽉〜10⽉は乾季にあたる。近年

の世界的な異常気象の例にもれず、当該地域も気

候変動の影響が著しい。2023/2024 年、南部アフリ

カではエルニーニョ現象により降⽔量が激減した

（USAID 2024）。ザンビアでは主⾷作物であるト

ウモロコシの播種・成⻑期である 11⽉〜3⽉の降

⾬量が平年⽐で 100mm 減となる⼤⼲ばつが発⽣

した。 

ザンビアでは⾸都ルサカやコッパーベルト州が

急激な⼈⼝増と都市化を経験している。調査地の

南部州では⼈⼝ 283 万⼈のうち 74.3%は農村⼈⼝、

25.7%が都市⼈⼝である（Zambia Statistics Agency 

2022）。 

農村部を直撃した⼲ばつは⾷料事情にも⼤きな

影響を与えた。農村では 100 万〜200 万 ha の畑で

収穫できず⾃給のための作物さえ確保できない状

況であった。また都市では⾷料価格が⾼騰したた

め 100 万世帯が⾷料不安に陥ったとされる（IFRC 

2024）。 

農業⼤⾂の声明によれば、2023-2024 FISP によ

る肥料と種⼦の受給者は南部州だけでチョマ県の

131



⽣態⼈類学会ニュースレター No.31 

 

⼈⼝に匹敵す る 18 万 ⼈ に の ぼ る （ National 

Assembly of Zambia 2024）。州都のチョマ市の⼈⼝

は 5 万⼈である（Choma Municipal Council 2021）。 

本稿のデータは南部州チョマ県において 2024

年 8 ⽉（乾季）に筆者らの現地調査と本プロジェ

クトと MOU を結んだザンビア⼤学との委託事業

によるチョマ県の有機物循環に関する調査の成果

にもとづく（Membele 2024）。調査チームによる構

造化インタビューは 2024 年 8⽉ 19⽇〜23⽇にチ

ョマ市内と市から 70km ほど離れた郊外の農村で

おこなわれた。聞き取りはチョマ市の S 地区・Z

地区の 133 世帯および S 村 126 世帯を対象にし

た。 

 

3．チョマ市のごみ組成と有機ごみの利⽤ 

筆者が 2024 年 8⽉ 22⽇〜29⽇の 1週間に実施

した⽣活ごみの組成調査では、チョマ市 S 地区 15

世帯からもらいうけた 1 週間分の⽣活ごみを分別

したのち、デジタル秤（CUSTOM CS-10KWP）を

使って重さを量り、内容物を記録した。その際、世

界銀⾏などの先⾏調査との⽐較できるように分別

は有機物、紙・段ボール、プラスチック、ガラス、

⾦属、その他の 6 分類を基本とした。 

その他に分類されるごみのうち、量が多く、選

り分けが可能であったオムツや布も量った。また

調査の主眼は有機ごみであるため、有機物を園芸

⽤ふるい（5mm）にかけて⼟砂と、落ち葉、⾷品

は可能な限り分離した。 

15 世帯の 1週間分のごみ総重量は 335.9kg であ

った。ごみの内訳は⼤きい順に、有機物 73.8%、そ

の他 16.8%、プラスチック 6.7%、紙 1.4%、ガラス

1.0 %、⾦属 0.2%であった。⾸都ルサカ市のごみの

組成は、有機物 40％、その他 40％、紙 9%、プラ

スチック 7%、ガラス 2%、⾦属 2％という⽐率に

なっており、チョマ市のごみはルサカ市と⽐べて

有機物の割合が⾮常に⾼いといえる（図 1）。 

計量したごみのうち有機物を細かくみていくと

「植物性のごみ」が 10.8kg、「⾷品由来のごみ」が

32.7kg、そして分別が困難な「混合有機物」が

204.5kg あった。 

ふるい分けられた⼟砂は 43.1kg におよんだが、

これは先⾏調査の分類に合わせるため図 1 ではお

むつ 16.4kg とともに「その他」に含めている。⼟

砂には調理⽤の炭や薪の灰も含まれている。 

植物性ごみは、庭⽊の落ち葉や枝、草本の茎や

葉などを含む。⾷品ごみは、主⾷のシマ（メイズの

粉を練った固粥）やトウモロコシの芯、果物の⽪、

調理くずなどの不可⾷部のうち、⽬視により取り

分けることができたものである。また分別が困難

なほど雑多な有機物が混合したごみが重量の 6 割

を占めていた。 

調査世帯のごみのうち植物、⾷品、混合と⼟砂、

合計 86.6%が堆肥に適切な材料で構成されている

ことが明らかになった（写真 1）。 

図 1 ルサカ市とチョマ市の⽣活ごみの組成 

（出所：ルサカ市に関してはWorld Bank 2024、 

本調査をもとに筆者作成） 

 

写真 1 堆肥の材料となるごみ 
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都市住⼈世帯による有機ごみの利⽤については

ごみの処理、家庭菜園と家畜の有無を聞き取った

（図 2）。チョマ市 S 地区、Z 地区の 133 世帯のう

ち、7割の世帯が住居に隣接した家庭菜園（Garden）、

3割の世帯が家畜を保有していた。しかし、家庭菜

園を持つ世帯で「有機物を分別しコンポストをつ

くったことがある」と答えた世帯は 3 割弱にとど

まる。 

都市住⼈が保有する家畜はニワトリ（平均 15

⽻）、アヒル（平均 7⽻）など家禽が多い傾向がみ

られた。 

住⼈たちに⽣活ごみ全般の処理⽅法を訊ねた質

問には 43 世帯（32.3%）が市や⺠間業者、無許可

の個⼈による収集サービスを利⽤していると回答

した。残りの 90 世帯（67.7%）は⾃ら処理をして

いた。複数回答可にした結果、収集サービスを利

⽤している世帯は⾃家処理もおこなっていること

もわかった。 

住⼈たちが⾃家処理の⽅法として挙げた回答で

は、燃やす（回答数 n=66、以下同様）がもっとも

多い。続いて順に、⽳に放り込む（29）、埋める（19）。

保管する（9）、野積み（7）、家畜の餌にする（6）、

菜園に撒く（6）、コンポストまたは堆肥を作る（6）

となった。少数意⾒にはトイレに流す（1）、鶏糞は

売る（1）というものもあった。 

ごみの⼀部でも堆肥・コンポストや餌として利

⽤しているのは 8 世帯（6%）に過ぎない。前出の

堆肥づくりに関して「はい」と答えた 3 割との差

が⽣まれている。これは普段から常に有機ごみを

利⽤している世帯と、時折、または過去に利⽤し

た世帯や、家庭菜園ではなく居住地外の畑で作物

残渣や家畜糞を使ってコンポストを作ったことの

ある世帯の合計との乖離から⽣じたと分析される。 

つまり⽇常的に有機物を使う世帯は少数であり、

チョマ市では、住⼈の捨てる⼤半の有機物がごみ

として燃やされ、埋められ、野積みの処分地に運

ばれている。 

 

4．チョマ農村部における有機ごみの利⽤ 

農村におけるインタビューでもごみの処理、家

庭菜園と家畜の有無を聞き取った（図 3）。S 村の

調査対象世帯では家庭菜園は全世帯が、家畜は 9

割以上の世帯が保有していた。 

⽣活ごみの処理については、都市部のように収

集サービスや処分地への投棄と答える世帯はなく、

全世帯で⾃家処理をしていた。具体的な処理⽅法

（複数回答可）は、保管（62）、燃やす（47）、⽳に

放り込む（43）、埋める（36）、コンポスト・堆肥

（28）、菜園・畑（25）、家畜の餌（24）であった。 

有機ごみの利⽤状況で分けると、肥やしや餌と

して利⽤する 73%と、利⽤せずに⽳に埋める 26%

という⽐率となった。コンポストを作る、畑で使

うという答えの合計からも 9 割⽅の世帯が有機ご

みを分別しているといえる。聞き取りによると、S

村では落ち葉、草、茎、灰、シロアリ塚、⾷品ごみ、

家畜糞などが有機ごみとして認識されている。 

都市とは違い、村では保管、燃やす、埋めるのが

 

図 2 チョマ市における有機ごみの処理（n=133） 

（出所：筆者作成） 
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図 3 チョマ農村部における有機ごみの処理（n=126） 

（出所：筆者作成） 
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畑で利⽤する前の処理であることを⽰唆する回答

がみられた。植物性のごみを燃やした灰や保管し

て寝かした堆肥を畑に撒くという。しかし、その

量は畑の全⾯積をカバーするには⼗分でないと答

えた世帯は 95.2%にのぼり、家庭菜園には⾜りて

も畑には⾜りていないことが明らかになった。 

家畜は保有数の多い順にニワトリ（平均 8 ⽻）、

ヤギ（平均 7頭）、ウシ（平均 6頭）、ホロホロチ

ョウ（平均 8⽻）、ブタ（平均 6頭）であった。町

に⽐べて村ではヤギ、ウシなど⼤型の家畜が好ま

れている。 

家畜糞、なかでも⽜糞（トンガ語で Buhumba）

は、使⽤している世帯は 73.8%にのぼった。夜間の

宿営地の囲いの中に家畜が落とす糞を、畑に運ん

で肥やしにしている。また、⽜糞を施肥している

93 世帯は平均で⽜⾞ 7.8 台分の量が必要と回答し

た。飼っているウシの糞では⾜りず、お⾦があれ

ば世帯外から購⼊するという。このことからも⽜

糞は Manure（堆肥）として価値が⾼いと考えられ

ていることが⽰唆された。 

調査期間は端境期にあたったが、⼲ばつのため

少なくない世帯で収穫がゼロという厳しい状況に

あった。それらの世帯からは、主⾷のミルミル（ト

ウモロコシ粉）や種⼦、肥料を購⼊するために家

畜を売却せざるを得ないという声が聞かれた。家

畜を売ったと回答した 93 世帯が⼿放した合計 934

頭／⽻は実に、例年の 1.2倍にあたる。 

家畜の売却にともない糞の量も減少して、84%

の世帯が堆肥の不⾜を訴えていた。農家は FISP に

よって補助される安価な化学肥料でしのいだり、

家畜を売った現⾦を堆肥の購⼊に充てたりするこ

とを余儀なくされていた。  

⾃分の畑の⼟壌状態を悪いと表現した農家は 81

世帯（62%）あり、多数のあげた理由は、肥料なし

では低い収量（60）、貧栄養（25）であった。農家

は化学肥料について「価格が⾼い」「成⻑が早い」

「即効性がある」「使い続けないと収量が得られな

い」「⼟壌がやせていく（貧栄養）」と認識してい

た。有機肥料については、「化学肥料より安価」「ゆ

っくり⻑く効く」「⼤量に必要」「⼟壌を良くする」

「安全で栄養価が⾼い作物になる」と認識してい

た。 

有機肥料を買うかという質問には、はい（34.1%）、

いいえ（20.6%）、買わないが興味ある（23.8%）、

買うことができない（21.4%）という回答があった。

この結果から「いいえ」と答えた 26 世帯以外の 100

世帯が有機肥料の利⽤を考えているが、半数以上

が購⼊に⾄っていないことがわかる。 

また、化学肥料・有機肥料ともに、「効果を発揮

するためには⼗分な⾬量が必要」という意⾒は、

⼲ばつへの対処の喫緊性を浮かび上がらせた。 

 

5．おわりに 

本調査からは、都市と農村間の有機物の偏在が

明らかになった。農村部では有機ごみや家畜糞が

積極的に堆肥として利⽤されていたが、都市部の

有機ごみは野積みまたは焼却されている。住⼈の

⼤半が持つ家庭菜園での有機ごみの利⽤率も低い。

⼀⽅、農家は気候変動や肥料価格の⾼騰に対処す

るため家畜の売却しており、家畜糞の量には限り

がある。 

ザンビアの循環型経済に関する政策提⾔は、有

機廃棄物からエネルギーや肥料を⽣み出す機会の

損失を指摘する（Hazemba & Culbe 2024）。国内で

年間 390 万トン排出される都市廃棄物のなかの有

機物が適切に管理され堆肥化された場合の価値を

1 億 3000 万⽶ドルと推定する報告も存在する

（Tandem Circular Consulting 2024）。これほどのポ

テンシャルが試算されながら、リサイクル率は未

だ 6%という低い⽔準にある。障壁となっているの

は⾼額な設備投資、規制や政策の不⼀致、未発達

な市場、廃棄物バリューチェーンでの調整不⾜と

いう（同書）。たしかに廃棄物ビジネスは⼤規模に

なるほど、経済的利益を確保するためにハードル

が⾼くなる。 

廃棄物バリューチェーンを構成しているのは地

134



⽣態⼈類学会ニュースレター No.31 

域の⼈びとである。地⽅都市とその郊外という⼩

さな環のなかで有機物を燃やさずに利⽤すれば、

ごみ問題と⼟壌の荒廃という地域の課題の解決に

つながる。つまり、未利⽤の都市の有機ごみを堆

肥として農村の畑に戻すことができれば、都市− 
農村間の養分のバランスを是正できる可能性があ

る。 

本プロジェクトでは、地域のバイオマス循環シ

ステムの構築のために、⼩規模で低コストで、⼈

びとが参加したくなる仕組みづくりをめざしてい

る。ローカルな資源を活⽤しながら、住⼈と収集

する⼈、処理する⼈、農家をつなぐ実践的研究に

取り組んでいきたい。 
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■研究報告 

インドネシア・バンガイ諸島におけるタコ漁に

ついて 

 

中野 真備 

甲南⼥⼦⼤学 

⼈間科学部 

 

 

1. はじめに 

東南アジア海域世界では、海産物が⼈の移動や

交易ネットワークの構築に重要な役割を果たして

きた。とくにナマコやフカヒレのように中国市場

への輸出を⽬的とするものは「特殊海産物」とよ

ばれ、これらは⽣産地ではほとんど消費されるこ

とがない［鶴⾒ 1987］。なかにはハタやトラフジ

ャコのように、もともと在地で消費されていた海

産物が技術⾰新やインフラ整備により特殊海産物

「化」した例もある［⻑津 2018］。 

他⽅、近年では海洋資源の減少により、これま

で特殊海産物の採捕の担い⼿となってきた漁村社

会も⼤きく変容しつつある。本稿では、こうした

変化の中で新たに注⽬を集めているワモンダコに

焦点をあて、インドネシア・バンガイ諸島の漁村

におけるタコ漁をめぐる動向について報告する。

本稿は 2024 年 12 ⽉から 2025 年 3 ⽉にかけて実

施された現地調査に基づくものである。 

 

2．調査地域の概況 

 本稿が対象とするバンガイ諸島は、インドネシ

ア共和国中スラウェシ州最東部に位置する島々で

ある。海岸線の際まで⽯灰質の岩⼭が迫り、⼩さ

な湾の奥にへばりつくようにしていくつもの漁村

が形成されている。本稿が対象とするタミレ村も

こうした漁村のひとつで、陸地から海上にかけて

集落が形成されている。少しく漕ぎ出せばすぐに

深い外海に⼊る急峻な地形が広がる。タミレ村は、

州内有数の海⾯漁業の漁獲量を誇るバンガイ・ク

プラウアン県のなかでも最も漁業が盛んな地域で

ある。⼈⼝約 4000 ⼈の集落の⼤半が漁師など海に

かかわる⽣業に従事している。漁師の⼤部分が海

側集落に居住しているのに対し、陸側集落には公

務員や⼩売業、仲買⼈などが住む。タミレ村はナ

マコやフカヒレ、ウミガメなどの採捕・交易拠点

として、海を⽣業・⽣活の場とする⼈々が⾏き交

い、発展してきた。現在でもサメ延縄漁などがな

いわけではない。しかし、より⼀般的な漁法はむ

しろ在地海産物やハタなどを狙う⼿釣り漁である。

そこに近年、急速に⼈気を集めているのがタコ漁

である。 

 

 

 
図 1 バンガイ諸島の位置関係 

（［d-maps.com］をもとに筆者作成） 

Is. Banggai

Makassar

Is. Borneo

Jakarta

 

図 2 中スラウェシ州の県別海⾯漁業漁獲量（2015 年） 

（［Badan Pusat Statistik Provinsi Sulawesi Tengah 2015］ 

をもとに筆者作成） 
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3．サマ／バジャウ⼈ 

 タミレ村の⼈⼝の 9 割近くを占めるのがサマ⼈

あるいはバジョ、バジャウとよばれる⼈々である。

サマ⼈は東南アジア海域世界における代表的な海

⺠集団のひとつである。かれらはかつて「家船」に

居住し移動性の⾼い⽣活をおくっていたことから

「漂海⺠（sea nomads）」と称されることもあった。

定住化が進んだ現在は、フィリピン南部、マレー

シア・サバ州、インドネシア東部の 3 カ国に拡散

居住している。本稿では、サマ語を話し、サマを⼀

般的な⾃称とする⼈々［⻑津 2019：72］をサマ⼈

としている。 

 サマ⼈の伝統的な漁撈活動は、サンゴ礁の発達

する浅い（⽔深 0〜10m前後）沿岸域で実践される

ものが中⼼的であった［⻑津 1997；Nimmo 1968；

Sather 1997；⾨⽥ 1986］。また、かれらの漁撈活動

の経済的特徴として「余剰を売るといった消極的

なものではありえず、市場に直結したものしか採

らない商業性の強いもの」であること、また資源

利⽤においては「特定の⽣物資源を持続的に利⽤

するのではなく、外部環境との関係性において、

常に資源を選定しなおす柔軟性」がみられること

が指摘されてきた［⾚嶺 2010］。 

 タミレ村においても例外ではなく、ナマコの価

格が⾼くなればナマコを採捕し、価格が下がるか

漁獲量が減ればまた別の資源を選ぶというように、

対象も漁法も⾝軽に選択し直されてきた。 

 

4．ワモンダコ漁 

4-1．インドネシアのワモンダコ 

ワモンダコ（Octopus cyanea Gray, 1849）は⼋腕

形⽬マダコ科マダコ属の⼀種で、インド・⻄太平

洋の暖かい海に広く分布する。同種はサンゴ岩盤

や、砂や⽡礫の堀削部分、⾃然にできた岩の⽳な

どを巣⽳として、⼆枚⾙や甲殻類を捕⾷する。 

インドネシアにおいてタコはもともと市場価値

が低く、都市部ではほとんど流通しない⾷材であ

る。ただし、タミレ村を含め、各地の沿岸漁村で

は⽇常的に⾷されていたようである。インドネシ

アのワモンダコが注⽬されるようになった背景に

は、国際市場、それも従来とは異なり中国以外の

国々を含む市場の変化があった。⽇本や⻄アフリ

カなどのマダコ産出国で資源が減少する⼀⽅、こ

れまであまりタコ⾷⽂化のなかった国々でも消費

されるようになり、国際的にタコ需要が増加した

のである。また、タコが知能の⾼い⽣物であるた

め地域によっては養殖や採捕に倫理的課題がある

とされているという背景もある［注 1］。バンガイ

諸島では 2015 年頃からタコの買取価格が急騰

し、⼀⼤「タコブーム」を迎えることになった。

かつて値段のつかない下⿂だったタコは、今や輸

出向けの特殊海産物となったのである。 

 

4-2．漁法 

タコの買取価格の⾼騰に伴って、タミレ村では

特に若年層や⾮専業漁師を中⼼にタコ漁に従事す

る者が増加している。現在、バンガイ諸島で⽤い

 

図 3 ワモンダコの⽣息分布（FishBaseをもとに⽣成） 

 

写真 1 ⽔揚げされたワモンダコ 

（2023年 11⽉ 18⽇発表者撮影） 
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られているタコ漁法として以下の 3 つが確認され

た。 

 まずガンチョー（ganchoh）は、⼲潮時にあわ

せて創業し、タコを鉤で引き出すものである。

1990 年代頃にはタミレ村に普及していたとみら

れるが、現在では⼤幅に減少した。体⼒と潜⽔技

術が求められるというのが⼤きな理由だが、タコ

が商品化したことから品質保持という点でも敬遠

されつつある。	

つづいてママニスは、擬似餌を⽤いたタコ釣り

漁である。サンゴ⽯を布で包み、反射性ビニール

などを巻きつけた擬似餌を表層で揺らし、タコが

しがみついたところを引き上げるというものであ

る。ママニスは船から⾝体を乗り出して顔を海中

につける姿勢が続くため、体温を奪われて体⼒を

消耗しやすい。	

最後に 3 つの漁法のなかで最も盛んなものが、

疑餌針を⽤いたタコ釣り漁チポである。ホシダカ

ラの⾙殻やスプーンなどでタコや甲殻類、⾙類な

どを模したもので、ポリネシアのタコ釣り漁具に

も類似する。チポは低コストで効率よく⼗分な漁

獲が得られることから新規参⼊がしやすく、若⼿

漁師に⼈気が⾼い。また集落周辺の浅海域でも操

業可能なことから燃料消費も少ないというメリッ

トがある。漁師は⽚⼿でチポを上下に揺すり、タ

コがしがみついたところを⼀気に引き上げる。 

 

5．漁撈技術の変化 

 世界的なタコ需要の増加を背景に、かつて値段

もつかなかったワモンダコはいまや⼀攫千⾦の輸

出⽤商品として特殊海産物「化」した。このことは

仲買⼈を介した交易ネットワークにも⼤きな変化

をもたらすことにつながったが、これは別稿に譲

りたい。本節ではバンガイ諸島のタコ漁のなかで

も、もともとおこなわれていたガンチョーやママ

ニスなどの漁法から、チポというタコ釣り漁へと

移⾏しつつあることが、サマの漁撈技術と利⽤空

間にどのような変化をもたらしたのかを整理して

おきたい。	

 チポ漁による最⼤の変化は、低コスト、低リス

ク、かつ⽐較的安定した漁獲量・収⼊が⾒込める

ようになったことである。また、ガンチョーのよ

うに⾝を傷つけることなく、⾼品質な個体を捕る

ことが可能になった。これまでサマ⼈漁師たちが

 

写真 2 ガンチョー（2023年 11⽉ 19⽇発表者撮影） 

 

図 4 タコ擬似餌ママニス［中野 2020］ 
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図 5 ホシダカラを使った擬餌針チポ［中野 2020］ 
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漁獲対象としてきた特殊海産物の買取価格は、基

本的には⿂種によって決定される部分が⼤きく、

品質はむしろ仲買⼈による乾燥や蓄養といった過

程で左右されてきた。これに対してタコ漁の対象

はワモンダコ⼀種のみで、重量があり⾝に傷のな

いものが⾼価格で取引される。村内レベルの仲買

⼈は品質を重要視しない者も少なくないが、輸出

志向の仲買業者らは次第に品質を査定するように

なってきた。こうした状況をふまえると、今後タ

ミレ村のサマ⼈漁師らがより品質を意識して漁撈

をおこなう可能性も考えられる。 

 ⼀⽅、漁撈空間の変化も重要な点である。先⾏

研究において、サマ⼈の主な漁撈空間はサンゴ礁

の浅海とされてきた。もちろんなかにはサメなど

の資源を求めて外海へ出漁する漁法もあった。バ

ンガイ諸島ではその地理的条件も影響して、沿岸

から外海にかけての浅海で⼿釣り漁がおこなわれ

てきた。そこでは⾃船や漁場を特定する経験的な

⺠俗技術が必要であり、⾮専業漁師が容易に参⼊

できるものではなかった。加えて燃油価格が⾼騰

するなか、⻑距離移動のための燃料代、釣り餌の

費⽤などのコストも嵩むため、遠⽅の漁場へ出漁

しても漁獲が得られなければ損となる。これに対

してチポでは、集落からほど近い海域でも操業可

能であり、季節や時間によっては深度のある外海

寄りの⽔域でも⼗分にタコを釣ることができる。

このことは、サマにとって漁撈空間の拡張、すな

わち「利⽤可能な海」の拡⼤を意味する。 

 

6．おわりに 

 本稿では、バンガイ諸島におけるサマ⼈の 3 つ

のタコ漁法にみられる技術的変化と、それに伴う

利⽤空間の変化を整理してきた。本稿はまだ試論

的段階に過ぎないが、今後の課題として、以下の

3 点を提⽰しておきたい。 

第⼀に、漁撈知を再検討する必要性がある。確

かにチポでは、従来の⼿釣り漁のように任意の漁

場を⽬指して航⾏し、⾃船や漁場の位置を特定す

る⾼度な技術は不要であるようにみえる。また、

ある漁師はチポ漁の技術について「みんな同じ」、

「タコを待っているだけ」と揶揄する⼀⽅で、ガ

ンチョーやママニスの技術については「上⼿い⼈

がいる」、「経験が必要なのだ」と評価する。3 つの

漁法のなかでも特にガンチョーとママニスには、

特有の知識や技術が求められるとみてよいだろう。

しかし、チポ漁ではこうした⺠俗技術がまったく

不要になったとは⾔い切れない。もともと外海や

沿岸域で培われてきた漁撈知が新たな空間利⽤に

おいていかに転⽤されたのか、あるいはまったく

別の体系によって実践されているのか、⽐較検討

する必要がある。 

 第⼆に、資源の持続的利⽤と漁獲圧の問題であ

る。新しい漁法の普及は、これまでサマの漁撈空

間としては例外的だった海域にまで漁師を進出さ

せた。サンゴ礁資源が減少するなか、このような

利⽤空間の拡⼤は、サマの居住空間や⽣業選択に

も変化を⽣じさせる可能性すらある。⼀⽅で、漁

法を⾝軽に選択・転換してきたサマ⼈漁師たちの

間では在地の資源管理や漁撈規範が確⽴されてい

ない。そのため、タコ需要の増加と価格⾼騰でタ

コ漁に従事する者が急増する現在、タコ資源に対

してどのような影響があるかは憂慮すべき点であ

る。実際、世界的にみてもマダコ類の資源量の減

少は広く知られたところであり、インドネシア国

内でも複数の環境 NGO が各地で資源調査や保全

活動を展開している。バンガイ諸島においても、

外部の NGO団体によって、メスの産卵期にあわせ

て⼀部海域で禁漁期間が設定されている。タミレ

村の住⺠らはこの取り組みに現在のところ協⼒し

ているが、今後チポの担い⼿がさらに増加するこ

とで、資源に対する漁獲圧が⾼まる可能性は否定

できない。チポには知り合いの漁師と会話しなが

ら漁を楽しむことができるという気楽さがあり、

それが副業的な新規参⼊者や若年層漁師の増加に

つながっている。しかし同時に、結果として特定

の海域にチポ漁師が集中してしまうという側⾯も
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みられる。 

 海を⽣業や⽣活の場として⽣きるサマ⼈の社会

は、国際市場の動向の変化を受けてこれまでも変

容を繰り返してきた。ワモンダコに沸く熱帯の漁

村の先には、インドネシアの都市空間や中国市

場、そして⽇本の⾷卓がある。スラウェシ各地で

インフラ整備や冷凍設備の普及が急進的に進めら

れるなか、タコをめぐるグローバルサプライチェ

ーンはさらに拡⼤し、サマ社会に劇的な変化をも

たらす可能性もある。本稿を議論の⼟台として現

地調査を継続的に実施し、今後の動向を注視した

い。 
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注記 

［注 1］たとえばオーストラリアでは動物福祉法が

1993 年に法制化され、2006 年には「オーストラ

リアにおける⿂類の福祉にたいする取り決め⾒直

し」に関する最終報告が提出された。ここでは⿂

類のほかにタコも対象となっており、痛み、損

傷、殺⼈などの⾮⼈道的なあつかいを受けないよ

うに対処すべきとされた［秋道 2017：139］。 
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■研究報告 

分割される⼟地、分かち合われる⼟地：ボツワ

ナの狩猟採集⺠サンをめぐる開発計画と⼟地問

題 

 

丸⼭ 淳⼦ 

津⽥塾⼤学 

学芸学部 

 

 

1. 研究の背景と⽬的 

狩猟採集⺠の⼟地利⽤は、⾃然環境の変化など

の状況に合わせた柔軟な移動と、誰もがどこにで

も移動でき、それが歓迎されるような包含的で⾼

い開放性に特徴づけられる。⼀⽅で、このような

⼟地利⽤のありかたゆえに、彼らが⼟地を所有せ

ず、適切な管理もしてこなかったとみなされ、⼟

地の権利が認められなかったり、「後進的」である

などと差別的に扱われたりしてきた。そして、植

⺠地化や近代国家形成の過程では、彼らの⽣活域

が「無主地」「⾮⽣産的な⼟地」とみなされ、様々

なかたちで収奪の対象となってきた。 

このような遊動⽣活が故の排除の問題に対して

法的制度的に対応できるのは、国際連合（以下国

連）を中⼼に練り上げられてきた先住⺠の権利を

めぐる国際レジームが、今のところ、唯⼀である

といわれている（Ndahinda2011）。国連で⻑らく先

住⺠問題にたずさわってきたバルメ（Barume 

2014）によれば、なかでも、アフリカから「先住⺠」

として国連の議論に参加する⼈々は、狩猟採集⺠

や牧畜⺠という遊動⽣活を送ってきた⼈々が多く、

国内法や政策では解決の⽷⼝がみつからなかった

⼟地の権利の回復を、国際法に訴えることで、実

現させるようになってきたという。しかし、⽪⾁

にも、こうしたケースの多くは、先住⺠のメンバ

ーシップを明確化し、その領域として⼀定の範囲

の⼟地を確定するという定住的な発想に基づく⼟

地権の獲得に終始し、結果として狩猟採集⺠や牧

畜⺠の移動性や開放性の否定につながるという⼤

きなジレンマを抱えている（丸⼭ 2018、2022）。 

本研究では、この点に問題意識をもち、2000 年

から研究を続けてきたボツワナ共和国（以下ボツ

ワナ）の狩猟採集⺠のサンを事例に、移動性や開

放性を維持しながら、いかにして彼らが⼟地へア

クセスできる状況をつくっていけるのかを検討す

ることを⽬指す。そのために、「先住⺠の権利」と

いう国際レジームの活⽤からはいったん離れ、サ

ン⾃⾝が様々な制約のある⽇常⽣活のなかで、使

⽤できる⼟地をどのように拡⼤させているのか、

そのなかで、彼らの⼟地利⽤の特徴である、移動

性と開放性がどのような意味を持っているのかを

明らかにしたい。 

以下では、調査地域でみられる居住域の縮⼩と

固定化の歴史を概観したうえで、サンの⼈々が⾃

ら、居住域を拡⼤し移動性を回復していく過程を

明らかにする。そして、そのなかで維持される移

動性と開放性について、最近の新しい⼟地利⽤形

態である、住⺠が組織したシンジケートによる⽔

場採掘に着⽬して論じる。 

 

2．居住域の縮⼩と固定化：開発政策と先住⺠運動

の歴史 

本研究で取り上げるのは、ボツワナの中央に位

置するセントラル・カラハリ地域に暮らす、グイ

語とガナ語を話すサンの⼈々である。サンの数あ

るグループのなかでも、近年まで狩猟採集⽣活を

営み 、 移 動 性 が ⾼ い ⼈ 々 と し て知ら れ る

（Silberbauer 1981, ⽥中 1971）。 

この地域では、1961 年にイギリス植⺠地政府に

よって、サンの伝統的な⽣活の場を保護すること

を⽬的に、5 万 km2 もの⾯積を持つ中央カラハリ

動物保護区（CKGR）が設⽴された。当時、サンは、

700 ㎢ほどの遊動域で、離合集散する⼀時的居住

集団キャンプを形成しながら⽣活していた（⽥中

1971）。その後、独⽴後のボツワナ政府は、サンを

「主流社会に統合すること」を⽬的とする遠隔地
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開発計画に着⼿し、CKGR 内のカデ地域で定住化

を進めた。その結果、移動性と離合集散性をある

程度維持したキャンプが、約 6×6 ㎞の範囲に集中

するようになった（今村 1992）。さらに、1997 年

には、⾃然保護と住⺠の⽣活改善を理由に CKGR

外への住⺠移転が始まり、サンは故郷を追われる

ことになった。移転先のコエンシャケネ再定住地

では、わずか 1×2km の居住区域が設定され、また

世帯ごとにプロットが割り当てられ、従来のよう

なキャンプの形成は不可能になった（丸⼭ 2010）。 

CKGR からの住⺠移転に対しては、国際 NGO が

主導し、地元 NGO が設⽴され、先住⺠の⼟地や資

源への権利が侵害されているとして、国際世論の

形成と法廷闘争が活発になった。2006 年には、住

⺠移転を違憲とする判決が下り、これは先住⺠運

動の「勝訴」と評価された。しかし、その後、政府

が CKGR に帰還可能な⼈々を提訴者リストに載っ

ていた⼈のみに限定し、その可否を CKGRへの⼊

り⼝で確認するという状況が⽣まれる。結果とし

て、誰もがどこにでも移動できるという、従来の

⾼い移動性と開放性の回復にはつながらず、⼤多

数が帰還せず、現在に⾄っている。 

 

3．居住域の拡⼤と柔軟化：⽇常的な試み 

こうした状況に対して、コエンシャケネ再定住

地では、サンの⼈々が、⾃らの居住域の拡⼤と、移

動性と開放性を取り戻すべくいろいろな試みがな

されてきた。 

まず、2000 年ごろから、移転先の再定住地の周

囲に広がるブッシュのなかに、マイパー、すなわ

ち不法占拠という名で呼ばれるインフォーマルな

⼀時的居住地が複数開かれるようになった。マイ

パーは、居住メンバーやその所在地がしばしば変

わる柔軟なものであり、⼈々は、開発計画の進む

再定住地と、狩猟採集も可能なマイパーのあいだ

を⾏き来して⽣活をするようになった（丸⼭ 

2010）。その後、年を追うごとに、マイパーの数が

増加し、居住域も拡⼤した。2012 年の時点では、

その範囲は 5×7km に広がったが、これは、カデに

おいてキャンプが形成されていた範囲とほぼ同⼀

である。 

本研究では、さらにその後の展開に焦点を当て

る。2010 年代後半頃から、マイパーよりもかなり

遠⽅、再定住地の中⼼から 10〜20km 離れた場所

に、居住地をひらき、狩猟採集活動も活発に⾏う

⼈々が現れはじめた。こうした居住地は、約

 

 

図１ シンジケートによって登記された家畜⽤⽔場の位置 

（出典）ハンツィ県⼟地管理局の資料および筆者の現地調査で得た資料 

採掘済 14件

未採掘 9件

再定住地

マイパー利⽤地帯

⽔場

10km

N
県都へ

CKGRへ
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40×40km の範囲内に点在しているが、これは、か

つての遊動域よりもさらに広⼤な⾯積といえる。 

この新しいタイプの居住地は、インフォーマル

なマイパーとは異なり、農業省が牧草地分散と⾷

⾁産業振興を⽬的として進める「家畜管理とイン

フラ開発プログラム」を活⽤し、正式に登記され

たものであることが明らかになった。登記の⼿続

きとしては、再定住地の住⺠ 10名程度でシンジケ

ートを組織し、シンジケートごとに家畜⽤⽔場の

⽤地を⼟地監理局に申請する。採択されると、割

り当てられた⼟地が登記され、シンジケートは⾃

ら⽔場を採掘・管理することで、その周囲 7×7km

の牧草地を優先利⽤し、居住することも可能とな

る。このプログラム⾃体は 1980 年代から全国で展

開されているが、コエンシャケネでは⼟地管理局

での勤務経験をもつ住⺠の⼀⼈が、2015 年にシン

ジケートを組織したことを契機に、これにならう

⼈々が現れた。ハンツィ県⼟地管理局によれば、

2024 年 8 ⽉時点で 23 件に⽔場⽤地が割り当てら

れ、現地調査により、うち 14件は採掘を完了して

いることが明らかになった（図 1）。聞き取り調査

からは、コロナ禍において⼈⼝密集地を避けるこ

とが推奨されたことが、この動きを後押ししたこ

ともわかった。 

この⽔場シンジケートの居住地では、マイパー

よりもさらに豊かな⾃然資源を活⽤し、狩猟や採

集が活発に⾏われている⼀⽅で、100 頭を超える

⼤規模なウシ飼養が展開されている。航空写真で

確認すると、家畜囲いに堆積した⼤量の⽜糞がく

っきりと⿊く映し出されるほどである。またこの

居住地を特徴づけるのは充実したインフラである。

まず⽔場は、専⾨業者に依頼し⽔源を掘削する。

掘り当てた⽔源に管を設置するまでに約 40 万円

がかり、そこに⼤型ソーラーパネル式⽔汲みポン

プが取り付けられるのに、約 30万円がかかる。ま

た⽔場に通じる⾃動⾞が通⾏可能な道も、多くの

作業者を雇⽤し、藪を切り開いて造成されている。 

 

4．維持される開放性：シンジケートによる⽔場採

掘をめぐって 

⽔場シンジケートの居住地に住んでいるのはど

のような⼈々なのか、すべての居住地を訪れて調

査を⾏った。まず、これらの居住地では⼈々が⼊

れ替わり⽴ち代わり住んでおり、ほとんどの⼈々

が他のマイパーや再定住地、あるいは別の町と⾏

き来しながら⽣活していた。シンジケートのメン

バーは登記され固定されているが、実際の居住に

ついては極めて⾼い開放性を有している。 

そのうえで特徴的なのは、外来の富裕者の存在

である。この⼈々は通称「町のツワナ」と呼ばれ、

⾸都や都市部で、弁護⼠、医師、⼤学教員、企業家

など⾼収⼊の職業に従事し、資産として多数の家

畜を保有し、牧草地を探している。この地域のサ

ンは、これまでは、こうした⼈々と接点がなかっ

たが、⽔場を採掘するようになってから、知⼈の

紹介や町で声をかけられたり、Facebook で知り合

ったという。 

居住者のいる 14 の⽔場を、外来の富裕者との関

係性で分類したのが、表 1 である。A と B は、外

来の富裕者が⽔場の権利を買い取り、⾃らの家畜

のみを飼養していた。ただし、B では、家畜の世話

のために地元のサンが雇われて居住している。残

る 7件の C と D は、外来の富裕者が⽔場採掘や家

畜世話、道整備などの⼈件費を出資し、その⾒返

りとして⾃⾝の家畜を連れてきて、シンジケート

のメンバーらの家畜と⼀緒に飼養している。うち

5 件の C タイプでは、彼ら⾃⾝が簡易住宅を所有

し、しばしばここに滞在してシンジケートのメン

表 1 外来の富裕者との関係に着⽬した⽔場居住地の分類 

 

（出典：筆者の現地調査で得た資料） 

A B C D E F

撤退 なし

外来の富裕者 〇 〇 〇 × × ×

シンジゲートメンバー × × 〇 〇 〇 〇

被雇⽤者（住⺠） × 〇 〇 〇 〇 〇

「訪問者」（住⺠） × 〇 〇 〇 〇 〇

2 1 5 2 1 3件数

タイプ

外来の富裕者との関係 買収 出資

居

住

者

・

滞

在

者
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バーらと共同⽣活を送っていた。外来の富裕者の

関与が認められなかった Fタイプはわずか 3件で

あった。 

関係の詳細を⾒るためにいくつかの事例をあげ

たい。B タイプの⽔場では、都市部在住の企業経

営者の 2 ⼈組が買い取った。彼らについて、そこ

で働くサンの夫婦は「来るたびにウシを屠り、⼀

緒に⾷事をし、⽶や⽸詰も⼤量に買ってくれる。

前回にくれたものがまだ残っているのに！」と、

その気前の良さを評価するだけでなく、「⼦どもや

妻を連れてきて、⼀緒に過ごす。とても良い」と好

意的にとらえていた。また、C タイプの別の⽔場

では、⾸都で働く⼤学教授が出資者となり、シン

ジケートのメンバーと⽔場を共同利⽤するだけで

なく、家畜の世話⼈として親戚の⻘年を派遣して

いた。ここに住むサンの⼈々は、この⻘年が「故郷

も遠く、ひとりぼっちで、最初のころは、夜になる

と泣いていた。」と⼤変同情し、「今では焚⽕をつ

ける頃には、呼んで⼀緒に過ごす。⾷事も分け合

っている」と話していた。 

⼀⽅で、関係が決裂し、外来の富裕者が撤退し

た事例が E である。この⽔場の持ち主であるシン

ジケートのメンバーは「彼⼥はお⾦を出して、⽔

を掘り当て、ソーラーパネルをつけて、⾃分の⽜

を連れてきた。だけど、俺たちがちゃんと⽜の世

話をしないと怒って、⽜を連れて帰った。そのあ

と⼆度と現れない。でも、⾒てごらん、⽔もソーラ

ーパネルも俺たちのところにある！良かった！」

と語った。 

このように、外来の富裕者はサンにとって全く

⾯識のない存在であったにもかかわらず、多くの

場合、驚くほど⾃然に受け⼊れられ、資⾦提供だ

けでなく⼀時的とはいえ共同⽣活をするなどの関

係を築いている。また、⼀般的に主流派⺠族であ

るツワナはサンを⾒下す態度をとることが多いが、

ここでは正式に登記された「地主」がサンであり、

外来の富裕者はインフォーマルな契約関係で使⽤

しているにすぎず、その⽴場は決して強くはない

ことも伺えた。 

さらに、⽔場には、シンジケートのメンバーや

外来の富裕者以外にも、家畜の世話⼈として雇⽤

された者や、単に訪問してきた⼈々が複数、滞在

している。この社会では訪問は親族に限らず誰に

でも開かれた⾏為であり、「訪問者」は拒まれない。

遊動時代には、訪問は居住集団の流動性の本質を

形作るものと⾔われ（⽥中 1971）、また訪問⾃体が

⽬的であり楽しみでもあった（菅原 1987）。今⽇で

も、⽔場を訪れる⼈々は、周囲で採集したり、家畜

飼養者に酸乳をねだったりするなど⽐較的明確な

訪問⽬的をもっていることもあるが、ただ周辺を

ぶらぶら歩きまわったり、⽔たまりやソーラーパ

ネルを⾒物したり、ダチョウの飼育に挑戦するな

ど、とくに⽣産的ともいえない活動をしているこ

とも多い。 

こうした「訪問者」のなかには、やがて⽔場の近

くに⾃らの家を建てて、そこに住み着く者も出現

する。2010 年代後半に登記された、ある⽔場では、

多くの「訪問者」が続き、最近ではシンジケートの

メンバー以外にも居住者が増加している。⽔場の

周囲には 7 つの居住地が確認され、それぞれに複

数の家族が居住していた。その⼤半は、シンジケ

ートメンバーと何らかのつながりを持つかつての

「訪問者」であった。また、出資者である⾸都在住

のツワナ⼈医師夫妻も、近隣に家を所有しており、

これらが⼀つの⼩さな集落になっていた。 

 

5．おわりに 

シンジケートによる⽔場の居住地では、先住⺠

運動が「先住⺠の⼟地権回復」として帰着してし

まいがちな「メンバーと領域の固定化」とは異な

り、柔軟な流動性や⾼い開放性が維持されている

ことが確認できた。コエンシャケネに暮らすサン

は、政府プログラム、⼟地登記制度、新技術やイン

フラを最⼤限に活⽤しながら、実質的に活動域を

拡⼤したことがわかる。そして、⼟地はたしかに

登記されてはいるが、そこに住む⼈々の⼊れ替わ
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りや出⼊りの⾃由度は⾼く、外来者や「訪問者」を

拒まず、「誰もがどこでも利⽤できる」状態の実現

が試みられていた。 

すなわち、シンジケートによる⽔場採掘は、単

に⼟地を確保する⼿段であるだけでなく、資源の

共同利⽤や社会的関係の柔軟性を確保しながら、

移動性と開放性を活かした新たな⼟地利⽤のあり

⽅を⽰している。国家の制度枠組みの中で、フォ

ーマルな制度や政策とインフォーマルな実践を組

み合わせながら、資源へのアクセスと居住の柔軟

性を両⽴させることが、狩猟採集⺠をはじめとす

る移動性の⾼い⼈々の⼟地権をめぐっては重要な

ことと⾔える。 

しかし、これは⼿放しで称賛できるわけではな

い。とくにシンジケートを組織して申請するだけ

の経済⼒や事務⼿続きの経験を有さない⼈々が実

質的に排除されるリスクや、より強い⼒を持つ外

来者によって⼟地が収奪されるリスクも孕んでお

り、これらの点については慎重に検討することが

必要である。引き続き調査を進めていきたい。 
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■研究報告 

ビジネスの⽣態⼈類学への展望： 

欧⽶企業・アフリカ起業の実践をつうじて 

 

⽥中 利和 

事業構想⼤学院⼤学  

 

井上 雄太 

The National Coalition of Independent Scholars  

 

 

1. はじめに：ビジネスでつながる研究背景 

本研究の⽬的は、ビジネスのフィールドで⽣態

⼈類学は成⽴するかを検討し、今後の可能性を展

望することにある。⽥中は京都⼤学で⽣態⼈類学、

井上は東京⼤学で⼈類⽣態学を学び、後にロンド

ン⼤学留学中の出会いをつうじて交流を深めてき

た。⽥中は 2007 年からアフリカのエチオピア中央

⾼地における⽣業としての有畜農耕の⽜耕研究

（⽥中 2018）をつうじて、農⺠の⾜を護る地下⾜

袋の協創研究・事業の構想（Tanaka 2015）をした。

その後、現地⽪⾰職⼈との、エチオピア産地下⾜

袋名付けて「エチオタビ」の起業実践に関わって

きた。⼀⽅、井上は 2013 年から 2015 年にかけて

⻑野県での医療多元論（Inoue and Umezaki 2016）

やザンビアでの栄養改善プロジェクト（Masuda et 

al. 2014）に関わり、2016 年からはコンサルティン

グ企業、2021 年からは⽶国企業で勤務するなど、

広範なビジネス分野で経験を積んできた。本研究

は 2 ⼈の起業および企業に関する実践をつうじて

検討を⾏う。 

⽣態⼈類学とビジネスの関係を考えるために、

3 つの要素「ビジネス−⽣態−⼈類学」の関係を先

⾏研究から整理する。1 つ⽬は、⾝近なビジネス世

界を⽣態学的に捉える視点である。梅棹（1957）の

『⽂明の⽣態史観』をはじめ、「産業の⽣態学」（森

⽥ 2003）、「⽂化⽣態学」、「組織⽣態学」などは分

析視点の拡張にも貢献してきた。2 つ⽬は、企業経

営や仕事を⽂化⼈類学的視点で分析する研究であ

る。「経営⼈類学」（中牧・⽇置 1997; 2007; 2012; ⼋

巻編 2020 など）や、会社を⼈類学する研究（⼩⽥

ら 2020）は、企業特性を理解するのに有効である。

また、『仕事の⼈類学』（中⾕・宇多川 2016）や『働

くことの⼈類学』（松村・コクヨ編 2021）は労働と

の関係を問いなおし、「ビジネスエスノグラフィの

実践」を検討する伊藤（2017）の研究は実務への応

⽤可能性と課題を照らす。3 つ⽬は、⽂化⼈類学出

⾝者による起業の実践である。「株式会社 ideafund」

は⼤川内（2021）が、「合同会社メッシュワーク」

は、北川ら（2020）の著書で⽐嘉が、ビジネスへ⼈

類学的なアプローチを伝えている点で意義深い。 

以上を踏まえ、本研究はビジネスのフィールド

で⽣態⼈類学の視点や⽅法論が研究と実務で成⽴

するかを検討するため、井上の⽶国企業と⽥中の

アフリカ起業の経験をつうじて分析し、可能性を

展望する。まず井上が欧⽶企業でのビジネス⼈類

学の事例・実践例と、知り得た事例も含め分析し、

⽣態⼈類学のビジネスへの分析と応⽤の可能性を

企業の視点から検討する。そして⽥中がアフリカ

におけるエチオタビの起業実践を分析し、⽣態⼈

類学のビジネスへの分析と応⽤の可能性を起業の

視点から検討する。具体的にはエチオタビの着想

から起業に⾄るまでのプロセスと現在の課題を紹

介する。エチオタビをめぐる様々なステークホル

ダーとの協働をビジネスエコシステムとして捉え

分析し、フィールドワークによる働きかけによる

再編成によって課題を乗り越えようとする構想を

⽰す。おわりに、まとめと結論を述べ、今後の展望

を述べる。 

 

2．欧⽶の企業実践をつうじて 

 欧⽶でのビジネス⼈類学の初期の事例としては、

第⼆次世 界 ⼤戦前後 の Hawthorne Project や

Manchester Floor Shop Studies にまでさかのぼるが、

本研究では 1980 年代以降の 5 社の実践例をまず

とりあげる。General Motors 社では、従業員を対象

にした質的調査によって、部⾨ごとに異なる海外

赴任のキャリアへの影響の違いを発⾒し、組織制
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度に活かした（Society for Applied Anthropology 

2017）。Intel 社で⾏われた参与観察・質的調査を⽤

いたアジアの家計調査では、購買⼒が低い東南ア

ジアにて「次世代教育のための道具」としてパソ

コンを売り出すことで、新たな市場開拓の可能性

を⾒出した（Fitzgerald 2006）。Xerox 社では、プリ

ンター8200 のユーザビリティの問題に着⽬して⼈

類学的調査を⾏い、イラスト付きトラブルシュー

トガイドの表⽰機能を提案することで、実際の改

善に結びつけた（Buderi 1998）。LEGO 社では、ビ

デオゲームといった新しい事業に参⼊していたが、

参与観察をつうじて⼦供やその両親の理解を深め

ることで、昔ながらのレゴブロックを好む顧客セ

グメントを炙り出し、製品戦略の再構築に貢献し

た（Madsbjerg and Rasmussen 2014）。製造業以外で

も活⽤は広がっており、Financial Times 社に在籍し

ていた Julien Tedd（ジリアン 2022）が⾏った、⽂

化的意味網を通じたデリバティブ取引のリスク認

識の分析はその好例である。 

ここで井上が⾒聞きした⽶国の医療機器業界の

例も紹介する。X 社（仮名）では、製品開発・製品

戦略のコンセプトをリードするチームで、質的⼿

法を⽤いた消費者調査が活⽤されていた。消費者

インタビューを重ねて消費者にとって重要である

機能や競合製品との差別化につながる機能の分析

につなげていた。Y 社（仮名）では研究開発部⾨

の Human factor engineering チームでエスノグラフ

ィーが活⽤された。このチームでは開発された製

品が意図されている通りに消費者に使われるか評

価する。この例では、数名の消費者の家庭にて参

与観察を開発初期に⾏うことで、製品ユーザビリ

ティの評価・向上に活⽤していた。 

以上の事例研究を通してまず明らかになるのは、

ビジネス⼈類学のアプローチは①組織⽂化、②マ

ーケティング、③製品・サービス開発の 3 つの分

野で主に活⽤されてきたという点である。企業構

成員の観察を通した組織⽂化の分析、消費者の観

察を通したマーケティングプランの策定、そして

その延⻑線上にもあると⾔える製品開発への消費

者インサイトの活⽤、というのは特に⽂化⼈類学

者のスキルセットを活⽤しやすい分野だろう。 

⼀⽅でそれぞれの分野での活⽤⽅法を⾒ると、

その理解の対象が限られていることも⾒えてくる。

Dipak と Fernarndo の分類に従うと、⼈類学の理解

の対象は⼤きく A 社会制度・⽂化構造 B 認知・

表象・⾔語 C環境と⼈間の相互作⽤・適応という

3 つに分かれる（Dipak and Fernando 1997）。この分

類に従い、これまでの事例研究をマッピングした

ものが図 1 になるが、A 社会制度・⽂化構造と B

認知・表象・⾔語に事例が偏り、C環境と⼈間の相

互作⽤・適応といった視点での研究が⽋けている

と考えられる。 

この環境と⼈間の相互作⽤・適応といったコン

セプトは、ビジネス・経営学において注⽬されて

おり、例えば「ビジネスエコシステム」という⾔葉

は、2000 年代後半から注⽬を浴びてきた。この⾔

葉は James F Mooreが 1993 年に Harvard Business 

Review で発表したものが最初と⾔われている

（Moore 1993）。Moore は企業とそれを取り巻くス

テークホルダーが複雑化する中で、⽣態系という

コンセプトを取り⼊れることで、企業の成功要因

を分析した。さらに⼈類学者 Gregory Bateson の

「Co-evolution」というコンセプトも取り⼊れなが

ら、競合とのアライアンスも利⽤しながら市場を

拡⼤する「ビジネスの Co-evolution」という戦略を

 

図 1 ビジネス⼈類学の事例研究のマッピング 
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紹介した。 

企業やそれをとりまく環境の相互作⽤・動的関

係を捉えるという⾒⽅は、新しい研究領域・ビジ

ネス戦略につながりうる。図 2 はビジネスエコシ

ステムの考え⽅のもと、ビジネス⼈類学でのこれ

までの研究テーマを図⽰した。⻩⾊は先の事例研

究などでカバーされていた領域である。⼀⽅でエ

コシステムを構成するステークホルダーとの関係

性を⾒る観点は少ない。また AI のような直近の技

術進歩やリモートワークといった新しい労働環境

という⼤きな外的環境の変化に対して、企業や個

⼈がどのような適応しているかといった視点は限

られている。実務の⾯から⾒てさらなる知⾒が望

まれている領域であり、更なる研究が期待される。 

 

3. アフリカの起業実践をつうじて 

 調査地はエチオピアの⾸都アディスアベバから

南⻄に 115 キロメートルに位置するオロミヤ州南

⻄ショワ県地⽅都市のウォリソ市と周辺農村であ

る。⽥中は 2007 年より有畜農耕を⾏うオロモの⼈

びとが暮らす農村で参与観察をはじめ、⽜耕調査

のなかで予期せぬ問題に直⾯した。粘性の強い⿊

⼟（バーティソル）が履物にへばりつき、畑を歩け

ず調査活動が困難を極めた。現地の⼈びとのよう

に裸⾜で畑に踏み出せば、乾燥して鋭利になった

⼟が⾜を傷つける。当初は容易に破れる靴下を履

きかえながら安全に調査を継続できるよう創意⼯

夫を試みた。その後、⽇本からアウトソールの薄

い鳶職⼈向けの地下⾜袋を持ち込み着⽤すること

で、安全に⽜耕の参与観察を⾏うことができるよ

うになった。このプロセスを⾒た現地住⺠からは

様々な声が寄せられた。特に「私たちの⾜だって

柔らかいし痛い」や「ほしい」という声は、彼らが

⽜耕時に深刻な⾜の怪我をする可能性があること

と、地下⾜袋の需要の気づきとなった。そしてエ

チオピアとの地下⾜袋の協創を⽬指す構想へと繋

がっていった（Tanaka 2015）。 

 この構想の実現に向け、⽥中は岡⼭を本拠地と

する⽇本の⽼舗地下⾜袋メーカー「丸五」の協⼒

を得て、2017 年より現地ウォリソの⽪⾰職⼈の起

業家と連携し、エチオピア国内の素材・技術をも

ちいた、現地の⼈びとによる試作品の製造に着⼿

した。ユーザーとなる農⺠との対話やテストを着

⽤現場の環境との関係を考慮しながら重ねた。そ

して、製造に関わる職⼈の状況を考慮しながら、

エチオタビ製造のチームを再編成する形で、試作

を重ねた（⽥中 2022）。2023 年度には現地のアウ

トソールの質の改善や、離脱といった技術的な課

 

図 2 ビジネスエコシステムとビジネス⼈類学の現在の研究対象 
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題を残しつつも、現地での受注販売体制が整った。

このことは様々なステークホルダーとの協⼒を築

き再編成しながらエチオタビの起業に関与したプ

ロセスであった。 

 このエチオタビ起業の事例を、図 1「ビジネス⼈

類学の事例研究のマッピング」を⽤いて分析する。

この実践は⼀貫して、⽣態⼈類学の特徴ともいえ

る「C環境と⼈間の相互作⽤・適応」の領域全てに

位置付けることができる。現地に適応するエチオ

タビ製造を地域の素材や環境と⼈びとの相互関係

のなかで取り組んできたため、「③製品・サービス

開発」の C に分類できる。また、想定顧客となる

農⺠との相互作⽤的なやりとりで着想を得て、聞

き取りや、試⽤依頼と観察にもとづき改良と販売

に向けた検討を進めてきたため「②マーケティン

グ」の C にいるともいえる。さらに、様々な現地・

外部職⼈との試作品製造のチームを再編成を繰り

返すことで、適切なチームのあり⽅を模索してき

たことは「①組織」の C にも位置づけられる。エ

チオタビ起業は「C環境と⼈間の相互作⽤・適応」

の分析軸をもって、③製品開発、②マーケティン

グ、①組織、の経営テーマを歩みながら形成され

てきたといえる。 

 エチオタビは 2024 年度末現在、不安定なエチオ

ピアの政治・経済状況や複合的要因により、現地

起業家パートナーの本業が厳しい局⾯に直⾯して

おり、継続的かつ安定的な製造は現在困難な状況

にある。この課題を乗り越えるため、図 2 の「ビ

ジネスエコシステム」を応⽤しステークホルダー

との関係を⽣態系として捉え再編成で対応する構

想が図 3、名付けて「エチオタビジネスエコシステ

ム」である。 

エチオタビ製造の資⾦源は⽥中からの供給に多

くを占めているのが課題であり、持続的にパート

ナーの⽪⾰職⼈の本業も含め製造体制を⽀えられ

ていない。このことはビジネスエコシステムを新

たな視点で⾒直しステークホルダーも含め再検討

し、実践的なフィールドワークで再編成にむけて

働きかけていく構想を練る契機ともなる。 

まずエチオタビの現場に通う⽥中らは、⽇本サ

ポーターからの応援や思いに叱咤激励に資⾦をの

せて届ける。丸五には、エチオタビプロジェクト

 

 

図 3 エチオタビジネスエコシステムと再編構想 
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開始以来、地下⾜袋サンプルや製造情報の提供と

いった協⼒を頂いており、引き続きエチオタビの

サンプルやまつわる情報を返礼する。また別の⾓

度から、ウォリソの⼈びととのエチオタビで⾜を

護る物語を世界のサポーターに伝えることもでき

る。例えば、これまでのアーティストの是恒さく

らの主導のもと制作した、4⾔語絵本『うしのあし 

ひとのあし』（是恒編 2020）や展⽰実践は、国内サ

ポーターに届けてきた。今後は新たな世界サポー

ターという潜在的ステークホルダーとの関係を、

表現をつうじて結び、興味関⼼へのきっかけをつ

くる。そして、世界の⼈びとからエチオタビを購

⼊してもらう流れをつくるとともに、売上の⼀部

を現地住⺠へのエチオタビ購⼊のための補助⾦と

して再分配をする。このことにより、ウォリソの

⼈びとがエチオタビを気軽に購⼊できる価格や仕

組みを設定する。世界サポーターは、エチオタビ

のルーツが⽇本の⽼舗地下⾜袋メーカー丸五にあ

ることを興味関⼼とともに知ってもらい、地下⾜

袋業界という潜在的なレイヤーレベルと協⼒しさ

らに世界のサポーター獲得を⽬指す。 

そして⽥中らは、中⼼的な旗振り役を通じて集

まる全ての情報を「Co-evolution」の研究報告や物

語として編集し、⽇本サポーターや丸五に届ける

ことで、持続的かつ安定的なエチオタビの循環的

な流れを構築することを⽬指す。 

 

4．おわりに：まとめと展望  

 これまでビジネス⼈類学が扱ってきた 3 つの経

営テーマと分析軸にもとづき欧⽶企業の事例研究

の位置づけを⾏った。このうち、⽣態⼈類学との

親和性がある、「C環境と⼈の相互作⽤と適応」の

領域は重要で、今後研究と実務の両⾯から検討す

る必要性を述べた。⼀⽅、⽣態⼈類学のフィール

ドワークにもとづく課題発⾒と、エチオタビ構想

と実現のための起業実践は、「C環境と⼈の相互作

⽤・適応」の分析軸をもちつつ、③製品開発、②マ

ーケッティング、①組織の 3 つの経営テーマが縦

断的に位置付けられることを⽰した。 

 また企業と起業をめぐるステークホルダーを

「ビジネスエコシステム」として捉える分析視点

も、⽣態⼈類学と親和性があることを述べた。個

⼈、企業、業界、外部環境までレイヤーを広げて関

係を分析する視点は、企業が新たな戦略を検討す

る上で有効であることを⽰した。エチオタビ起業

においても、課題を外部環境との相互作⽤として

分析し、ステークホルダーとの関係を⾒直し、フ

ィールドワークによる働きかけによって、エコシ

ステムを再構成していく構想も⽰した。 

 結論として、ビジネスのフィールドにおける⽣

態⼈類学は研究と実務で成⽴する。今後は、フィ

ールドの⼈びとの「⽣き様」や「バネ測り」といっ

た定量的な⽅法を踏まえた、ビジネスの⽣態⼈類

学らしさについても、多様なステークホルダーと

ともに探究していきたい。 

 

 

注記 

2025 年 3 ⽉ 23 ⽇の第 30 回⽣態⼈類学会では「ビ

ジネスの⽣態⼈類学・⼈類⽣態学への展望−アフリ

カ・アメリカの実践をつうじて−」というタイトルで

⼝頭発表した。ニューズレター執筆にあたり、題名を

適切なものに若⼲の変更をした。 
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【会計報告】 

2024 年度⽣態⼈類学会会計報告 

収⼊項⽬ ⾦額（円）  ⽀出項⽬ ⾦額（円） 

2023 年度より繰越 930,594  サーバーレンタル費⽤ 3,812 

   振込⼿数料 110 

利⼦ 179  2025 年度への繰越 926,851 

計 930,773   930,773 

 

2024 年度⽣態⼈類学会研究⼤会（第 30 回研究⼤会）決算 

収⼊項⽬   ⽀出項⽬  

項⽬ ⾦額

（円） 

 項⽬ ⾦額（円） 

宿泊費等（参加者 73 名、児童 2名） 968,000  会場設備費 326,700 

参加費（有職者 54 名、学⽣等 21 名） 345,000  宿泊費等 1,206,540 

学会補助 387,203  会場飲⾷代 72,870 

   事務局アルバイト代 48,000 

   雑費（⽂房具・飲み物等） 46,093 

計 1,700,203   1,700,203 

会計監査（2024 年度監事）：⼩松かおり、須⽥⼀弘 

 

【インフォメーション】 

第 30 回研究大会報告 

2024 年度の研究⼤会は、2025 年 3⽉22⽇

（⼟）〜23⽇（⽇）に⻘森県⼤鰐町の「⼤鰐温泉 

不⼆やホテル」で開催されました。75 名が参加

して 29 題の研究報告がおこなわれ、対⾯開催な

らではの活発な議論と交流がなされました。 

 

2024 年度新入会員情報 

 2024 年度の新⼊会員は、以下の⽅々です（敬

称略、所属は⼊会当時）。 

井上雄太（National Coalition of Independent 

Scholars）、松本京⼦（⻘森公⽴⼤学）、加藤綺恭

（津⽥塾⼤学）、笠原望（京都⼤学）、⻲⾕有莉奈

（北海道⼤学）、蒋宏偉（国⽴環境研究所）、⽣駒

さや（京都⼤学）、相場伸彦（Internacional Society 

for Sanitation Studies）、村上武⼠（株式会社流

⾏）、⼤澤由実（⻘⼭学院⼤学）、⾕野和（⻑崎⼤

学）、中安祐太（東北⼤学）、⻑岡朋⼈（⻘森公⽴

⼤学）、渡會紬（弘前⼤学）、内藤勇⿂（京都⼤

学）、藪⽥慎司（帝京科学⼤学） 

 

2025 年度の運営 

2025 年度の役員には、以下の⽅々が選出され

ました（敬称略）。 

会⻑：梅﨑昌裕（東京⼤学） 

理事：泉直亮（弘前⼤学）、伊藤詞⼦（総合地球

環境学研究所）、卯⽥宗平（国⽴⺠族学博物館）、

河合⽂（東京外国語⼤学）、⼩松かおり（北海学

園⼤学）、佐藤靖明（⻑崎⼤学）、須⽥⼀弘（北海

学園⼤学）、⾼倉浩樹（東北⼤学）、古澤拓郎（京

都⼤学）、松浦直毅（椙⼭⼥学園⼤学）、安岡宏和

（京都⼤学）、⼭内太郎（北海道⼤学） 

 

第 31 回研究大会のお知らせ 

 第 31 回研究⼤会は、⻑崎⼤学（事務局代表・

佐藤靖明）の担当で、2026 年 3⽉26⽇（⽊）〜27

⽇（⾦）に「ホテル⻑崎」（⻑崎県）で開催予定

です。 
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編集後記 

第 30 回研究⼤会は弘前市のとなり、⼤鰐町（おおわにまち）で開催されました。⼤鰐は

温泉地で、宿泊会場から徒歩で公営浴場を含むいくつかの温泉を利⽤することができるの

で、討論のあとゆっくりされた会員も多かったのではないかと思います。 

 私がこの学会に 2-3 回参加したのは⼤学院⽣だった 2000 年代であり、そのあと 20 年以上

の空⽩を経た今回の参加で事務局をつとめさせていただきました。当時は発表者に 45 分間

たっぷり持ち時間があったことが⼤きな特徴でした。その発表時間が短くなったこと、ポス

ター発表形式が加わったこと、若⼿の発表者が多く、テーマやトピックが往年に⽐べずいぶ

ん広がったことが、私が感じた⼤きな変化でした。いっぽうで、臨場感あるフィールドワー

クのデータをネタに、真剣におもしろがりながら討論する学会のかわらない気⾵に接し、初

⼼に帰った思いがしました。 

ニュースレターの締め切りは例年にならい 7 ⽉末としました。⼤学夏休み期間中のフィ

ールドワークを終えた事務局メンバーが 9 ⽉下旬に弘前に戻り、校正のやりとりにやや⼿

間取ったものの、⼤会総会でも話題になった「発表したものの、ニュースレター原稿は未提

出」のケースはありませんでした。11 ⽉末までに 9 割がたの編集作業は終えていたのです。

ところが、私が最後の詰めを残して怠け、しばし忘却してしまい、ふたたび腰を上げた次第

で発⾏がいまごろになってしまいました。ひらにお詫び申し上げます。 

 次回の⻑崎県での⼤会も⼤鰐と同様に、多くの発表とさかんな討論がおこなわれること

を願っています。佐藤さん（次回⼤会事務局⻑）、ニュースレターの原稿締め切りはもっと

早くていいと思うよ。 

（⽩⽯壮⼀郎） 
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